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デジタル経済下におけるエックス税

大畑智史

はじめに

一般的に国家運営において租税は欠かせないが､この社会的影響力は無視できない｡例えば、

近年の日本における消費税の税率引上げがその内需を無視できない程度に引下げ、これが日本

の経済社会を大きく撹乱している、 といった状況を考えればよい。そのような事情もあり、適

正な税制の構築に向けた議論が活発な状況が古くから続いている。この議論の中で、支出税構

想の持つ意義を検討することは欠かせない1)。支出税榊想については、 ミード型の支出税構想

をみると、 これは、理論的には、税務行政の簡素性、経済活性化、等の点でS=H=S型の包括

的所得税の場合よりも優れている、等のことが主張される。こうしたことから、支出税構想を

活用した租税の議論が活発である。こうした租税としては、フラット税、エックス税、USA税

等の税がある。ただし、支出税は、実際的施行の困難性等の事情により施行事例が殆どなく、

租税議論においては、支出税そのものの施行方法というよりは、その構想の活用方法に議論の

焦点が当てられている。本稿では、東欧等の国家で施行されているフラット税を改良した税と

してのエックス税に焦点を当てることとする。エックス税が、実際に施行されている税の改良

版であること以外に、税務面での簡素性、経済活性化、等の長所と考えられる性質を有してい

ることを考慮すると、当該税については更に分析されるべきである。

エックス税の構造や性質については後に示すが、当該税の性質については、国際的視点、税

務行政面、雇用面、金融取引面、等の各種視点から議論がなされる。この中で、当該税の問題

点も数多く指摘されている。著者は、前稿において、その問題点に対するクラウド型ERPの

意義について議論をし、当該システムがその問題点の解消に一定程度の意義を有することを示

した。しかし、この分析においては、近年盛んに議論されているデジタル課税の視点が殆ど考

慮されていない。世界的にICT化がますます進展する中で、デジタル取引も今後ますます拡大

することが考えられる。このような状況を見据えると、デジタル課税についての制度を十分に

考慮したエックス税の分析も欠かせない。後に示すように、クラウド型ERP活用を考慮した

そのような分析はまだなされていないと考えられる。なお、本稿の内容は、特に断りのない限

り、本稿投稿時点（2021年8月）のものとする。また、 2019年12月頃から新型コロナウイ

ルス感染の世界的拡大が問題となっているが、一時的な撹乱要因であろう、等のその性質上、

本稿では当該視点は考慮しない。ただし、この拡大により、税収減・財政支出増という傾向が

みられ、世界的にデジタル課税強化の圧力が高まっている、等の点は見逃せない。更に、本稿

では、特に断りのない限り、企業あるいは法人は営利会社を指すものとする。

－1－



I エックス税とクラウド型ERP：構造と性質

1 エックス税

エックス税は、個人への賃金税と法人部門への税とから成る。VAT(ValueAddedTax)の

逆進性を緩和するため、ホール＝ラブシュカ型のフラット税やエックス税においては、、砥rの

課税ベースである付加価値は賃金部分と企業付加価値部分とに分けられ、それらは別々に課税

されることになる。累進税率が採られる賃金税の最高税率は法人税率と等しい。個々の労働者

に対する賃金税の課税ベースは、労働サービスに対する支払から構成され、彼らの貯蓄には課

税されない。この一方で、法人税部分ではキャッシュフロー方式が採られ、この部分の税は、

労働者への賃金支払や金融取引が排除されるR(Real)ベースの法人税であり、この課税ベー

スにおいて投資は控除される。金融取引に関し、D.RBradbrdは、金融取引は、個人と法人（金

融機関についての特殊な場合を除く） とのエックス税の課税ベースでは完全に排除されるが、

このことは、エックス税における際立った簡素性の根拠である、 と説明している。以上のエッ

クス税に関し、勤労促進型給付付き税額控除(EITC:EarnedlncomeTaxCredit)は存在し

得る、原産地主義の場合や仕向地主義の場合が考えられる、等のことが主張される。また、こ

のエックス税をその構想上の基礎としたGIT(theGrowthandlnvestmentTaxPlan)がある。

この両者の間の主な相違点は、エックス税の賃金税の課税ベースにおいては金融取引は排除さ

れるが、GITの個人への税はキャピタルゲインのような所得に課税する、 という点である。更

に、字数の制約上、本稿ではその詳細には言及できないが、代替的なエックス税も提案されて

いる2)。

支出税は、政府が基本的に一年における納税者の消費支出額に応じてそれに税負担を課す税

で、この税は直接税で間接税ではない。この税の課税ベースは、一般的には、「C(消費支出額）

=Y(所得額) -S (貯蓄額)」 という形で定義される。Cは、基本的に、 「(キャッシュインフ

ロー)一(キャッシュアウトフロー)」という形でのキャッシュフロー方式によって算出される。

支出税とエックス税との間には幾つかの共通点がある。これについては、例えば、賃金税は、

幾つかの前提の下で支出税に等しい、貯蓄は課税ベースから排除される、個人への課税におい

て累進税率が基本的に採用される、 といった点を挙げることができる。言うまでもなく、それ

らの間には幾つかの相違点がある。これについては、例えば、エックス税において、法人部門

への課税がある、この課税におけるキャッシュフロー方式はRベースのものである、貯蓄から

の引出分は課税されない、等の点を挙げることができる。以上のようなエックス税に関し、複

数の利点が指摘されている。これについては、まず、簡素であることがとりわけ強調される。

エックス税の基本的構造において、課税ベース算定において金融取引が考慮されない、等のこ

とがその根拠とされる。また、個人ファイルの利用の容易化、退職貯蓄制度の簡素化、設備投

資といった類の投資活動への歪みが比較的少ない、金融サービスに関する無駄な技術革新の削

減、個人部門への課税と法人部門への課税との統合、等のことが指摘される3)。その他、貯蓄

額排除や設備投資額控除の経済促進効果を指摘できることは言うまでもない。
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エックス税に関しては、複数の分析がなされている。当該税の性質に関しては、エックス税

は長期消費を増加させるだけではなく全ての所得階層の厚生を改善するが、短期的にみると、

改革の時点において、最高所得層の高齢者は最も大きな厚生的損失を被る一方、最貧困層の年

配者は厚生的便益を享受する、 と主張される4)。また、国際的視点からの当該税の分析では、

フラットタックスとエックスタックスの相違点は、国際的二重課税への対応で、源泉地課税を

採るフラット税には国際的二重課税の議論が生じうるのに対し、仕向地課税をとるエックス税

では、輸出に対して国境調整を行なうので二重課税が排除される点で、エックス税は、より消

費課税の特色を打ち出した税制といえよう5)、仕向地主義やWTOルールと矛盾する仕入高控

除方式のエックス税よりは、それらと整合的な税額控除方式のエックス税が望ましい6)、原産

地主義のエックス税は移転価格問題をより深刻にする一方で仕向地主義のエックス税は人々に

その税率の低い場所で消費をする動機を生み出す7)、その後者の方式と比べた場合に長所を持

つ前者の方式の場合における移転価格問題を取り除く方法がある8)、等のことが主張される。

また、長戸（2018年）においては、以下のように述べられる。

即時償却と減価償却十資本コスト控除の等価性の選択の他に、制度選択上の重要事項と

して仕向地主義か原産地主義かの選択がある。即時償却の仕向地主義法人税(destination

basedcorporatetax)を採用すれば、 （採用国からみて）移転価格の問題は生じないが、

国境税調整のために輸入課税・輸出免税を行う必要があり、同時に国内企業にのみ支払賃

金控除を認める仕組みとなるため、WTOのルール(GATT･GATS)違反の懸念がある。

そのため、同じく即時償却を採る改革案でも、Xタックスでは原産地主義をとり、移転価

格には関連者取引にR+Fベースを採用することで対応する。 9）

その他、ここで述べたような国際的視点も考慮されながら、各種視点から、エックス税の問題

点等のその関係諸点の分析がなされる。例えば、エックス税において会計期間や会計方法が問

題となるだろう'0)、エックス税の下で租税回避が生じる可能性がある'1)、エックス税を採用し

た場合には失業率が低下する'2)、実物取引と金融取引との区別のための制度の必要性や個人部

門における累進税率の過度な強化等の短所がエックス税の場合にはある'3)、エックス税では相

続分や遺贈分に課税がなされずこの扱いの議論が必要である'4)、エックス税の主要な長所の一

つとして簡潔性がある、代替的なエックス税と基本的なエックス税とは等価である'5)、所得税

の代わりにエックス税を施行する場合にはこの後者の税率が高くかつより累進的になる'6)、等

の主張がなされる。その他、著者は、税制におけるICT活用が進展している現状を考慮し、エ

ックス税の諸問題の解消にICT化が一定程度の意義を有することを示した17)。この分析におけ

るICTシステムとしては、特にクラウド型ERPを扱った。しかし、この著者の分析において

は、近年におけるデジタル課税の議論が詳細に交えられていない。このデジタル課税の制度は

まだ定まっていないが、当該制度を税制面でより適正なものにする上で、この制度を考慮した
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様々な分析がなされる必要がある。本稿では、エックス税の性質をデジタル課税の視点から分

析し、この問題点の解消におけるクラウド型ERPの意義を論じることとする。

2 クラウド型ERP

まず、ERP(EnterpriseResourcesPlanning)の基礎的構造は下記の通りである18)。

ERP:企業内の情報共有化のためのツールであり、企業の購買・生産・販売・人事・財務等の

主要な業務プロセスにおける経営情報をデータベース化するとともに、 リアルタイムに情報を

更新して情報を一元的かつ統合的に管理するシステムである'9)。ここでは、パッケージソフト

（出来合いのもの）を使い、これに合わせて仕事のやり方を変えていくことが提案される。こ

のソフトをERPパッケージと言う。さらに同一の業種・業態の企業は同一のERPパッケージ

を使うことが提案される。これによって多くの企業が使うことによるシステムコストのダウン

だけでなく、企業間のネットワークシステムが合理的に行えると訴えられている20)。

これを図示すると、次の図のようになる。

’ ’ ’イメージERP導入前のイメージ pの統合ER

③
ERP

⑬③両
⑳⑬
完全統合ERP

ー

謎

システムの寄せ集め

図ERPのイメージ

GRANDIT HP [ https://www・grandit jp/erp/]

このERPには、SNS(SocialNetworkingService)等のネットワークと連携したマーケテ

ィングツールや､BI(Businesslntelligence)、CRM(CustomerRelationshipManagement)、

EPM(EnterprisePerfbrmanceManagement) といった機能も加えられる。このような工夫

により、企業経営における各種意思決定の場面で、経営関係情報や企業会計関係情報等の情報

の活用が進み、その業務の効率性が向上すると考えられる。以上のようなERPをクラウド上

で利用することで、以下のような、長所と短所とが生じる2')。
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［長所］ 22）

・インフラ調達が必要ないため、低コストで迅速な導入を実現できる。

・システムの運用・管理業務がないためトータル的なコスト削減につながる。

・バージョンアップ対応がなく常に最新のシステムを利用できる。

・使用する場所やデバイスを選ばず外出先からでもアクセスできる。

・海外拠点で同一のシステムを利用できるためナレッジを蓄積できる。

・ランニングコストが月額固定なので費用対効果が見えやすい。

・必然的にセキュリティ対策やBCP(事業継続計画)対策につながる。

・統合されたデータベースでヒト・モノ・カネの動きが見える。

・連携の取れたシステムで業務効率化が促進される。

・各データが集約されたダッシュボードで意思決定を迅速化できる。

［短所］23）

・月額費用というランニングコストがかかる。

・基本カスタマイズがしずらい。

・オフライン環境ではシステムにアクセスできない。

・システム運用が提供事業者のサービスレベルに左右される。

このクラウド型ERPと､先に挙げたSNS等のICTシステムはもちろんのこと、EDI(Electronic

Data lnterchange) 、DCM(DemandChainManagement)、 BPM(BusinessProcess

Management)、CMS(CashManagementSystem)、e-Tax(日本における国税電子申告・納

税システム） 24)、 elJIYlX(日本における地方税ポータルシステム)、マイナポータル（日本政

府が運営する共通番号制度関係のオンラインサービス） 25)、法人番号システム（日本）等の官

公庁のその他ICTシステム26)、ZEDI(日本における、全銀EDIシステム)27)、 日銀ネット（日

本銀行金融ネットワークシステム） 28)、各種金融機関におけるコンピュータネットワーク29)、

金融庁（日本)や証券取引所（日本)のデータ関係のシステム30)､情報銀行､FOA(FlowOriented

Approach) 、 PFM(PersonalFinancialManagement) 31)、ブロックチェーン、等のICTシ

ステムとも一定程度の条件下で連携することができる。もちろん、以上のような連携を世界レ

ベルで実現することも可能である。以上のような連携において、 Fintech、AI (Artificial

Intelligence) 、API (ApplicationProgramminglnterface) 、XML (eXtensibleMarkup

Language)、RPA(RoboticProcessAutomation)、QR(QuickResponse) コード、 5G、デ

ジタル通貨や電子マネーと関係する技術、手形等の有価証券の電子化と関係する技術32)、等の

ICT関係技術も大きく関係することは言うまでもない。なお、本稿では、クラウド型ERPと、

ここで取り上げたそれ以外の各種ICTシステムとが連携されたシステムを、拡張的クラウド型

ERPと呼ぶこととする33)。

近年、 とりわけクラウド型のERPの普及が進んでいるが、このような状況の中で、ERP関

係のICTシステムの充実化が進んでいる。ここでは､幾つかのそうした取組みを紹介しておく。
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･ナレッジマネジメントソリューション「knowler」 との連携34）

.財務報告書の作成に必要な月次監査業務を効率的に行うための支援システム「MJSAI監査

支援」 (ERPとの連携：予定) 35)

・パソコンバンキングソフト 「EBNext2DX」 との連携36）

､金融データプラットフォーム「MoneytreeLINK」や金融データ分析ツール「LINK

Intelligence」 との連携37)

Ⅱデジタル課税：議論の概要

主に、国際的二重課税調整や脱税租税回避対･策のための国際課税制度はかつてから存在する

が、近年における国際的デジタル取引の拡大に従来の国際課税制度が対応し切れていないとい

った状況から、デジタル課税の議論がますます活発になっている。まず、従来の国際課税制度

を簡潔に整理すると以下のようになる38)。

国際的二重課税調整

国際課税の基本的原則に、源泉地主義、居住地主義、仕向地主義、原産地主義、 といったも

のがあることはよく知られている。例えば、A国が源泉地主義でB国が居住地主義であった場

合、国際的二重課税調整が必要になり、租税条約の締結ということになる。国際的二重課税調

整が必要になる場合としては、主に、その例の場合、居住地主義国課税の重複、源泉地主義国

課税の重複、移転価格税制の影響、 という場合が考えられる。

以上の国際的二重課税排除に関する税制面の方式としては、 日本については、主に、外国税

額控除方式と外国子会社配当益金不算入制度とがある。OECDモデル租税条約においては、居

住地国における国際的二重課税排除方式は、国外所得免除方式又は外国税額控除方式、 とされ

ている。 日本の場合は、これらの方式の両方が活用されていると考えられる。

脱税・租税回避対策

パナマ文書やパラダイス文書に見られるように、租税負担の公平性の視点から、タックスヘ

イブンに企業利益を移転するといった国際的租税回避行為が問題となっている。また、違法な

形での国際的脱税も問題となっている。

以上のような問題に対処するため、複数の税制が構築されてきた。 日本では、その主要な税

制としては、移転価格税制、過少資本税制、過大支払利子税制、外国子会社合算税制、等のも

のがある。もちろん、OECDモデル租税条約においては、税務当局間の納税者情報（銀行口座

情報を含む）の交換や、滞納租税に関する徴収の相互支援の視点が重視されている。

では、従来の国際課税制度を考慮し、デジタル課税（以下、特に断りのない限り、デジタル

課税という場合は以下で整理する制度を指すものとする）の議論を整理する39)。まず、そのこ
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れまでの経緯を大まかに述べておく。OECDでは、 1990年代後半に電子商取引の課税の議論

がなされ、 1998年10月のオタワ閣僚級会合では電子商取引課税の基本的枠組みが示された。

ここでは、当該課税には、伝統的な課税原則（中立性、効率性、明確性、簡素性、公平性、柔

軟性）を適用すべきとの考え方が示された。最近では、OECDの2012年からのBEPSプロジ

ェクトの最終報告書（2015年10月）の他、OECDによる、それまでの検討状況について記述

したポリシーノート及び討議文書（2019年1月及び2月）や作業計画（2019年5月）や事務

局提案（2019年10月）がある。その最終報告書でも、デジタル経済への課税に関する具体的

対応策の勧告には至らなかった。2020年度末（2021年3月）におけるデジタル課税に関する

2つの主要論点は、市場国に対し適切に課税所得を配分するためのルールの見直しと、軽課税

国への利益移転に対抗する措置の導入とである。この前者についてだが、デジタル経済の進展

により、事業を行う上で必ずしも物理的拠点を必要としないデジタル企業等が増え、このよう

な状況に従来の「PE(PermanentEstablishment :恒久的施設）なければ課税なし」が対応

しきれないという事情がその背景にある。これに加えて、デジタル経済化の下では、特許やブ

ランド等の「無形資産」の価値が高まっており、これについての適正な「独立企業間価格」の

算定が困難になっているという事情もその背景として存在している40)。その後者の背景には、

経済のデジタル化により多国籍企業グループ内の無形資産の移転が容易になる中で、低い法人

税率や優遇税制を有する軽課税国へのBEPS (BaseErosionandProfitShifting:税源浸食と

利益移転） リスクが増大している事情がある41)。では、以下において、これら両者の概要を示

しておく42)。

市場国に対し適切に課税所得を配分するためのルールの見直し（第一の柱） 43）

第一の柱における、市場国に配分される可能性のある課税所得として、利益A、利益B、利

益C、これらがある。

利益A:多国籍企業のみなし残余利益の一部を形式的な方法を用い市場国に配分することで、

当該市場国へ課税権を配分する。納税義務判定には、全体売上規模や活動内容等、複数点に関

する基準が使用される。また、利益Aの新たな課税根拠（ネクサス）は、消費者とのかかわり

を通じた市場国経済に対する持続的で重要な関与という新たな概念、市場国における多国籍企

業の収益に基づく決定、 自動化されたサービスの場合には物理的な存在なしに市場に重要かつ

持続的に関与できていることが重要な判断基準になる、結局のところ当該市場国での売上に帰

結しそこからもたらされる利益が源泉となり得る、 といった特徴を持つ。申告と納付について

は、特定法人がグループを代表して一元的に申告を行う方式が採用可能であり、申告義務を負

う支払者の識別と収益の配分は、活動テスト、収益性テスト、市場接続優先度テスト、比例配

分、という4つの段階に応じて実施検討される。更に、利益Aを追加的に配分したことによっ

て生ずる二重課税に関して、二重課税を排除するメカニズムが導入されており、この方法とし

ては、外国税額控除、国外所得免除、 という2方法のいずれかを採用することとされている。
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税の安定性を向上させるために、第一の柱の素案は利益Aについて義務的な拘束力のある紛争

防止と解決へのアプローチを提案し、より広範囲における紛争防止の強化および紛争解決を促

進するための方法を探る。

利益B:基礎的なマーケティングおよび販売活動について、独立企業間原則に見合う一定の利

益を付与する。利益Bは、市場国において行われる、 「基礎的なマーケティングおよび流通機

能」に対する、一定比率での固定報酬であり、これは既存ルール（独立企業原則）の簡素化で

あり新たな課税権ではない。利益Bについても、強制的かつ拘束力のある紛争解決の対象とな

る。

利益C44) :利益Cに関しては、それ自体の定義付けに積極的な意義はなく、利益Aや利益B

に対する統合アプローチ下での課税の結果、独立企業原則の適用を通じて二重課税が生じ得る

所得、あるいは市場国で主張される利益Bを超える追加的利益を総称した概念であり、利益C

については二重課税の防止と強力な紛争解決手段を講じる必要があるとされる。

以上のような仕組みについて、利益分割法等ある意味バーチャルな独立企業原則の適用の拡

大、源泉地におけるネクサスの拡大の先取りとしての機能的なPEへの拡大45)、等のことが指

摘される。

軽課税国への利益移転に対抗する措置の導入（第二の柱） 46）

第二の柱(GloBE(globalanti-baseerosion)ルール、租税条約の特典否認ルール(STTR

(Subject'IbTaxRule)))では、軽課税国への利益移転に対し、国際的に合意された最低税率

（少なくとも15％）による法人課税を確保するルール（ミニマム課税）の導入が検討されてい

る47)。

第一に、軽課税国に所在する子会社等に帰属する所得について、親会社等の所属する国・地

域において、最低税率まで上乗せして課税するルール（所得合算ルール(Incomelnclusion

Rule))である。また、これを補完する制度として、軽課税国への支払を行っている子会社等

に対し、支払会社等の所在地国で課税するルールがある（軽課税支払ルール(Undertaxed

PaymentRule))。具体的な最低税率の水準は（両ルール共通）については引き続き議論を継

続している。課税国の支店の所得については､国外所得免除方式を採用する国・地域について、

所得合算ルールの適用のために外国税額控除方式への切り替えを認めるルール（スイッチオー

バールール:Switch-OverRule)も併せて提案されている。以上がGloBEルールである。

第二の柱には､支払受取者の所在地国が軽課税の場合に租税条約の特典を否認するルール(租

税条約や特典否認ルール:SubjecttoTaxRule)もある。

本制度（第一の柱と第二の柱）により、世界全体での税収は、最大で年800億ドル程度増加

すると推計されている。また、第二の柱の導入による420～700億ドルの法人税収増（第一の

柱の場合の増加分より大きい） 48)、 この税収増による第二の柱への産業界の反発49)、税収面で

の第一の柱と第二の柱との相互作用の影響の低さ50)、等のことも指摘される。更に、国際的な
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合意に至らず各国の一方的措置が拡大し貿易紛争が増加する場合、世界全体で最大1％を超え

るGDPの押下げ効果があるとの分析もなされている。

第一の柱と第二の柱とに関する問題

デジタル課税制度はまだ制度的に固まっておらず、その確定に向けた数多くの問題が存在し

ている。デジタル課税制度の主な問題の概観については、以下のように整理される5')。

今後検討すべき課題として､以下の点が指摘されています｡まず､利益配分方法(Amount

A､AmountB及びAmountC)について、ピジネスモデルごとのデジタルの要素（程度）

の違いを反映する仕組みや市場国に帰属すべき配分される利益の重み付けなどを行うべ

きかという点です。また、新しい課税権ルールに関する各種の定義をどうすべきかや、市

場国に課税権を認めるみなし残余利益の一部を算定するための定式配分の数値を決定す

る必要があるとされており、特に後者は究極的には政治的な合意の結果決まるものである

とされています。さらに、二重課税の排除についても、納税義務者の特定や、それが既存

の二重課税排除のルールに与える影響も検討する必要があるとしています。新しい課税権

の執行に関しては、非居住者に対する執行及び聴衆が問題になるため、源泉徴収の仕組み

を導入することも検討に値すると指摘されています。 52）

ここではその問題を詳細に見ておく。

第一の柱の問題の具体例53) ：二重課税防止への配慮、デジタル化の程度やセグメンテーション

等の事業関係の事項の社内での検討、適用業種範囲、会計上の利益との差の調整、システムロ

ス発生時の対応、実績利益配分管理の仕組みの構築、損失の扱い、高課税所得と低課税所得と

の合算（ブレンディング）の決定、途上国や新興国の利益Bによる税収への期待、ADS

(AutomatedDigitalServices) とCFB(ConsumerFacingBusinesses) との区別の明瞭化

（重畳している点、両者の対象の明瞭化) 、利益Bや利益Cの事前確認の効率化手法、利益A

と利益Bとの間の無重複・利益Aと利益Cとの間のダブルカウント発生場面の存在、利益A

の対象企業における申告書の内容、大規模な市場国では高い閾値(ADS･CFB) ･小規模な開

発途上国では低い閾値、医療用医薬品セクターにおけるルールの適用方法等のスコープに関す

る論点、利益Aの算式へのデジタルの度合いや利益率の差異の反映、単一国において開発製造

販売される製品の利益の利益Aからの除外による国内事業対象外の可能性､利益Aと市場国に

おける既存の課税権との関連性、外国税額控除の既存国内法との組み合わせによる二重課税抑

制効果の低下、異なるビジネスモデルに応じた特定の収益源泉ルールの開発、異なる会計基準

で策定された財務諸表の連結における時間的差異等の調整（利益A算定時)、利益B関係の事

項（基礎的活動の定義、適切な利益水準指標、合意された利得レベルでの固定パーセントによ

る対価の策定、一般に入手可能な情報に基づくベンチマークの活用、産業・地域間での取扱い
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の差別化の必要性の程度､利益Bの活動の利益Cのbasicreturnへの自動的紐づけの可能性、

他)、紛争時の合意獲得、売上地特定の方法、セーフハーバー適用の可否54）

第二の柱の問題の具体例：最低税率水準、財務会計と税務会計上の相違から生じる差異への対

応、ブレンディング対応､課税自主権の侵害､社会福祉増進という租税競争の効果の低減効果、

企業のコンブライアンス負担や課税当局の事務コストの増加、途上国における非効率な租税イ

ンセンティブ提供圧力の解消と適正な国内資金動員の効果、 トン数標準税制適用の国際海運業

者の扱い、現地の課税繰延ルールの扱い、GloBEルール導入前の損失や一時差異の影響の緩和

策、多国籍企業グループの規模等に応じた重要性の基準の設置、持分法適用の関連会社や合弁

企業の扱い、マークアップ率水準等の適用除外（カーブアウト）方法関係事項、既存の租税条

約における二重課税排除条項との関係、租税条約の特典否認ルールの執行上の問題（課税のタ

イミング、 トリガー税率の総額ベース支払いへの適用の際に生じる過大課税リスク、等)、所得

合算ルールと軽課税支払ルールとの各国の国内法への統一的導入､所得合算ルールとGILTI(米

国）との重複適用への懸念、軽課税支払ルールと類似するBEAT(米国）の調整、既存の租税

回避防止施策との調整55)、所得がミニマム実効税率未満の課税となっている場合の具体的制度

設計

Ⅲエックス税の問題点への拡張的クラウド型ERPの意義：デジタル課税の視点から

まず、エックス税の構造（エックス税だけが施行されているある国家（デジタル課税制度に

おける課税権を受ける国家、柱2の制度における軽課税国、仕向地主義）を考える）をデジタ

ル課税の議論と照らし合わせた場合、どのような問題があるか、 という点を見ておく。すべて

の国においてエックス税だけが課税されるといった状況下でのデジタル課税分析は、紙幅の都

合上、今後の課題としておく。まず、第一の柱については、Rベースの取引の場合、第一の柱

について言及される問題点は、市場国がエックス税の場合においても問題になることは言うま

でもない。また、原則として、金融所得の受取りは課税されず金融取引関係の支払いは課税ベ

ースから控除されない、等のエックス税の性質から、第二の柱関係の諸問題対処を市場国がエ

ックス税の場合にも考えなければならない。ここでは、もちろん、エックス税は、法人部門の

課税ベースが基本的にRベースのキャッシュフローに基づく、等の性質を有しているが、デジ

タル課税は企業の課税所得（経費控除後）への税という形の制度であるということには注意し

なければならない。このことを考慮すると、デジタル課税制度における、デジタル課税制度適

用対象企業選定基準､市場国に与える利益Aの部分､国際的二重課税対処の必要性やその方法、

柱2における最低税率水準、等の点をエツクス税の構造を考慮したものにする必要がある56)。

デジタル課税制度がまだ未確定なものである、等の状況を考慮し、その課題の具体的な議論(論

点の明瞭化、課題解決策、等）は今後の課題とする。なお、デジタル課税については、法人税

に関する、仕向地主義化やキャッシュフロー化（残余利益についての市場国への課税権配分）

の傾向が見受けられる、 という指摘があるが、デジタル課税の本稿における整理からすると、
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そのような見解が出ることは当然だと考えられる。

それでは、拡張的クラウド型ERPのデジタル課税関係の諸問題解消への効果について考察

する。ここでは、当該システムを導入しているある企業の場合を考え、各種ICTシステムが、

インターネットセキュリティ上の問題等その施行上の各種問題がなく利用されている状況を考

える。拡張的クラウド型ERPにより、ある企業は以下のような情報を狸得することができる。

このことにより、当該ERPが活用された、税務と関係する業務の処理の効率性がその分向上

する。ただし、ここでは、料金払い等の、情報連携上の制約は無視するものとする。

基礎的情報；税引前利益、課税所得（適用税率が異なる場合にはその源泉別)、キャッシュタッ

クス・ブックタックス、税率（適用される課税所得ごとに)、繰越欠損金（残高・使用期限・使

用制限、他)、配当可能利益、相手先別支払配当額・ロイヤリティ額・マネージメントフィー支

払額等の関係会社取引、繰延税金資産・負債の額、各種税額控除（優遇税制含む)、移転価格の

手法・文書化の程度、関税・間接税の基礎データ、子会社株式の税務簿価、無形資産関連デー

タ、財務諸表上の情報（税務等各種経理関係)、 （日本）法人番号システム記載内容、各企業取

引先、情報銀行関係の情報、顧客情報、製品情報、企業情報、各部門管理関係情報、消費者視

点からの情報（商品開発、販促関係、他)、人事給与・就労証明書・税・年金・健康保険・子育

て・介護・法人設立・自治体や企業からの情報等（マイナポータル関係)、株式等の金融関係情

報、製造現場の情報（点検、マニュアル、作業者判断、その他製造装置からの情報、他)、様々

な口座情報（銀行、保険、証券、他)、資金決済情報、 日銀と関係する機関の決済情報、行政手

続き等各種手続き情報、その他各種オープンデータ（日銀公開情報政府公開情報（予算、税

制、他)、他)、今後3年間の事業計画、など

基礎的情報を活用した分析的情報（場合によっては部門別に獲得できる） ：各種経営上の情報

(PBT率（税引前利益率)、0M率（売上高営業利益率)、他)、金融市場・製品市場等の各種

周辺環境の分析、社員の属性分析、製造工程等の事業活動効率性（故障率、他)、顧客属性分析・

株主属性分析、製品属性分析、流通経路属性分析、適用されるべき規制（租税回避基準・脱税

等） とこの関係の各種優先分析、など

以上のような情報を得られる拡張的クラウド型ERPの活用により、先の形でのエックス税

施行の際にも生じるデジタル課税関係の諸問題は一定程度解消に向かうと考えられる。この点

を具体的に見ておく。

第一の柱の問題については、まず、利益A等のその関係事項の算式の複雑化やブレンディン

グ対応や国別の閾値(ADS･CFB)適用等の制度そのものの事項の複雑化の解消に拡張的クラ

ウド型ERPが役立つことを指摘できる。また、当該システムの活用により、適切なデジタル

課税制度の構築のための数々の論点と関係する情報をより多く獲得することができる｡例えば、

市場国に与える利益Aの部分、デジタル化の程度、セーフハーバー適用の可否、法的対応、特

定の収益源泉ルール、等の事項に関するそうした情報をより多く獲得できる。更に、拡張的ク

ラウド型ERPは、デジタル課税制度の波及的悪影響の緩和効果も有する可能性がある。例え
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ば、課税自主権の侵害については、当該ERPの活用については税収増や経費減の効果が期待

されるが、これが実現されれば、第二の柱の最低税率を低められる可能性がその分高まると考

えられるが、このことはその侵害問題をその分緩和させると考えられる。第二の柱の問題の場

合についてもう少し見ておく。この場合も、拡張的クラウド型ERPが、財務会計と税務会計

との間の相違に関する調整、企業や課税当局におけるコスト低減、最低税率水準適正化、等の

税務処理上の効果を有すると考えられる。また、持分法適用の関連会社や合弁企業の扱い、既

存の租税回避防止施策との調整、現地の課税繰延ルールの扱い、等の点に関する適切な制度構

築においても、当該ERP活用は、情報収集等の面で有意義である。その他、もちろん、先に

指摘した、エックス税の構造の視点からのデジタル課税制度の課題に関する議論の具体化の際

に、拡張的クラウド型ERPを活用することは意義のあることである。

おわりに

本稿では、デジタル課税の視点からのエックス税の問題点に対する拡張的クラウド型ERP

の意義について考察した。この結果、当該ICTシステムはその問題の解消において一定程度の

意義を有する、 ということになった。 しかし、デジタル課税制度がまだ明瞭なものではないた

め、その効果も不明瞭である。この点の明瞭化は今後の課題である。

最後に､本稿における分析の実際的意義について地方創生の視点から若干述べておく。まず、

地方創生は、人口急減・超高齢化という我が国が直面する大きな課題に対し、政府一体となっ

て取り組み、各地域がそれぞれの特徴を活かした自律的で持続的な社会を創生することを目指

す、 とされる57)。もちろん、ここでは各地域の経済的活性化も重視される。エックス税の性質

を考慮すると、地方創生の視点からも当該税の構想の活用をより本格的に検討すべきだと考え

られる。また、地方創生の取り組みの議論においては､ICT活用による地域資源の国際的展開、

といった視点からの見解が数多くある。本稿における拡張的クラウド型ERPへの言及から、

当該ICTシステムは、その国際的展開の効率性や効果性の面において注目すべきICTシステ

ムだと考えられる。当該ICTシステムにより、経営の効率性分析、各種制度対応、等の面での

煩雑さがかなり軽減されると考えられる。もちろん、拡張的クラウド型ERPはエックス税の

諸問題の解消に役立つICTシステムである。
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点：クラウド型ERPの意義」国際文化政策研究教育学会ワーキングペーパー、 2020年］を参照するとよ
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カスタマー（店舗に利益をもたらす得意客）を育成していくものである。 ［内山力『IT活用の基本』日本

経済新聞出版社、 2007年、 17頁｡］
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製品メーカ、資材・部品メーカに至る需要の連鎖を一元管理することにより、需要連鎖全体の最適化を図

る顧客関係管理である。 ［定道宏『ビジネス情報学概論』オーム社、 2006年、 56頁｡］

SCM:部品や原材料の調達から、製造・販売・流通などの過程を通じて製品が最終消費者の手に渡るまで

の流れ（サプライチェーン）を複数の企業間で統合的に管理することで、サプライチェーン全体の経営効

率を最適化する経営手法である。 ［株式会社日立システムズHP

fS/words/saleSa120/]]

[https //www・hitachisVstems.com/ind/

EPM;経営情報をビジュアル化し、分析機能を提供することで、経営の迅速化を図る問題発見および解決

を支援するシステムである。 ［株式会社日立ソリューションズHP [httDs;//www.hitachi･solutions.co.ip/

epml]]

EDI :紙の注文書をFHXしたり、電話をかけたり、相手先ごとに異なる手順で行っていた受発注業務を、

インターネットを利用して効率化するシステムである。[NECHP[https:"1Dnnec.com/outsourcing/edi/

index.html]]

BPM:業務の初めから完了までを、ビジネスプロセス（業務の作業単位）のワークフロー（流れ図）で可

視化して、現状を常時監視し、課題や問題を素早く発見して、不要なプロセスの削除や新規プロセスの挿

入を行い、業務システム全体の効率を最適な状態に管理・維持することである。 ［定道宏『ビジネス情報学

概論』オーム社、 2006年、 84頁｡］ 字数の制約上、 ここではその詳細な言及は避けるが、 BPMでは

なくBPMS(BusinessProcessManagementSystem)とERPとの連携についても議論がなされている。

e-Tax:公的個人認証サービスを利用し、国税に関する申告や納税、申請・届出などの手続きを行う電子申
請サービスである。 ［地方公共団体情報システム機樅公的個人認証サービスポータルサイト HP

[https:"www.1pki.go.ip/ipkiguide/adminDroce/etax.html]] elJIAXは当該システムの地方税版である。

マイナポータル：国民一人一人に用意される政府が運営するポータルサイトで、行政機関への各種申請や

行政機関からのお知らせサービスが可能である。[内閣官房番号制度推進室内閣府大臣官房番号制度担当

室「マイナンバー 社会保障・税番号制度：概要資料」内閣府、 2018年8月、前掲報告書、 4頁｡］

ZEDI :支払企業から受取企業に総合振込を行うときに、支払通知番号・請求書番号など、さまざまなEDI

情報の添付を可能とするシステムである。 ［全国銀行協会HP

effbrts/smoothixml/]]

[https://www.zenR1nkvo.or.in/abStract/

日銀ネット ： 日本銀行とその取引先金融機関との間の資金や国債の決済をオンライン処理により効率的か

つ安全に行うことを目的として構築された、 日本銀行が運営しているネットワークのことである。［日本銀

行HP[https://www.boi.or.ip/announcements/education/oshiete/kess/i10.htm/1]

通常の、銀行、クレジット会社、証券会社、投攪会社、保険会社、証券取引所：それぞれに独自の業務処

理ICTシステムがある。これについては、 ［大和総研フロンティアテクノロジー本部『エンジニアが学ぶ

金融システムの「知識」と「技術｣』翔泳社、 2019年］を参照するとよい。

FOA製造現場の生データに、関連のある背景データや説明データを加え、編集して分析した情報を企業

内のネットワークにリアルタイムに配信する仕組みである。 ［大塚商会HP[httPS://www.otSuka

shokai.co.jp/words/fbahtmll]

SCM(SupplyChainManagement) 、 PDM(ProductDataManagement) 、MES (Manufacturing

ExecutionSystem)、SRM(SupplierRelationshipManagement)、PLM(ProductLifecycleManagement
等のICTシステム：スマートエ場関係のICTシステムであるが、 これらの詳細は、 ［松林光男監修、川

上正伸・新堀克美・竹内芳久編著『スマートエ場のしくみ: IoT、AI、RPAで変わるモノづくり』日本
実業出版社、 2018年］を参照するとよい。

PFM:厳密な定義はなくお金の管理を手助けするソフ|､ウェアの総称として扱われ、家計簿ソフトウェア

もPFMの一種であるが、一般的にはID連携（アカウントアグリゲーション）機能を用いて複数の銀行・

証券やクレジッl､カードなどの口座情報を一元的に確認できるオンラインサービスを示すことが多い、 と

される。 ［藤吉栄二「金融機関におけるPFM(PersonalFinancialManagement)の活用」『Financi21
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Inhrmation'IbchnologyFocus』野村総合研究所、 2014年8月、 14頁｡］

ブロックチェーン：データが地理的に離れたサーバーに分散保持され、記録されたデータがなくならない

（改箪不可能性)、また一部のサーバーが不正侵入されても動き続ける（ビザンチン耐性）という特長を備

えた全く新しいデータベースで、この大きな特徴の一つとして、ブロックと呼ばれるデータ保管の単位が
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明治期以降の農村居住環境整備の発展過程に関する研究その1

－特に明治期について－

岩田俊二

I 研究の目的

農村の居住環境整備史を耕地整理法の時代、土地改良法の時代を通して著すことを目的にし

ている。農村整備は昭和45年ごろから本格的に農政の課題となり実施されてきており、その経

緯については『豊かな田園の創造農村整備事業の歴史と展望』(農村整備事業の歴史研究委員

会編、 日本農業集落排水協会、 1999年)等に明らかにされている。また、耕地整理や土地改良

事業については『土地改良百年史』（今村奈良臣他、平凡社、 1977年)、 「農業土木史』 （㈹農業

土木学会、 1979年5月）等が著されている。しかし、明治初期から戦後までの耕地整理法、開

拓助成法、農地開発法、戦後緊急開拓の時代における農村居住環境整備の歴史についての著作

は見当たらないので、特に明治初期から戦後開拓までの期間の農村居住環境整備の歴史につい

て調査研究を行う。農村居住環境整備は耕地整理の一環として、また開拓による新農村建設と

して行われてきたと考えられるので、同期間の農村居住環境整備の歴史について耕地整理と開

拓の文献資料から通時的な分析を行うとともに､その分析の中から特徴的な事例地区を選択し、

分析を行う。最終的な研究成果は農村居住環境整備の通史部分と特徴的な地区の個別史部分を

併記し農村居住環境整備の歴史を明らかにするが、研究の狙いは個別史部分に置く。

Ⅱ研究の方法

研究その’ではまず、農村居住環境整備の時代的背景を知り、後述する事例地区の位置づけ

を行うために農村居住環境整備の観点から明治期以降の耕地整理の歴史を概観する。次に同様

の観点から明治期以降の国内開拓から国土総合開発政策への展開を跡付ける。

そして1899（明治32）年の耕地整理法創設当時の耕地整理事業をとりあげ、その耕地整理と

ともにどんな居住環境整備がなされたかを検証する。 とりあげた耕地整理事業は耕地整理法創

設以前の1875 (明治8)年に実施された静岡県磐田郡田原村彦島（現袋井市）のケイハン改良

事業、やはり法創設以前1877 (明治10)年にドイツの耕地整理事業を参考におこなわれた石川

県石川郡上安原村（現金沢市）の田区改良事業、耕地整理法創設後1901 （明治34）年に実施さ

れ、 1963（昭和38）年に圃場整備事業が制度化されて大型圃場(30a、 3反区画）が登場するま

で耕地整理事業のモデルとされた埼玉県北足立郡鴻巣町常光村連合耕地整理事業である。

開拓事業についての事例地区の分析は研究(2)で行う予定である。
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Ⅲ我が国の耕地整理事業の歴史

1 耕地整理法創設まで

零細な水田のアゼを改良して区画を整理することはすでに17世紀から農書や記録にも書か

れていたといわれ、 とくに江戸末期になると、越前（福井県)、信濃（長野県、 「畔ぬき」 とい

った)、下総（大原幽学が指導）や美濃（岐阜県）などの各地で行われた。例えば美濃の例では

馬耕の必要から1反区画にしたといわれる。一筆の面積を拡げ区画を整理することは増歩の利

益があるだけでなく耕うん・田植え・管理・収穫などの労働生産性を高めた。

明治維新後、 1871 (明治4)年に自由に作物を植えことができる田畑勝手作許可、 1872 (明

治5）年に土地永代売買解禁、 さらに1873 （明治6）年に地租改正条例が制定されると、土地

の所有者となった地主や自作農たちは金納の地租と米価の値上がりとの差額を入手できるよう

になったため、 とくに米の収量をあげようと努力した。実際に耕作している農民や地主のなか

から豪農や老農とよばれたすぐれた農業の指導者が全国各地に現れ、米の増産や農業の改良に

努力した。静岡県浜松の本田八郎の田区整理と農道・水利の改良、同県磐田郡の名倉太郎馬の

区画整理はその例である。

やがて明治20年代になると､明治前期に静岡県の名倉太郎馬たちが試みた集団的な区画整理

は各地でおおいに流行するようになった。この時期を「田区改正」時代といい土地改良史上画

期的な時期となり、明治30年代からの耕地整理事業が展開する前提となった。この耕地改正に

は、一つは江戸時代から農村で行われてきたケイハン改良を中心としたものと、二つには外人

教師のエッゲルトや樋田魯一や酒匂常明などの留学官僚がとなえた西欧式の「土地整理論」の

二つがあった。前者の例が1887 (明治20)年から静岡県磐田郡の鈴木浦八たちが行った区画改

良（静岡式）であり、後者は翌1888（明治21）年に石川県庁の指導で石川郡の高田久兵衛が進

めた田区改良（石川式）である。やがて、両者の技術や方法が結びつき、田区改正として各地

に普及していった。

明治20年代に「田区改正」が花々しく脚光を浴びることになったが、事はそう簡単には進ま

なかった。集団施工の場合、対象面積が広がれば広がるほど地主間の対立は広まり、意思統一

は困難になった。推進者の闇討ちや工事妨害が起こった。 「議定書」や「田形改良約定証」など

が取り決められた。石川県の高田久兵衛は地主37人と「田形改良定約証」を連署したが、その

内容は久兵衛が事業費の立替、不成功の場合の補償、作付遅延・収稚減少の弁償、地券書替費

用の自弁をするものとしていた。その技術上の問題は、区画の形状と用・排水路、農道の配置

規模等であり、事業実施上からは資金の調達、検地の方法、地価の据え置き等であり、基本的

には耕地整理の意義と事業実施の正しい認識等であった。

これの打開として日清戦争当時の国権主義の風潮にのって、法律によって強制により不賛成

者を参加させるべく耕地整理法案が準備され、 1899 (明治32)年耕地整理法が公布された。

－20－



2耕地整理法の大改正

この法律は事業の内容よりも不参加者の強制加入に意味があった。整理地区内において土地

所有者の2/3の同意、それらの土地が土地総面積の2/3以上、それらの地価合計額が整理対象

地の地価合計額の2/3以上であれば強制的に実施可能としたことなどである。

しかし、この耕地整理法は土地交換分合や区画形状の変更により労働生産性を高めたが、か

んがい排水施設事業については不十分なものであり土地生産性は高まらなかったため、早晩行

き詰ってしまった。これはドイツの土地法を中心に組み立てられていたので、区画形状の変更

に主眼を置き土地利用増進を目論んだため我が国の水田農法に最も重要な用水系統、排水系統

という路線上の問題と用排水の内容についての把握がなされていなかった。すなわち不耕作地

主にとっては生産力発展のために耕地整理は不確定で問題の起きやすい増歩や交換分合を目的

とするよりも、水の灌概排水が容易であるような事業を目的とする方がより合目的であった。

そこで1909（明治42）年、耕地整理法は大改正を受けて「新法」になった。新法の第一条は、

「耕地整理ト称スルハ耕地ノ利用ヲ増進スル目的ヲ以テ其ノ所有者共同シテ土地ノ交換若ハ分

合、区画形状ノ変更、道路、堤塘、畦畔、満渠、溜池等、変更配置及之二伴ウ灌概排水二関ス

ル設備竝工事ヲ行フヲ謂フ」と規定した。すなわち、耕地整理とは旧法と同様に交換分合や区

画形状・畦畔・道路・溝渠等々の変更を言うと同時に、大切なことは灌概排水設備の工事が付

随してきたことである。これについては不在地主からは単なる士地の区画整理ではなくより土

地生産力が増大する事業として歓迎された。

この後も耕地整理法はより広域の用排水施設の線的整備事業としての事業法に改められ、水

利事業に比重がおかれて発展した。

またこの新法によって耕地整理がそれまで土地所有者による単純な共同施行であったものが、

耕地整理組合という法人によって施行されるようになったことが重要である。組合が権利義務

の主体となることで耕地整理事業への資金貸付の安全度を強化するための措置であった。 1908

（明治41)年成立の水利組合法による水利組合（内務省所管)、 1910 (明治43)年設置の臨時

治水調査会による水害予防組合（内務省所管）がそれぞれ法人と認められたことと軌を一にし

て治水・利水・土地改良の諸施策が確立し大正期への基礎を作った。

耕地整理事業の工事費補助は府県ならびに府県農会が当たった。これらの補助金の交付は日

清戦後当時戦費調達のために行われた地租増徴の緩和策として農村に補助金を交付することが

おもな動機と考えられている。 1905 (明治38)年に農事改良費のなかに「耕地整理技術員養成

費」が組まれ、翌年そのために「耕地整理及土地改良奨励費規則」が設けられ、調査、設計、

工事監督等に要する費用の一部に対して補助金を交付する制度が始まった。さらに従来の資金

融通策を充実するために1910(明治43)年から大蔵省預金部からの低利資金融資の途が開かれ

た。
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3耕地整理事業の展開過程

ここで改めて耕地整理事業の展開過程を見ることにする。

1899（明治22）年に制定された耕地整理法は区画整理を主にした欧米スタイルの事業を想定

していたため、 1905 (明治28)年に法改正を行い、 日本農業に則応する潅概排水事業を取り入

れた。 1909（明治32）年には日露戦争後の人口増加と国防上の見地から食糧増産の必要性が唱

えられ、開墾、地目変換が包含された。 1914 (大正3)年には湖海の埋立、干拓が取り入れら

れ、従来の既耕地本位から未懇地開発を含む政策へと大きく転換した。ここに個人を対象にし

た集団的投資から一歩進んで公共投資への途を開いたこととなった。当初、民間独自の立場か

ら農会などの指導で行われてきた耕地整理事業は組織、事業ともに地方公共団体（県）に移管

された上で、政府は耕地整理事業を奨励するために必要な助成政策を採った。

土地改良事業に対して国家の財政資金が本格的にかつ大規模に投入されるようになったのは

1923（大正12）年の用排水改良事業補助要項（食糧局長通牒）の制定によるいわゆる用排水幹

線改良事業の発足からである。受益面積5百町歩以上の用排水幹線の施設改良を行う事業で府

県が事業主体となるので府県営土地改良事業とも称されている。この補助事業がその後の我が

国の補助金農政が開花していく噴矢となった。

表1は1900(明治33)年から1939(昭和14)年までの耕地整理事業実施地区の概要である。

耕地整理事業の一地区あたりの規模は35～55町歩で､地区数は耕地整理及び土地改良奨励費規

則の制定により年次的に急増したが規模そのものは大きな変化は無かった。この規模は部落

単位の耕地の規模を示すもので規模の限界があった。ただし、昭和恐慌による救農土木事業が

行われた1931 （昭和6）年～1935 (昭和10)年の5か年間は小規模な事業が行われ、それらの

面積の平均は16町歩であった｡地区数そのものは昭和恐慌による時局匡救の救農土木事業が行

われた1931年～1935年が最も多く、 1919 (大正8)年制定の開墾助成法後の1921 (大正10)

年～1925 (大正15)年と1926 (昭和元）年～1930 (昭和5)年が多い。

表1耕地整理事業の実施状況（1990年～1939年）

年次

1900(M33)

地区数(A)| 面積(町)(B) | 整理費(円)(C) | B/A(町） C/B(円）

11．11

16.49

2167

2796

5728

83.39

9705

63.65

67.99

15 827

28,930

160,241

215,901

152,839

192,835

91868

4,769,558

34,725,115

58,848,985

87,542,960

55.1

43.4

59.8

55.7

42.5

44.7

1901～1905(M34~M38)

1906～1910(M39～M43)

1911～1915(M44~T4)

1916～1920(T5~T9)

667

2,680

3,878

3,600

4,3151921～1925(T10~T14)

1926~1930(S1～S5)

160,815,982

5,404

11，159

2,473

192,609 189‘832，161 36．2

1931～1935(S6~S10)

~1936～1939(S11～S14)

179,838 114,466,753 16.1

34.284,578 57,504,575

｢第16次耕地拡張事業要覧p9」から作成

出典『農業土木史』p217
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都市周辺の都市整備は1919 (大正8)年の都市計画法公布以降はこの法律の区画整理条項に

より実施するのが建前であった。しかし、都市計画法施行以前から将来の都市化を期待して耕

地整理法により、畑や水田の区画整理を実施した例は各地に存在する。こうした都市化のため

の耕地整理事業は1931 (昭和6)年の耕地整理法改正により市の区域内での耕地整理事業実施

が禁止されるまで続いた。当時の耕地整理事業では農道密度や農道幅に基準はなく、都市化の

ための区画整理として有効であった。土地区画整理法が公布されたのは戦後の1954 (昭和29)

年になってからである。例えば図lに見られるように三重県津市の戦前の耕地整理事業実施地

区のほぼすべてが現在の都市計画市街化区域内に位置している。

A@上浜町勝地整覗（大正5～15ff)

B:高茶屋諜地整理（昭和2．～7年〉

C:乙部耕地整理（大正11年～昭和5年）

D:訴町排地整理（閉和2～7年）

E:中河原勝地桜理（昭和3～7年）

F: ･･"身田土地改良狸〈昭和26～30年）

（注）戟前耕地整理は現.陛，場所を推

定できるものだけを災出した。

Ｎ
八
斗
Ｉ
Ｔ
Ｉ

県営事業

①県営ほ場整億事業（安東地陞）昭祁41

年～48年度

②県営ほ場整傭事業〈津西部禅>昭和
52年～63年度

③県営ほ場整備事業〈津南部地区）昭和

55年～平成元年度

④県営ほ場獲備事業（河蓑南部地区）昭

和50年一平成5年度

⑤県営ほ堀整備事業（大里地区）昭和銘

勢湾年~平成'1年度
⑥担い手育成基盤整備事案（津中部地区）

平成9年～17年度

団体営事業

ア：向井地区（昭和56年～58年度）

イ：山迩内地区〈昭和弱年～57年度）

ウニ殿木地区（昭和釦年～55年度）

エ：北窪田地区（昭和53年～57年度）

ｵ． ：圭水地区（昭和52年～55年度）

力：高野尾地区（昭和群～55年度）

キ：平林地区（閉和61年～61年度）

ク：上津部Ⅲ地区（昭和55年-61年度）

ケ：高野尾地区（昭和54年～61年庇）

．：野田地区（昭和55年～62年度）

サ：分郁地区（閉和56年～平成元年度）

シ：南窪山地区（昭和63年～平成7年度〉

スミ川北地区（平成元年～8年唯）

ウ ③

…：市街化区域

図1 三重県旧津市の耕地整理地区及びと土地改良地区

出典;岩田俊二： 『津市地方都市の建設史』、農林統計出版、2010年3月、 pl67
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Ⅳ明治期以降の国内開拓及び国土総合開発政策の展開

1 明治期の国内開拓

1880 (明治13)年の統計によると北海道・沖縄を除く府県の耕地面積は4,470千町歩であっ

たが、 1912 （明治45）年（大正元年）には5,142千町歩になり、この約65万町歩の増加は田

25万町歩に対して畑40万町歩で畑が多かった(農林省『農務顛末第5巻』､昭和34年11月刊)。

明治期の開拓は要約すれば下記のようであるが、中でも一般農民による小規模開拓が件数も面

積も最も大きかった。

(1)封建家臣団の解体による失業士卒族を中心にした難民救済のための士族・難民授産事業と

しての開拓

東京府開墾役所による東京府下の無籍無産の徒のための下総国小金牧および佐倉牧の開墾。

士族授産国営開墾として福島県安積疎水開鑿国営開墾等である。

維新政府は、殖産興業と士族授産のために、これらに適合する開墾適地の選定調査を1876

（明治9）年末から行い、青森県三本木原、福島県安積原野、栃木県那須野ケ原、静岡県三

方原等をこの候補に挙げ、これらの中から安積原野を選び、 1879～1883 (明治12～16)年に

この荒蕪地に猪苗代湖より用水を導き、新規開墾2,000町歩、古田の補給3,181町歩、移住

民5,000余戸を目標とする国営疏水開墾事業を実施した。

政府による士族授産政策は鉄道や紡績を中心とした「企業勃興」の1886（明治19）年に全

て廃止された｡莫大な行政投資がされた士族授産のための緊急開墾は大部分が失敗に終わり、

市場や自然等の条件に恵まれた福島県安積や栃木県那須地方などの一部においてかろうじて

土地所有者になりえたにすぎなかった。

この時期おいて一方では､民間資本による農地開発､水利開発も活発に全国各地で行われ、

その大規模なものに明治用水（愛知県）がある。安城地方はすぐ近くに矢作川があったが、

用水不足の不毛の原野であったので、江戸時代から矢作川から引水田する計画があった。維

新直後、醸造業と廻船問屋出身の岡本松平と岡崎藩の大庄屋であった伊予田与八郎が用水計

画を出願したがかなわなかった。 1875 (明治8)年に前任地福島県で安積疎水を知っていた

安場保和が愛知県令に任じられると明治用水の計画を支持し、県の直営工事となった。矢作

川右岸の洪積台地8,128町歩について1879（明治12)年着工し、 1883年には約4,700町歩の

水田（従前は2,332町歩）が存在した。

(2)西南役後に見られた新政府重臣を中心とする官有原野払下とそれを基底とした招致移住

民による開墾

明治政府元勲への官有林野の払い下げの代表は1879（明治12)年から始まった栃木県那須

野原の払い下げであった｡那須野原開墾は当初水乏台地のため困難を極めたが1882(明治15）

年11月那須疏水の通水により農業が安定した。

(3)鍬下年期の特典および耕地整理法の補助の上に実施された中小地主・一般農民の所有林野
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の開墾

明治期の耕地面積拡大に大きく寄与したのは一般農家の小規模開墾と増反であった。それ

には地租条例(1885 (明治17)年）の開墾についての特典等が奨励策となった。耕地整理法

（新法) (1909 (明治42)年4月）が土地の交換分合・開墾・地目変換などを対象とするこ

とになって耕地整理組合による開墾が急に進んだ。

(4) 一部豪商（政商）によって企てられた企業的開墾

豪商への払い下げの例としては1887（明治20）年の藤田組による岡山県児島湾干拓、 1890

（明治23）年の青森県三本木原渋沢（栄一）農場に見ることができる。

2大正期以後第2次世界大戦までの国内開拓

1918（大正7）年の米価高騰による米騒動を境に政府は食糧自給を国策として取り上げ、耕

地の拡張などを柱とする食糧自給30年計画を1918年に立案した。耕地拡張・耕地改良・農事

改良・台湾及び朝鮮からの移入を目的とした。 1919 （大正8）年に耕地拡張のために開墾助成

法が制定されたが、開墾助成法は開墾投下資本に対する利子補給政策であった。この法律が

1941 （昭和16)年の農地開発法により廃止されるまで開墾実績は約4,600地区、面積約11万

町歩に及んだ。

1930 （昭和5）年の世界（昭和）恐慌の時期には内地米の増産効果と植民地からの移入米の

効果が合体し、米価暴落と農家経済の維持が課題となった。こめため米価統制法などによる米

価維持対策の一方で、時局匡救土木事業を実施して耕地拡張を図る矛盾となった。 1930（昭和

5）年の昭和恐慌を経て1932（昭和7）年頃からの軍需景気に伴い、各地に工場が増設され、工

場用地や住宅用地などへの農地転用が増加した。田畑の潰れ地面積は1938 (昭和13)年には6

万町歩に達した。開墾などによる同年の耕地拡張面積は4万町歩余で差し引き減少面積は2万

町歩余となった。当時、内地米の不足を植民地台湾・朝鮮からの移入米でかろうじて賄ってい

たが、食糧確保のためにも耕地の拡張や改良が不可欠となった。このため、一つには大規模な

未開地に国営開墾を試み、二つには小規模開墾による自作農の創設を奨励した。大規模国営開

墾計画は1927 (昭和2)年に500町歩以上の集団的開墾見込み地について開墾計画を作り国営

等の方法で実施するものであった。 17地区が計画され、実施されたのは1930 (昭和5)年京都

府巨椋池、 1937 (昭和12)年青森県三本木原および秋田県田沢疏水、 1940 (昭和15)年宮崎県

川南原および福島県矢吹原の5地区であった。一方、 1937 (昭和12)年の「自作農創設維持補

助助成規則」に基づき東北地方集団農耕地開発事業や自作農耕地開発事業を実施し農家二・三

男や小作農などに開墾助成を勧め小農階級の経済を緩和し農村社会状態の改善を図ったが大き

な成果とはならなかった。

3第2次世界大戦期の国内開拓

戦時下の食糧増産体制は1941 (昭和16)年12月8日の真珠湾攻撃以前の1939(昭和14)年
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の西日本干害と軍需増大による工場等への農地転用を契機に実施されていた。 1937 (昭和12)

年の自作農耕地開発事業や1940(昭和15)年に始まる福島県矢吹原国営開墾事業等は戦時下の

食糧増産体制強化のためであった。開拓政策を全面的に戦争目的に結びつけてそれを再編した

のが1941 (昭和16)年3月制定の農地開発法である。この法律は1919 (大正8)年以来開墾助

成を担ってきた開墾助成法を廃止し、替わったものであった。農地開発法制定の趣旨は国家的

見地から農地開発事業を施行せしめるために農地開発営団を設立し、同営団が造成した農地を

自作農創設事業団体に譲渡しなければないないとし、そのことによっていわゆる内地植民地政

策を加速することにあった。

1941 （昭和16)年に米麦類の増産を目指し1950年までに開田20万町歩、開畑30万町歩を

完成させることとした主要食糧等自給強化10年計画が作られ食糧自給も戦時体制に入ったが、

1943 (昭和18)年6月にはこの計画の実施が不可能となり、農地開発事業もおおむね中止する

ことになった。農地開発営団の事業も抑制され結局、営団による農地造成は1945 (昭和20)年

12月末までに累計14， 538町歩に終わった。営団は1947（昭和22）年9月に閉鎖機関に指定

され終了した。

4第2次大戦後の開拓

戦後の開拓期はおおむね3つに区分される。

(1) 緊急開拓事業時代(1945 (昭和20)年11月9日 「緊急開拓事業実施要領」閣議決定）

基本方針は｢終戦後の食糧事情及び復員に伴う新農村建設の要請に即応し、大規模な開墾・

干拓および土地改良事業を実施し、以て食糧の自給化を図ると共に、離職せる工員、軍人そ

の他の者の帰農を促進せんとす」である。事業実施の目標は5年間に内地80万戸、北海道

20万戸計100万戸を帰農させて内地85万町歩、北海道70万町歩計155万町歩の開墾、 10

万町歩の干拓を実施するとした。

(2) 開拓事業実施要領時代（1947（昭和22)年10月24日「開拓事業実施要領｣農林省議決定）

緊急開拓事業実施要領の緊急が消されて開拓事業実施要領が農林省議決定された。基本方

針は「国士資源の合理的開発の見地から開拓事業を強力に推進して、土地の農業上の利用の

増進と人口収容力の安定的増大をはかり、以て新農村の建設に寄与することを目的とする」

であった。いわゆる本来的で安定的な開拓事業に移行した。計画では開墾が依然155万町歩

だが1947 (昭和22)年から5ケ年になり、干拓は半減して5万町歩8年間となった。緊急開

拓では帰農計画といわれたものが入植計画と改められ、入植と増反に区分された。入植34

万6千戸、増反94万6千戸と計画され、増反による地元農家の規模拡大が重視されることに

なった。開拓事業実施要綱（1958 （昭和33）年5月27日農林事務次官通達）は緊急開拓実

施要領以降進めてきた開拓事業が終戦直後の「緊急措置」から出発して我が国の社会経済の

復興安定に応ずる制度施策の衣替えの総仕上げであった。

(3) 開拓パイロット事業時代（1963 （昭和38）年8月8日農林事務次官通達）
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1955（昭和30）年を過ぎた頃から食糧増産に目途がつき、第二次第三次産業の復興発展に

伴い開拓当初の目的は逐次その重要性を失った。一般農村においては地元増反を中心とした

意欲が高まり、入植者のために未墾地を提供することや生活の便宜をはかることを嫌がる空

気が広がった。そこで政府が主導し入植させる今までの開拓方式を改め、経営規模を拡大安

定せんとする既存農家が自ら土地を調達して申し出てくる要請にこたえて事業を実施する

「開拓パイロット事業」を1963 （昭和38年）に制度化した。

開拓農政は1975 （昭和50）年に一般農政に組み込まれることになり終了した。『戦後開拓

史（完結編)』（戦後開拓史編纂委員会、昭和52年3月）のまえがきに戦後開拓30年の成果

を次のように総括している。

「開拓農政30年間に入植農家21万戸余、増反農家105万戸余であり、開墾面積約40万

haであった。また離脱者数を除いた入植現在戸数は約9万3千戸で歩留まり44%であった。

この時点の専業農家率は42％で一般農家の13%に比べてはるかに高かった。 「開拓地営農実

績調査(昭和48年2月1日現在)」と一般農家に対する「第49次農林統計表」と比較すると、

開拓農家1戸当たり経営面積は345haでそのうち畑が77%を占めている､一般農家は1.11ha

と狭く、水田率が58％となっている。開拓農家は経営規模が大きく畑作中心であるので、畜

産の比重が高く乳牛飼養頭数は1戸当たり98頭となっていて一般農家の1戸当たり5．7頭

よりも多い｡」

5戦後開拓から国土総合開発へ

1949 (昭和24)年に土地改良法が耕地整理法に替わって制定され、開拓事業もその制度の下

で実施されることとなった。そして開拓事業と併行して国土の総合開発を本格的に進める準備

も始まった。戦後のあわただしい緊急開拓の中、国土の開発は当面の応急的な人口収容、食糧

確保を何とか実現しつつ次第に総合開発への視野を拡げて行った。 1947（昭和22）年に経済安

定本部に国土計画審議会が設置され､これが1949(昭和24)年に総合国土開発審議会となった。

1950 (昭和25)年に「国土の自然条件を考慮して、経済、社会、文化等に関する施策の総合的

見地から、国士を総合的に利用し、開発しおよび保全し、ならびに産業立地の適正化を図り、

併せて社会福祉の向上に資する」ことを目的に国土総合開発法が制定された。国士総合開発計

画の全国総合開発計画の策定は1962（昭和37）年まで待たなくてはならなかったが、特定地域

総合開発計画は国士総合開発法の最も有効な計画として策定され運用された。この特定地域の

指定は1951 （昭和26）年に19地域が指定され、さらに1957 (昭和32)年に3地域が追加され

た。特定地域総合開発計画はアメリカのニューディール政策の一翼を担ったTVA方式（流域

開発プロジェクl､）が採用され、水力発電、洪水防御とともに、農業開発が改めて重視された。

この農業開発計画は先の開拓事業を引き継いだものもあったが土地改良法に基づく土地改良事

業として実施された。すなわち、特定地域総合開発計画の重要部分を土地改良が担当した。

三重県や愛知県によって1953(昭和28)年に伊勢湾工業地帯建設期成同盟会が結成されてい
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る気運の中で木曽特定地域総合開発計画は1956（昭和31）年に閣議決定された。愛知用水事業

は同総合開発計画の根幹部分であった。

愛知用水事業は戦後の食糧を外国からの輸入に依存していた時代に食糧増産を最重点におい

て、農業水利の開発改良を目的とした総合開発であった。同事業は国土総合開発法による木曽

特定地域総合開発の主要根幹事業で政府はその企業者として1955（昭和30)年愛知用水公団を

創立し1961 (昭和36)年に完工した。愛知用水事業は尾張丘陵から知多半島につづく高燥地で

の水不足による農業不安定を打開するため農業用水を主体とする総合開発であり、世界銀行の

借款を含めて432億円の巨費が投じられた。愛知用水は当初、一部の都市用水の供給を含めて

農業用水を中心に計画されたが、工事期間中から受益地域の工業地や住宅地の都市化が進み、

農業用水の転用によって上水道や工業用水を賄ってきた。 日本経済の高度成長を背景として重

点を次第に農業用水から都市用水に移して行った。

V明治期の耕地整理事業による農村居住環境整備

1 耕地整理法創設当時の耕地整理事業の背景

零細な水田の「畔ぬき」といった区画整理は17世紀から越前、信濃、下総、美濃で行われて

いたが、区画整理をめぐる小所有者同志の利害対立が激しいために河川氾濫原の耕地で所有意

識の固定しにくい地域でしかも権力や人望のある封建支配者や大地主などが行ったに過ぎなか

った。

明治維新後は私的土地所有権が確立し、作付け転換も自由になり農業用水の調節も必要とな

った。生産意欲に燃えた篤農家を中心に耕地の区画整理が進むようになった。静岡県磐田郡田

原村の名倉太郎馬の区画整理などである。このような集団的な区画整理は明治20年代に大いに

流行り 「田区改正」時代と言われ明治30年代からの耕地整理事業の展開の前提となった。この

背景には1884 （明治17)年の「地租条例」に基づく地租の固定化、 1886 (明治19)年ごろか

らの「企業勃興」に伴い都市住民が増えたことにより米価上昇となったため農民の生産意欲が

さらに高まったことが挙げられる。乾田・馬耕・正条植えなどを導入するために耕地の区画整

理が必要となり、 さらに田区改正によって増歩の利益を得ることができた。

この耕地改正には江戸時代から行われてきた「ケイハン改良」 とドイツ等を例にした西欧式

の「土地整理論」の二つの流れがあった。前者の例が1887（明治20）年から静岡県磐田郡の鈴

木浦八たちが行った静岡式の区画改良であり、後者は1888(明治21)年に石川県庁の指導で石

川郡の高田久兵衛が進めた石川式の田区改良である。やがて両者の技術や方法が結びつき、田

区改良として各地に普及していった。

鈴木浦八は静岡県磐田郡富岡村加茂西の篤農家であった。 1887 (明治20)年から明治22年

にかけて富岡村全村の51町余のケイハン改良を実施した。この経験を基に1900 (明治33)年

7月に耕地整理がいかに重要で必要があるかを開陳した『畦畔改良意見書』を静岡県知事小野
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寺元照と同県内務部に提出した｡この静岡式ケイハン改良を全国に講演して回り普及に努めた。

やがて1899 （明治32）年に「耕地整理法」が創設された。その目的とするところは耕地整理

法第1条にある耕地の利用増進する目的をもって所有者共同して土地の交換・分合、区画形状

の変更及び道路、畦畔もしくは溝渠の変更廃置を行うことであった。この段階の耕地整理の主

な目的は労働生産性を高めるための整備と位置付けられる。

しかし、不耕作地主にとっては小作料の安定とその増収が第一の目的であり、労働生産性が

高まることは歓迎するところであった。また、水稲耕作にとって、水の適切な調節は基本的な

主要問題であり、土地生産性を上げるために欠くべからざるものであった。このようにして不

耕作地主にとって耕地整理は不確定で問題の起きやすい増歩や交換分合を目的とするよりも水

の灌概排水が容易であるような事業を目的とする方がより合目的であった。

このような背景から旧法は1909年改正され新耕地整理法となった。新法の第1条は「耕地整

理ト称スルハ耕地ノ利用ヲ増進スル目的ヲ以テ其ノ所有者共同シテ土地ノ交換若ハ分合、区画

形状ノ変更、道路堤塘、畦畔、溝渠、溜池等変更廃置及之二伴う灌概排水二関スル設備竝

工事ヲ行フヲ謂フ」と規定した。すなわち、耕地整理とは旧法と同様に交換分合や区画形状等

の変更をいうと同時に、大切なことは潅概排水設備の工事が随伴してきたことである。新法の

段階にいたって耕地の土地生産性を高めることに目的が変化した。

耕地整理法は1914 （大正3）年に改正され、①目的に埋立、干拓が加わり、②組合員の資格

に地主のほか地上権、永小作権、土地賃借権を有する者等が加わった。

さらに1919 (大正8)年4月の改正では、耕地整理事業に「開墾又は湖沼の埋立若は干拓に

依る耕地整理に付随して行う整理施行地の利用に関する必要なる工作物の設置其の他の施設」

を加え、造成した耕地に農家を誘致するための住宅等の建設や農具等の貸与をこの事業で実施

できるようにした。事業内容が居住環境整備を含めた農村整備に近づいて行った。
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2静岡県磐田郡田原村彦島ケイハン整理

1875(明治8)年、田原村彦島地区の名倉太郎馬は賛成者の土地33町歩のケイハン改良を整

理した。費用250円は自弁した。大田川と原野谷川が合流し、蟹田川も合流する常習湛水地帯

なので関係町村の賛成を得て蟹田川の改修を行い面積200町歩あまりの水害を防止した。耕地

整理法制定後1903 （明治36）年には彦島の再整備を含め田原村全村285町を完成した。
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これは静岡式耕地整理ないしはケイハン改良と呼ばれている。この方式は一辺が110m(60

間)の正方形の水田の周辺が道路､水路に囲まれ､その内部は50枚程度の区画にわかれている。

一区画の大きさは11m×22～27mの2.4～3aで区画の方位は正方位を守っている。正方位とは

区画の長辺を南北、短辺を東西にすることである。灌概は田越しの潅概である。図4を見ると

南東の集落地の中も道路や区画の整理を行っていることがわかる。なお、田原地区は平成年代

に集落地域整備法により集落土地区画整理事業を実施した数少ない地区の一つになった。

3石川県石川郡上安原村田区改良

石川県の田区改正は1877 (明治10)年に突如として始まった。石川県知事岩村高俊が地方官

会議の樋田魯一の欧米視察談に共感し帰県した後、郡長会議で区画整理の実施を要望した。石

川郡立模範農場（野々市市）で試行した結果、水田面積が7.8％増加したので知事は区画整理

を積極的に推進した。県は「耕地区画改正溝渠作道改築出願手続き」を条例化したが、当時の

不況のなかでは応じるものはいなかった。石川郡長は上安原村（金沢市）の高田久兵衛を口説

き落とした。久兵衛は村に帰り協議したが賛成者はなく、久兵衛が全ての負担と責任を負うこ

とで消極的賛成を得て1877(明治10)年12月22日に久兵衛他37人が協定した｡工事は翌1878

（明治11）年6月に完成した。旧反別60町1反8畝、 2,901筆（田56町9反l畝、畑2町6

反2畝、宅地2町6反3畝)、改正反別62町8反7畝、 1,572筆（田56町8反9畝、畑2町8

反9畝、宅地3町1反7畝)、増歩2町6反8畝（4.5％）であった。畑地が約3反、宅地が約

5反増えた。

これは西欧の土地整理を模範とし政府の奨励により進められた石川式耕地整理である。石

川式は区画を6～8a (長辺54.5m、短辺14.5mないしは長辺36.4m、短辺21.8mの長方形）と

静岡式より広く、道路水路が全ての区画

に付随している（図5参照)。これについ

て当時の東大教授の上野英三郎は「石川

式は静岡式に比して勝るあるものの、な

お区画過少に水路過大に、運搬の便は不

十分にして、いまだ耕地をもって経済上

の目的物たりとなす十分の概念をかき」

と批評した。
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出典： 「明治期金沢平野の耕地整理～農業近代化の先駆け上安原の田区改正～」

新保明夫、安達實 『土木史研究第21号』2001年5月

原典： 『石川県土地改良史』 1986年
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耕地整理前後の図6と図7を比較すると、川沿いの地区中央の集落区域でも道路が若干整備

され、宅地区画も整形化されているのがわかる。現在の集落宅地もこの位置に変わらず存在し

ている。
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出典：金沢市図書館蔵 「高田家文書」から
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図8金沢市上安原現況図

出典：金沢市1981年都市計画図
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図9金沢市上安原地区の現在高速道路を背景に北向き遠景は集落居住地（筆者撮影）

4埼玉県北足立郡鴻巣町常光村連合耕地整理事業

1900 (明治33)年1月施行の耕地整理法を受けて埼玉県は1901 (明治34)年に耕地整理費

補助規則を制定し耕地整理推進策をとった。埼玉県で最初に北埼玉郡太田村大字小針（現行田

市）の約60町の耕地整理が1901 (明治34)年6月から実施され同年完成している。この地区

内の平均耕地面積は4畝15歩（約0．4反）に過ぎず、しかも灌概排水不良の悪田であったので

耕地整理と灌溜排水路・農道を整備した。田畑反別合計約57町9反が整備により約57町7反

に減少したが、その減歩率は現代の土地改良に比べて僅かなものであった（図10～1l)。

北足立郡政府と北足立郡農会は耕地整理の実施への誘導奨励を強力に推進し、1900(明治33)

年10月17日には農商務省の竹内技手の講和会を鴻巣町で開催した。これが鴻巣常光連合耕地

整理の発端、導火線となったと言われている。同年12月19日に郡農会は常光村の村内共有館

に土地所有者の集会を催し郡農会の技術者の講話会を開いた。その後土地所有者らの耕地整理

の運動が始まり、明治34年5月12日に鴻巣町と常光村の耕地整理発起人が集まり鴻巣町常光

村連合耕地整理の実施を決議した｡土地所有者452人､鴻巣町と常光村の387ha (うち水田260ha、

畑81ha)を対象とした。工事は1902 (明治35)年3月15日～5月10日に実施された（図12

～13)。
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出典：埼玉県農会『埼玉県農会報第13号』明治35年2月10日発行
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図11 北埼玉郡太田村大字小針耕地整理全図

出典：埼玉県農会『埼玉県農会報第13号』明治35年2月10日発行

鴻巣町常光村連合耕地整理地区は高崎線鴻巣駅東方で蛇行しながら高崎線とほぼ平行に流れ

る元荒川の右岸に広がる潅概排水不良の湿田、深田地帯であった。
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図12埼玉県北足立郡常光村鴻巣町連合耕地整理前

出典： 『農地整理事例第一輯』農商務省農務局明治40年2月

罰

図13埼玉県北足立郡常光村鴻巣町連合耕地整理図

出典： 『農地整理事例第一輯』農商務省農務局明治40年2月

鴻巣式の区画整理の方式は区画の大きさは長辺54.5m(30間） と短辺18.2m(10間）の面

積1反、農道幅は1.8～2.7mとl.4～1.8mの2種類である。この方式が我が国の耕地整理事業

において1960年までの約70年間、ほぼ踏襲されてきた（図14参照)。

鴻巣式が各地のモデルとされた理由の第一は畦畔・道路・水路などによる潰れ地率が小さいこ

とである。第二に迂曲し錯綜した用排水路を分離、整備して強湿田を乾田化した点にある。乾

田化により橇（そり）のごときものが不要になり労働生産性が上がり、大麦・小麦・菜種・紫

雲英（げんげ～レンゲソウ）の二毛作が可能となった。
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注1）小川誠氏が上野英三郎『耕地整理講義』成美堂､､1905,279

～80“一ジより‘作識邉九たもの。

2） 『ロ本農業発達史』第1巻、中央公論社、1953,220ページ
より引用。

図14鴻巣式区画整理の方式

出典： 『土地改良百年史』 （今村奈良臣他、平凡社、 1977年）

耕地整理は農村環境整備の効果に似た波及効果をもたらした。第一に「屈曲迂回せる道路は

変して直通となりたるを以て附近町村等の交通運搬の利甚た大」となり、この交通運輸の利は、

「延て附近商佑（こ）営業上の振興に波及し鴻巣町の如きは大に此の余徳に浴」すると同時に、

「児童の通学上大に利便を得通学に困苦を感せす従って欠席生徒の数を減し町村教育上に永年

多大の利益を与えた」ことである。第二に、土地乾燥の結果、道路修繕の経費節減や公衆衛生

上の効果も表れたことである｡農業に限らず産業や生活環境に良い効果を上げたと考えられた。

図15は常光地区の2012年鴻巣市都市計画図である。常光地区は1959～1965 (昭和34～40)

年の国営荒川中部農業水利事業で用水整備と畑地を中心とする1反区画の土地改良事業が実施

された。地区内を上越長野新幹線が縦断している。
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三野村利左衛門と三井組育児方について

茂木陽一

はじめに

本稿は、 1875 （明治8）年に三井組内に設けられた育児方という児童保護組織と、そこで施

行された育児方法による児童保護事業の全容を明らかにしつつ、この存在を明治前期の東京府

下における児童保護事業の中に位置づけることを意図している。

三井組育児方については、既に『三井事業史」('>や永峰光寿『三野村利左衛門の生涯』(2)に

紹介されており、三野村利左衛門の治績を顕彰する際にはしばしば触れられている。

三野村は1877年2月21日に病没しているが､翌3月19日附で東京府知事楠本正隆は右大臣

岩倉具視に宛てて三井銀行の創設者である三野村の治績に対する追賞を上申している。その中

で三野村の事蹟として幕末維新期の三井家の危機を克服した諸活動、会計基立金への協力や小

野組・島田組と並ぶ為替方事業への貢献、何よりも我が国最初の私立銀行としての三井銀行の

創設等といった理財．会計上の事蹟と並んで、 「明治八年育児法ヲ起シ資ヲ損テ貧児ヲ養育スル

等ノ事有之候」 （3）と、この育児方事業の立ち上げをそれらと並ぶ事蹟として取り上げている。

このように、商家経営としての三井研究の流れの中で、エピソード的にではあるが、三野村と

の関連でこの事業は触れられてきた。

他方、明治初年の東京府下における児童保護・救育事業については、棄児救済については区

内預かり体制として(4)、また孤児の保護や困窮世帯の児童の受け入れ施設の研究においては、

福田会育児院や東京府養育院、さらにキリスト教の伝道活動の一環としての童貞修院のような

児童保護施設についての研究が重ねられてきた。 しかし、そうした児童保護の歴史研究の中で

は、この三井組育児方の存在にはほとんど注意が払われてこなかった。

そこで、本稿では、この三井組育児方事業の実態について確認できる、三井文庫所蔵資料と

東京都公文書館所蔵の東京府資料をもとにして紹介し、 さらに明治前期の児童保護の流れにつ

いての位置づけを福田会育児院、童貞修院などとの関連の中で試みてみたい。

児童保護研究の流れの中では、この育児方による困窮世帯の児童保護という事業の理念が一

定の意味を持つと考えるので、主要資料についても巻末に翻刻掲載することとした。資料掲載

の許可をいただいた三井文庫並びに東京都公文書館に謝意を表したい。

本稿はjsps科研費jpl9kOO961 (基盤研究(c)研究代表者大杉由香「子どもの命と人権に関する

地域史研究一近世・近代・現代社会の連続面と断絶面を考える」2019-2021年度）の成果の一

部である。
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1 ~三井組育児方と育児方法

（1）三野村利左衛門の東京会議所・養育院事業への関わり

三井組育児方の創設は，ほとんど三野村単独の構想として実現したものだとおもわれるが、

その三野村の三井組におけるポジションと、彼の児童保誰構想形成に至る事情を考えると、次

の様に見ることが出来る。

三野村は三井総取締、三井家中興の傑物として評価されるが、本来、たたき上げの三井家番

頭ではない。もともと紀ノ国屋利八という両替商であり、その関係で三井両替店と関わりがあ

った(5)。慶応2（1866）年に幕府は三井家に対して150万両の御用金を賦課してくるが、勘定

奉行小栗上野介と親交のあった三野村の斡旋により、18万両に減額することを得た。これ以降、

三野村は客分としてであるが、幕末・維新期の三井家の危機を乗り越えることで、三井家の総

元締として大元方改革を進める一方、井上馨・渋沢栄一らの明治政府の経済吏僚との親交を深

めて小野組・島田組の破綻に連座することを避け、明治9年には私立三井銀行の創設を果たす

に至った。こうして、三野村は三井組の総取締として活発な経営活動を展開する中で、この育

児方事業に取り組んでいったのである。

三野村が救貧事業に乗り出す契機は、営繕会議所頭取として養育院創設に関わったところに

あると思われる。明治5 （1872）年8月に営繕会議所頭取となった三野村は、同年9月に、営

繕会議所を東京会議所に改め、窮民救助事業を目的の一つとする建白書を提出している(6)。こ

の建白が認められ、東京会議所頭取となった三野村は明治5年9月のロシア皇太子来朝への対

応策として本郷元加賀藩邸明長家へ窮民収容を実施して、養育院創設に関わったのである。 し

かし、養育院は1876 (明治9)年東京府へ移管されることになり、三野村の手を離れたため、

三野村は独自の窮民救済事業を構想することになり、それが三井育児方の創設として実現した

のではないかと思われる。

（2）三野村による育児方設立の出願

1875年9月17日、三野村利左衛門は東京府に対して育児方の設立と、育児事業開始の許可

を願い出た。この際には、 「以書面奉願上候」という願文に、前文と36ケ条からなる「育児方

法」および10ケ年間の事業にかかる経費の見積もりである「育児方入費見積書」が付されてい

た。このうち、 「以書面奉願上候」と「育児方法」の前文部分を「育児方法大旨」と名付けたも

のが、 1872年12月7日の「東京日日新聞｣、 「読売新聞」紙上に「広告」 として掲載された。

巻末の資料①に東京日日新聞に掲載された「以書面奉願上候」 と 「育児方法大旨」を、資料②

に「育児方法」と「育児方入費見積書」を掲載した。

これによってみると、この事業は次のような理念により実施されることになっていた。

願文には

小前之者とも活計之道困難之余、家属大勢の者ハ児童之養育難行届処より遂に市街に棄置

候者日一日より多く、現に当組私共貸地之内に於ても先般来数回及見聞次第も御座候、此
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体を以て推察仕候得ハ巨万の細民中には、心得違にて故殺又ハ堕胎致候者も幾分歎可有之

（資料①「以書面奉願上候｣）

と述べられているように、東京府下において小野組・島田組の破綻後の金融梗塞を原因とす

る不況が続き、そうした経済的な困難により棄児や堕胎が増加しているという認識があった。

こうした状況に対して「富」ある者が「貧」しき者を‘|血ることは人間の通儀であるとし、三

井組を「富」ある者に位置づけ、

目今細民の危急片時も傍視すへき場合に無之二付、闇店隷属に至るとも非常の節倹を行ひ

先っ窮民の児童養育致し兼候者、五百人を限り此方法御許可之日より向き十ヶ年間を一期

とし十ヶ年拾参萬円余の見積りを以指向き救伽の義取行ひ申度

（同上）

と東京府下の窮民児童500人に対して10年間の救育を行うこととし､さらにそれを核として、

外に同志の者有之、当組育児方に加入を望む人有之候ハ､、其加入の数丈を漸次に増加致

し当組引受分ハいつ迄も五百人より減し不申、且又此他之方法を設けて救育致し候人之れ

あらハ猶以重畳二奉存候

（同上）

とあるように他の「富」ある者の参加を得て、救育人数と救育地域の拡大を目指そうとして

いる

三野村はこうした、三井組の児童救済事業の位置を明示して

其方法ハ児の在る所の家に育児米を付与して其児の衣食、又ハ学芸に就くの資あらしむる

のみにして、別に院舎を設けて児を養ふにあらす、又棄児をたすくるにあらす、蓋父母を

して自から児を養ふの天理に遵はしめんことを意とすれはなり

（同上「育児方法大旨｣）

と述べており、施設収容や棄児の保誰は事業の対象外と位置づけている。

三野村はこれより先に東京会議所の中心として養育院の設立に携わってきたから、施設収容

は養育院によってカバーし、棄児養育は伽救規則に基づいて行われていた東京府の区内預体制

によってカバーすることを想定していたのだと思われる。そうして、既存のそれらのいわば事

後的な児童救済事業に対して、堕胎や棄児を生じさせないための予防的児童保護事業としてこ

の育児方事業を位置づけていたと思われる。

（3）育児方法

資料②に示した「育児方法」によってみると、具体的な救育事業は次のような形で実施され

ることになっていた。

①貧窮にして児童養育困難な家庭に対して、児童1人に付､満10才まで1日白米3合を支給す

る。ただし、 7才以上は学業補助として白米1合を追加する（第2条)。三井組による引受の上

限は500名までとし（第22条)、事業継続期間は10年とする（第25条)。
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②貧窮であっても、売却できる財産がある、親族に養育能力がある、私生児である、親が大酒

を好む、などの13項目の欠格条項に触れる者は救育の対象外とする（第1条)。

③育児事業については第1大区5小区駿河町に開設される三井組育児方取扱所が管轄する（第

3条)。

④受給の手続きは、次の様に行う。

まず養育困難の事情・依頼人の姓名・保証人の調印・住所・小児名・小児年齢に地主・戸長

の奥印を付した書面を育児方取扱所に提出し（第4条)、それに対する検査を行い、規則に該当

すれば救育の承諾を通知する（第5条)。通知を受けて、改めて地主・戸長の奥印を付した依頼

書を雛形にしたがって作成・提出する（第6条)。依頼書提出を受けて、育児方から鑑札と米受

取通帳を付与する（第7条)。

⑤救育米は、府内6カ所（駿河町取扱所、芝愛宕町、青山、小石川、浅草、深川）に設置され

た米渡し所で定日に半月分を支給する（第8条)。

⑥小児が死亡した場合は埋葬料として50銭、また、活計の道が立って年限中辞退したり、満

10年に至った場合には祝酒料として50銭を支給する（第12 ･ 18条)。

⑦救育対象者は東京府管内の者に限り、他府県へ転住した場合は支給を停止するが、東京府内

での転居は依頼書の書き換えと地主・戸長の奥印により継続できる（第19条)。

③地主・戸長が被施与者の不行跡を隠して、後日発覚した場合は、戸長の責任で地主・保証人

から返済させる（第21条)。

⑨三井組所有地所内へ棄児があっても「区内預かり」に任せ、三井組が養育することはない（第

35条)。

（4）費用見積もり

また、資料②の「育児方入費見積」では、この事業に要する費用の見積もりが次の様に計算

されている。

6歳迄の育救米が1人につき白米3合、7才からは4合として、 1人平均1日に3合4才。こ

れを500人に1ケ年渡した場合､金にして7756円25銭の計算になる。また、白米代金以外に、

升切の減石分387円余、運送賃232円余、扱所事務経費360円、取締役・検査役・米渡方・帳

合方・書記・小使の給料総額が4104円、これらを合計して、年間最大13201円25銭の費用負

担が生じ、 10年間継続した場合は13万2000円余の支出になると見積もっている。

ここで注目すべきは、入費を単に直接の救育費のみならず、それを実施するための組織や運

営担当者の人件費などを計上しているところである。実際この入費見積もりでは、育救米調達

費用は総額に対して6割弱に止まっていて、運営上の事務的諸経費が4割近く計上されている

が、こうしたところに､徴密な事業計画を立てる、商人資本としての三井の特質が現れている。
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（5）育児方の組織編成

そうした、事業計画上の周到さは，育児方の組織編成にも現れている。資料③として「育児

方規定」を掲載しておいた。作成された日時が明記されていないが、育児方の事務処理を行う

ための諸帳簿類の書式の整備が8月11日の日付で行われているので(7)、育児方法実施許可の

上申を行った1875(明治8)年9月17日以前､おそらくは8月中に作成されていたと思われる。

「育児方規定」は7ケ条からなっており、育児方の職制章程に相当する。役員としては取締

役．検査役．帳合方．米渡方・書記・小使を置くことになっており （第1条)、取締役は取扱所

の統括者であって、事業全般の監視と各役員の督責にあたるが、例外的な事態については独断

が許されず，総括の裁可を受けることになっていた（第2条)。ここでの総括が大元方を指すの

か、三野村を指すのかが判然としないが、おそらく三井組総取締の肩書を持つ利左衛門のこと

だと思われる。

検査役は依頼人の調査を行って救育の適否を取締役に上申するが、そのほかにも日常的に救

育者の状況を監視・調査することが業務である（第3条)。帳合方は金銭出入．救育米出入の管

理．記帳に当たり、救育人に関する書類．記録の保管の任を担当する（第3条)。米渡方は6

箇所設定される米渡場で、半月毎に通帳・鑑札を確認して実際に現米を計量．配分する役割で

ある（第4条)。書記は主として通信業務に携わり （第6条)、小使は扱所の清掃などに当たる

（第7条)。

このような職制章程を予め定めているが、実際の施行に当たっては、育児方所属の役員は取

締役の齋藤保造を含めて3名であり (8)、米渡方、書記、小使などの職務は三井組の他の部署の

者が兼任していたと思われる。

取締役の齋藤保造も当初は地所掛との兼任であり(9)、育児方として給与を支払っていた役員

は2名であったから、 この育児方の組織編成の内、検査役と帳合方に充当されていたと思われ

る。

（6）育児方事業の認可と育児方法規則の追加

この育児方設立願が出されると、東京府は管下の区戸長に対して「育児方法」を示して、意

見を徴した(10)。区戸長側の受止め方は概ね事業案を了承するものであったが、 21条に関して

は強いクレームが寄せられることになった。 「育児方法規則」第21条は、救育米を受給した者

に不正があった場合、救育米施与の停止のみならず、 さかのぼっての返還を求める規定である

が、その際に地主．保証人・戸長に対して、返還の保証義務を課すものだったため、この部分

に戸長が強く反発したのである。

そのため、東京府知事大久保一翁は2，条の部分の改正を条件として、 1875 (明治8)年l1

月，9日に育児方事業の認可を行った('1)。

認可を受けた後のl1月22日、三野村の代理齋藤保造らは準備期間を勘案して1876年1月’

日からの事業開始を届け出た(12)｡ 24日には、米渡場設置の通知、育児方法の管内への周知な
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ど5項目について区戸長への指示を出すように東京府に依頼している（13)。

12月8日には、東京日日新聞と読売新聞に育児方出願の願文と認可、及び育児方法大旨を広

告として掲載した。この両紙を選んだのは、区戸長や地主層が購読する大新聞である東京日日

新聞と、一般庶民を読者対象とする小新聞の読売新聞によって対象者への情報提供が周知でき

るという考えがあった(1,1)。

この広告掲載は、それなりの反響をもたらした。 12月24日以降、福島・秋田・福井・岡山

から育児方法規則の送付依頼があり、東京日日新聞の広告を通じて，全国各地に育児方設立の

情報が流れていったことがわかる。また、 1876年2月には東京府士族佐野鼎が2円13銭余の

寄付を届出（15)、他にも2名からの寄付があったし、同年中には横浜在住の大野義助からミル

キ250箇の分与を育児方に依頼してきている（'6)。

しかし、一方で育児方法についての疑念や問題点の指摘も、特に戸長層などから多く寄せら

れたのではないかと思われる。

育児方事業が開始されて早々の1876年1月12日に三野村利左衛門代理齋藤保造名で、東京

府に対して「育児方法規則追加上申書」が提出された。資料④に全文を示したが、その内容は、

本来の育児方法が、児童が満10才になるか、家計状態が改善されるまでの継続的な支給を想定

していたのに対して、非常の災害被害や急病などにより育児困難になった者に対し、非常救育

として緊急に短期的な救育米支給を可能とする5ケ条の追加であった。類焼被害の場合は生計

回復までを期限に（第1条)、児童の預け先が病気になった場合は病気全快を期限に（第2条)、

鰊寡となり養育困難な場合は、再婚するまでを期限に（第3条)、小作者が凶作水損被害に遭っ

た場合は1年を期限に（第4条)、怪我などの場合は回復するまでを期限に（第5条）とそれぞ

れ期間を限定した臨時的な救育を可能にするものだったが、こうした改訂を余儀なくされたの

は13廉の欠格条項の厳密な適用が申請者を著しく制限するとの認識が働いたことが考えられ

る。

1876年11月には、育児方はさらに各大区区長に対して、 13廉の欠格条項のうち6廉分の判

断基準を示して、それに準拠して依頼人の調査をするように要請している（'7)。その修正内容

を一覧にしたのが表1である。この中で父母ともに強壮なる者という欠格条項については、非

常災害のため養育困難な場合は例外として期限を定めて救育するとしているし、私生児の救育

を認めない条項については、かなり例外的な事例を示しつつ、類似のものは救育の対象にする

と欠格規定の緩和をはかっている。
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表1 育児規則中の欠格条項

1875年9月育児規則第一条 1876年11月但書

但相続被為高貴又ハ富有る者等にて養育料を附し児を貰ひたる

後火盗の難又は自分より求めさる不都合引続窮迫したる者ハ此
限にあらす

義育料を受取児を貰ひたるもの1

2 1父母に不孝なるもの

但祖先伝来栄用の類品にて今日にて不用物に属し売払資本の一
助にも成るへき物品を所有せるものに限るへし

尚売払ひ得へき品物を所有せる

もの
3

親族に救育すへき力あるもの

大酒を好むもの

４

－

５

獺惰にして己か職分をなささる

もの
6

遊里に放蕩し及ひ夜遊を好むも
の

7

柳たりとも家禄あるもの

朝寝するもの

父母ともに強壮なるもの

勝負事丼手慰を好むもの

８
－
９
｜
Ⅲ
ｌ
ｕ

但非常災害の為増加したる類似の者は期限を立救青すへし

但寡婦他の傭入人を夫の契約せるといえとも峨中二付夫たる義
判然入籍ならさる内死去せし等より徒に設けたるに至るか為育
児依頼致し難く困惑の余り遂に天理に背き重大の人命を市街に
棄或は故殺せしむるに至りては刑網に罹り母子燗然に堪さる処
二付是等に類似せしものハ此限にあらす

但父母の内長病廃疾にて壱人の稼にてハ薬用活計等困難なるよ
り不得止市街へ物品を並べ販売し実際役用意活計を補ひ通行人
に金銭を乞はさる者ハ此限にあらす

徒に設けたるもの12

袖乞物貰ひに類似の所業を為す
小児

13

＊資料②および、三井文庫追1024『明治八年自十一月御府庁諸願届・区長達書留簿育児方』より
作成

2．育児方事業の展開

（1）育児方事業の収支

こうして、万端の準備を整えて、 1876 (明治9)年1月から開始された育児方事業であった

が、当初の目論見通りには進展しなかった。

表2は、毎半季の支出額の推移を示したものであるが、救育米を受けている児童の数は、 1876

年上半季において20人、下半季には29人に増加している。救育人数のピークは1878年下半季

の32人で、以後は漸減し、 1884年下半季には6名まで減少し、翌1885年上半季には1名とな

っている。

収入については育児方事業は、基金と呼べるものは存在していなかったし、独自の収益事業

を行っているわけでも無かったので、予算制を採らずに、いわば大福帳会計で行われた。毎半

季の期首に大元方（東京大元方）から定額の入金を受けて支払を行い、不足すれば追加の入金

を仰ぎ、毎期末に精算を行い、残額があれば大元方に戻した上で、毎半季の支出額を精算して

三井銀行と三井組によって負担する。その負担割合は三井銀行が3分の2、三井組が3分の1
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表2育児方毎半季支出額推移

(単位:円）

（救育

人数）
育児米

戻入
白米 米計減 米運賃 祝酒料 埋葬料 創設諸費 給金･賄料 支出計

1876年上 28．388 2(） 0808 0．150 0.500 67~614 97．460

1876年下 80．603 29 2．294 0．540 0．500 86．000 169．937

1877年上 89．911 389928 0~780 0．500 107.0()0 202．090

1877年下 96．740 24 3．783 0．700 0~500 138.000 239．723

1878年上 87．687 25 2．586 0．700 138.()00 228．973

1878年下 94．352 32 3．372 0．775 0．5 138.000 236．999

1879年上 110．73(） 25 3．099 0．800 O~500 144000 259~129

1879年下 121．047 28 3026 0．675 0~500 273248l~OOO 147．000

1880年上 137．037 21 4．743 0．220 159．000 301．000

1880年下 154420 20 3~767 183．000 341．187

1881年上 147．976 3．707 1．000 183．000 －2．349 333．33424

1881年下 196.000 322．459122．350 21 3.609

1882年上 110．148 21 2．562 193．500 306．210

1882年下 1916 133000 221．14086224 16

1883年上 186000 250.56962．930 18 1.639

1883年下 243.54455201 13 1.343 1．000 186．000

1884年上 0.566 1．500 135．000 165．43(）28．364 9

1884年下 72.000 90．54917．215 6 0．334 1.000

平均 237．94390．629 21 2.614 0．593 0．917 ().583 148．500

総計 1631.323 47．053 5．34(） 5．500 3~500 67．614 2525．000 －2．349 4285．330

1885年1月 0．333 1

＊「明治九年ヨリ 育児総費半季書抜簿育児方」 （別2548)、 「明治八年自十二月金銭受取帳」 （別2115)

より作成

*1885年1月の数値は「明治十四年自四月至明治十八年一月育児米渡高合計帳育児方」 （別2549)によ

る。同資料の帳尻に以下の挟み紙がある「目今相差支モナクハ人減候場合二付向後自然卜立消二致し新規

之者ハ相除候如何（印一今井)」

＊ 「創設諸費」に含まれるのは、規則製本代25.975円、新聞広告代21.680円、諸帳簿用紙代8.999円、諸
器械代10367円、鑑札代0.333円、郵便切手代0260円である。

と定められた。もともとは三井組の事業として始められたのだが、三井銀行の設立によって，

三井組の業務・人員の過半が三井銀行に移ったので、財政的には三井銀行の支出によって支え

られる事業になっていった。

事業開始時点においては、三井大元方から当座資金として200円が支出され、必要分を賄っ

た残金は大元方に戻された。1876年下半季からは上述のような形で最終的に三井銀行と三井組

とが費用負担をすることになった。
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支出項目の中心になるのは、いうまでも無く渡米および減石分であるが、その支出額および

育児米の受給人数は、当初の見積もりの500名には到底及ばず、最大で32名、平均すれば21

名であった。表中の白米金額は時々の相場で換算されている。 「米計減」は渡米の際に擦り減に

ならないように多めに升に盛るので、その分の支出額である。米運賃は、育児方扱所および各

渡場までの運送賃である。祝酒料は満10才で救育止になった場合と、救育米を辞退した際に

50銭が祝儀として渡される。埋葬料は、救育中に死亡した場合、埋葬料としてこれも50銭が

渡される。創設諸費は立ち上げの際の宣伝広告費や扱所の備品などの費用である。立ち上げの

際に諸帳簿が作成されたのだが、現存する育児人名簿や渡米帳・金銭出入帳などは何れも大幅

に未使用部分を残している。当初の見込みの500名体制には至らなかったので、追加の帳簿作

成費用は生じていない。給金・賄料は育児方の役員の給金と賄料である。育児方の役員として

は、取締役が齋藤保造で，そのほかは、交替しつつ概ね2名の役員が配置されていたが、この

2名の役員の給金と賄料の数値である。取締役の齋藤保造は任命された時点で地所掛（三井の

不動産部門） との兼務であったので、給金は地所掛から出ていたのだと思われる。

表中の各数値を見ると、事業支出の中心であるはずの白米と米計減・米運賃の平均額合計が

94円程であるのに対し、給金・賄料が148円余と事務的経費の方が大きく上回っていることが

特徴になっている。これは、すなわち，育児方役員の配置などの事務処理体制は500人規模の

育児米支給に対応したものだったが、実際の支給が想定の1割にも満たないという状態だった

ため， このようないびつな支出構造になったのだと思われる。

財政面から見た育児方事業の終焉を明確に示す資料が無いのだが、支出額総計については、

1884年下半季〆でそれまでの支出総計計算が行われており、1885年上半季については1月に下

谷区の1名への米支給が記録されているだけである。この1名については「目今相差支モナク

ハ人減候場合二付向後自然卜立消二致し新規之者ハ相除候如何（印一今井)｣ ('8)との挟み紙が

入れられているので､育児方事業は実質的に1884年をもって終了しているといってよいだろう。

（2）被救育児童の特徴

救育米の受給者は最大でも30名を超えることは無かったが､受給者の入れ替わりがあるので、

事業の全期間を通じて育児米の施与を受けた者は，当然それより多い。各大区毎の育児米の受

給者リストをもとにして、全受給者をリストアップしたのが表3である。全体で、33世帯の75

名が、期間の長短はあるが育児米の施与を受けていた。計画されていた500人の1/7にしか過

ぎないが、 75名についてその特徴を見てみたい。
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表3三井組育児方育児依頼人受書一覧

児薗

昏号

世帯

爵号

居住

形態
15区 町 父(母)職業 児童名 続柄 年齢 受給開始 開始邪曲 受給終了 受給期間 終了事由

浅草 浅草今戸町 借店 久太郎 長男 2年2ケ月5 3 寡蝿 5年4ヶ月 母再嫌90228 140615

麻布 麻布西町 借店 按摩取 二女3 ふし 父病気 1年6ヶ月1 2ヶ月 活計120330 130599

麻布 麻布笄町 人力渡世 吉五郎 長男７ 8ヶ月 7年7ヶ月 活計11 9040‘1 161116

麻布 麻布笄町 人力渡世7 もん 長女 7年6ヶ月12 3年6ヶ月 満10年90404 121016

麻布 麻布永坂町 操療治渡世 銀治郎 長男59 5年10ヶ月 父病気31 121122

麻布 麻布永坂町 操療治渡世 新次郎 二男 2年8ヶ月 父描気l］60 121122

牛込 赤城元町 借店 三味線渡世 盲吉 長男 1年5ヶ月 父遥亡・憂購 2年 父帰宅6 ４ 90305 110308

孫牛込 牛込赤城元町 彦吉 3年4ヶ月39 2年90305 110308

駿河台袋町 同居 治尾 長女神田 6年1ヶ月 母病気 1年1ヶ月 税族引取35 19 100501 110615

神田 駿河台袋町 同居 小磯 二女 母病気 童貞修院入院9ヶ月 100824 3ヶ月36 19 100501

一ツ揺通町 長女 饗子神田 たき 3年11ヶ月 1ヶ月23 110718 11089912

神田 一ツ擶通町 留吉 11ヶ月 6ヶ月 死亡23 110718 12011713

今川小路三丁目 葺次 次男 8年 1年6ヶ月 滴10年神田26 111118 130599』9

今川小路三丁目 三男 2年10ヶ月 活計神田 宗之助 5年6ヶ月 111118 14091850 26

活計今川小路三丁目 畏女 2年10ヶ月神田 <に 2年10ヶ月 14091851 26 111118

今川小路三丁目 一鳥蔓 四男 2年10ヶ月 活計神田 5ヶ月 14091826 lllll852

養育院入院神田元柳原町 桑太郎 長男 3年9ヶ月 父病気 1ヶ月神田 121022 12111757 29

活計長女 5年10ヶ月 寡婦 6ヶ月京桶 八丁堀中町 同居 ふく 9081590224I 2

二男 親族引取松屋町三丁目 花売 庄吉 6ヶ月 父病気 3ヶ月京橘 90623 909181221

父帰宅慶三郎 弐男 3年6ヶ月 父逃亡 6ヶ月京柵 北紺屋町 日雁橡 11081911022037 2(）

父逃亡 6ヶ月 父帰宅北紺屋町 日雇橡 平次郎 1ヶ月京橘 110220 11081938 20

6年 父病気全快三番町 八百屋渡世 岩太郎 長男 1年6ヶ月 父病気麹町 90426 15041515 9

満l()年長女 父病気 1年8ヶ月麹町 三稀町 八百屋渡世 とみ 8年‘1ヶ月 1012999()42616 9

三孫 父逃亡 親族引取麹町 飯田町弐丁目 借店 逃亡 寅吉 1ヶ月 14日110402 11041621‘10

府外転居三詩町 借店 車力渡世 千代 二女 10ヶ月 1ヶ月麹町 110‘125 1105052241

F六番町 按摩橡麹町 てし、 15()6()668 36

長女下六稀町 按摩穂 たれ 2年10ヶ月麹町 15060669 36

F六番町 按歴穂 一郎 長男 6年麹町 15060670 36

錐吉 二男 父病気 死亡F谷徒町三丁目 借店 按躍取 5年9ヶ月 9ヶ月下谷 90215 911091
1

1年3ヶ月 活計借店 按摩取 よL 長女 1ヶ月 父病気下谷 下谷徒町三丁目 90215 1305992 L

(母）管仕事
やみ
霊己 死亡下谷仲徒士町壱丁目 娘 1ヶ月 1ヶ月下谷 120830 12091553 Z7

三男F谷稲荷町 失跡 源三郎 1年10ヶ月 父逃亡 1年3ヶ月下谷 121116 i‘1020258 M）

父病気全快長男 6年3ヶ月 父病気 1年3ヶ月下谷練塀町 同居 総蔵 150705下谷 l‘1041965 3‘I

二男 父病気全快下谷練塀町 同居 久三 1年10ヶ月 父病気 1年3ヶ月下谷 140‘119 15070566 34

長者町壱丁目 当年季被傭中 民三郎 弟 父母不在 活計下谷 1年10ヶ月 2ヶ月35 150305 15043067

厄介下谷上野黒門町 源三郎下谷75 39

芝金杉町弐丁目 魚売 長女 3年9ヶ月 2年9ヶ月芝 はっ 1201208 9041213

芝金杉町弐丁目 魚売 わか 二女 1年2ヶ月 2年9ヶ月芝 12012090412皿 8

父病気全快長女 父病気 1年10ヶ月芝 三田君塚町 借店 人力渡世 たつ 9年4ヶ月17 91101 11093029

二男 父病気 父病気全快芝 三田君塚町 借店 人力渡世 忠藏 5年4ヶ月 1年10ヶ月91101 11093030 17

父病気全快芝 三田君塚町 借店 人力渡世 ＜ら 二女 2年11ヶ月 父病気 1年10ヶ月91101 11093031 17

父病気全快三田君塚町 借店 人力渡世 源三郎 三男 11ヶ月 父病気 1年10ヶ月芝32 17 91101 110930

金杉本町 徳次郎 長男 5年2ヶ月芝 l()031133 18
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居住

形態

岳
■
ロ
万

旧
把
手
画

世帯
一門

曽万

父(母)職業 児童名 続柄 年齢 受給開始 開始事由 受給終了 受給期間 終了亭由15区 町

金杉本町 わか 二女 1年2ヶ月芝3‘1 18 100311

徳次郎 長男 1年2ヶ月芝 芝松本町73 38 100301

芝 芝松本町 わか 二女 1年2ヶ月7‘1 38 100301

定吉 長男 1年8ヶ月 父逃亡 父病気全快8本欄 松島町 借店 8ケ月７ 5 90308 91130

松島町 借店 2年 父逃亡 父病気全快日本柵 せん 8ヶ月8 5 90308 91130

長女日本棚 北島町一丁目 煎餅売 みね 6年11ヶ月 3年1ヶ月 閥l()年90529 12062917 10

北島町一丁目 煎餅亮 溝三郎 二男日本櫓 3年10ヶ月 8ヶ月 死亡18 10 90529 100105

三男日傘柵 北島町－1.目 煎餅売 栄之助 8年 活計19 10 9ヶ月 17051590529

11本欄 本石町一丁目
．尖
切℃ご 三女 7年8ヶ月 父病気 3年‘1ヶ月 満10年20 11 9061‘1 12101‘1

亀.島町弐丁目 催店 柄杓職 金巌 長男日本欄 8年4ヶ月 父病気 1年8ヶ月 満10年26 15 90906 110599

亀島町弐r目日本櫓 借店 柄杓職 駒吉 二男 1年5ヶ月 父病気27 15 1年7ヶ月 父病気全快90906 l‘10415

日本櫓 北島町壱丁目 借店 長女 6年7ヶ月kし側 24 1年 養子110730 150706

日本柵 北島町壱丁目 借店 そめ15 24 1ヶ･月 3ヶ月 死亡110730 illOO7

本石町壱丁目

三河町一町目
日本機 借店 平民・板木職 赤太郎 長男 6年1ヶ月61 32 3年11ヶ月 満10年130809 170731

人力渡世

（母）苧績渡世
本郷 本郷台町 長女 5年9 6 はつ 親族引取父死亡 1ヶ月9{)312 90499

人力渡世

（母）苧績渡世
本郷 本郷台町 とめ 二女6 1年5ヶ月10 父死亡 1ヶ月 親族引取90312 90』199

牧郷 湯島新花町 亀吉25 長男 5年5ヶ月16 110812 8ヶ月 活計120416

湯島新花町本郷 巳之助 次男 〕年2ヶ月17 25 8ヶ月 活31110812 120416

湯島新花町本郷 馨吉 三男18 ワ冨
一Qj 7ヶ月 11ヶ月 活計110812 120717

本所 本所太平町弐丁目22 同居 たつ 長女 8年2ヶ月13 寡婦 1年10ヶ月 満10年90715 110530

本所 本所太平町弐丁ﾄヨ 同居 卯之助 三男23 13 1年3ヶ月 寡婦 6年90715 満10年150731

本所 本所横川町 時之物売 惣吉 長男24 1年5ヶ月M 1年‘1ヶ月 逃亡908()3 101202

本所 本所横川町 時之物売 三男吉 甥 8年9ヶ月25 M 1年‘1ヶ月 逃亡90803 101202

本所 吉岡町 人力車曳 三男54 28 文蔵 1年10ヶ月 3ヶ月 逃亡120916 121201

炊所 吉岡町 余右吉人力皿曳 四男55 28 2ヶ･月 脇田会入院121015 1ヶ月120916

本所 吉岡町 人力車曳 余左吉 五男56 28 2ヶ月 120916 1ヶ月 死亡121031

本所 本所太平冒r弐丁目 同居71 37 たつ 長女 8年2ヶ月 1年10ヶ月 満10年90715 110599

本所 本所太平訂弐T･目 同居 卯之助 1年3ヶ月72 37 6年 満10年90715 150799

四谷 四谷忍町 i肛力碑 長女28 16 kう 3年3ヶ月 父病気 1年3ヶ月 死亡90927 101213

四谷 四谷忍町 たき 長女62 33 5年9ヶ月 父病気140416

四谷 四谷忍町 千代 二女 2年2ヶ月 父病気63 33 l‘10‘116

三女四谷 四群忍町 きん 父病気6．1 33 1ヶ月 ''10‘116

＊各大区育児人名簿より作成。ただし、居住地は15区に置き換えているゞ

＊児童名の苗字は省略した。

＊受給開始・受給終了の数値の90228は明治9年2月28日を示してし､る。
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第一に、育児米の施与を受けた日時の分布を見てみると、不明者を除く74名のうち、 1876(明

治9）年が34名と最も多く、それに次ぐのは、 1877年の15名である。 1879年までの4年間で

は64名と、全体の9割近くが事業期間の前半となっており、 1883年以降は、新たな受給者は

出ていない。

第二に、受給時の年齢を見ると、不明者を除く63名の内1年以下の乳児は18名とおよそ3

分の1を占め､3才以下では33名と半数以上になっている。他方6才以上は13名であるから、

大半は乳児や育児に手の掛かる幼児を抱えた家庭が救育を必要としていたことがわかる。

第三に受給月数を見ると、不明分を除いた56名のうち2年以下が37名で3分の2を占めて

おり、6ケ月以下という短期の救育も18名存在する。これらからすると、本来の育児方事業の

対象者である長期の被救育者は少なく、 1876年1月に導入された非常救育の対象者の比重が高

いことが示されている。

第四に終了事由を見ると、満10年到達や生計回復といった本来の目的に沿った終了者は58

名中の23名で半数に満たない。また、救育期間中の死亡者は7名確認できる。

他の育児施設への入所を事由とする者が3名いる。これらのうち、童貞修院はサンモール会

が築地居留地内に設立した孤児院であり、育児院とは明治12年に設立された福田会育児院のこ

とである。また養育院は東京府が運営する養育院である。これら困窮児童の保護施設への入所

者は、結局、育児方事業では救済することができなかった者であることを示しているが、これ

らの児童については、節を改めて検討したい。

第五に育児方の救育を受ける世帯の特徴であるが、職業がわかる20世帯のうち、人力車曳が

6世帯で最も多く、次いで魚売・煎餅売・花売などの小商いが5世帯、 日雇・賃仕事・奉公な

どが3世帯、柄杓職・板木職など職人が2世帯、按摩が2世帯、三味線渡世の芸能が1世帯と

なっており、都市雑業層が中心である。

第六に、居住形態は借店・同居がほとんどであるが、同じ借店であっても表通りでの借店は

原則として救育対象にならない。

第七に、居住地を15区別に見てみたものが、図1であるが、 日本橋区の11名が最多で、次

いで芝区の10名、神田区・本所区の9名が多く、赤坂区・小石川区・深川区には救育児童がい

ない。

こうした点から見ると、下町の裏長屋住まいで、雑業に従事し、乳幼児を抱えて育児困難に

なっている世帯が救育対象ということになる。そこからすれば、対象者は遙かに多いはずであ

るが、 13廉の欠格条項が足かせになって、多くの困窮家庭への育児援助が行き渡らなかった様

相が見えてくる。
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図1 被救育児童の居住地分布

たもの

（3）育児方事業の限界と終焉

こうしたいわば不人気の理由としては、困窮世帯の多くは、支給条件の中の欠格条項に触れ

てしまうということがあった。この点では、前述のように事業開始早々に非常救育規定を追加

する改訂があり、また、欠格条項の例外規定を提示したりすることで、その適用者が一定度増

加したが、本来想定した救育対象者からの出願は一向に増加しなかった。

また、 この事業においては、戸長の果たす役割が大きく、私的救済事業と公的救済事業の中

間的な性格を持っているのだが、そのことへの戸長や区役所の協力が十分に得られなかったこ

とがあった。育児方と各大区区長・小区戸長や区役所とのやりとりを見ると、育児方法の管下

町村への頒布、救育米依頼者の適・不適の調査などが依頼されているし、救育米受給者が失蹉

したり、所在不明になった際には、戸長や区役所に対しての照会が行われている。三井組育児

方の事業は、 こうした行政組織の協力を前提として行われているので、区戸長や区役所にして

みれば余計な業務として捉えられていた可能性はある。それ故、行政組織の積極的な協力は得

られにくい側面があった。

こうした傾向をさらに強めることになったのが､三新法による大区小区制の廃止の結果､1878

（明治11）年11月2日に東京府が実施した15区制の導入である。それまでの育児方事業に関

わってきた主体は小区戸長であった。戸長の職務は各区役所・区長へ引き継がれたが、戸長扱
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所に比して区役所や区長はより官治的性格を強めており、民間事業である育児方事業への関わ

りを制限する方向に動いていった。

1879年3月6日、麻布区長から地主の奥書と区長による保証を不都合とする伺いが東京府に

出されたため、東京府庶務課から育児方へ問い合わせが来た(20)。 3月18日、この問い合わせ

に対する回答が育児掛り齋藤保造から東京府に対して行われた。資料⑤に回答をするに当たっ

て､齋藤が育児方事業の見通しについて大元方へ出した伺文を､資料⑥にその回答案文を掲載した。

回答案では次のように述べられている。 15区制への区制改正に伴い、育児方法．規則中に不

都合の点が生じているが、全般の改訂が間に合わないので、 とりあえず、規則第6条にある救

育依頼書への戸長の奥書など、戸長に関する部分は取り消しとする。 しかしながら、区郡役所

においては、養育院願や旅療養請願人の調査を行っているので、それに準じる調査は担当して

貰い、それに付き、救育依頼人は依頼書を直接育児方へ提出するのではなく、郡区役所から通

知してもらい、育児方掛員が郡区役所へ適否を連絡し、それを受けて救育依頼人が依頼書を育

児方へ持参するという形にしたい、 としている。

このように、育児方事業への関わりを少なくしようとする区役所．区長側に対して、郡区役

所の関わりを残すことで、育児方事業の継続を目指そうとする育児方側の駆け引きが見られる

のだが、この背景には、育児方事業の伸び悩みを改善するきっかけにしようとする齋藤保造の

構想があった。齋藤は、資料⑤に示した回答に先立つ大元方への伺いの中で、今回の回答をき

っかけに規則改正を行い「救伽之主意を厚く致しIWII束縛圧則二間へさる様致」ことで500人の

満員に至るであろうこと、また返答書をだすことで、各区が納得して管内貧民への通告が行わ

れる故に、救育出願者が増加するだろうという見通しを示し、検査を厳密にした上で、 250人

を限度とする体制に切り替えれば、諸経費の減額と併せて、年間3500円の支出が必要になると

計算する。齋藤は「此救育費を年々施し是か為積善之余慶ハ追テ有之ものと可被成とも通常外

之利益金ヨリ御支弁可被成歎、御使途ヲ御設置不被下候而ハ労して功なき職務にして案心不仕

候」として救伽事業の位置づけを明確化するように求める。さらに、 「尤全国各宗ノ本字二於テ

育児方法目論見ニハ小児を引取り生育可致見込二付追テ此方法之実行二至り候ハ、救育米を乞

者無之僧侶共立之育児所江願換するハ必然と存候得とも夫迄之処如何可仕哉」 として、福田会

育児院の事業が立ち上がれば、そちらが救育の主流になるだろうが、それまでの間のつなぎと

して育児方事業を継続することの意義を大元方に対して示している。

ここでは、三野村利左衛門没後の育児方事業の責任者として、事業の継続と発展を図ろうと

する齋藤保造の煩悶が見えるが、この提言の方向には向かわなかったようである。それ以前と

同様な育児方法を基本的に継続することで救育対象者が漸減する傾向は続いていった。そうし

て、前節で見たように、救育者の減少の末、 1884年末をもって、育児方事業は実質的に終了す

ることになったのである。

育児方事業は、当初1876（明治9）年から10年間の期限を切った事業として始まった。三野

村自身は、 10年の年限の後も再編された形で事業を継続する意向を持っていたようであるが、
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1884年末で実質的な事業の終了を迎え、諸帳簿も1884年末を期限として作成されている。半

季差引帳の末尾には、 1885年においても、 1名の受給者の存在が確認できるが、前述の通りそ

こに付けられた挟紙には「目今相差支モナクハ人減候場合二付向後自然卜立消二致し新規之者

ハ相除候如何」と記されているので、 1885年を以てこの事業が終了したと思われる。当初の認

可の条件として、事業全体の収支報告を内務省に対して行うという一項があったが、内務省へ

上申された形跡は確認できない。

こうした事業の停滞と終焉には1877年2月の三野村利左衛門の死が大きく影響しているのだ

と推測される。三野村存命中は、救育者が伸びないことに対する制度改正が頻繁に行われたの

だが、三野村没後はそのような改正は行われず、三野村に代わって事業の責任者となった齋藤

保造の提言も用いられることはなかったからである。

3~ 明治初年東京府下における児童保護のあり方

育児方事業が始まった1876 (明治9)年を前後する時期には、養育院の他にも、 1875年に築

地居留地に設立された「童貞修院」や、 1879年に茅場町の天台宗鎧島山智泉院において開設さ

れた福田会育児院などの私費養育による東京府内の児童の受け入れが始まっていた。これらの

児童保護施設の活動と育児方事業とはどのような関係になっていたのだろうか。

先述の通り、救育を辞退した者の中には、生計の回復によってではなく、これらの救育施設

へ転じた者が3名存在していた。

このうち、児童番号55番の男子余右吉は、人力車引を父親とする生後2ケ月の四男であった

が、三男の兄と、双子の弟の3人が1879年9月16日から救育を受けていた、救育を受け始め

てわずか1ヶ月後に、余右吉は福田会育児院に入院することになり、救育米の辞退をした。そ

の半月後には双子の弟が病死し、さらに1ヶ月後には、兄は父とともに逃亡して所在不明とな

り救育米を打ち切られている。このように非常に切羽詰まった状態にある中で、福田会育児院

への入院が認められ、救育米でも救済できなかった児童の受け皿となっていた。

福田会は、堕胎棄児の多発に警鐘を鳴らした大内青密の論説に触発された臨済僧の今川貞山

が、杉浦譲・伊達自得と同盟して1876年3月に創設の儀を起こしたことに端を発し、その後、

多数の宗教者を糾合して福田会育児院の開設へ向けた準備が進められ、明治12年1月に，東京

府に対して、福田会育児院規則を添えて南茅場町智泉院への仮事務所の設置の上申を行い、認

可を受けた。4月には内務省の認可を受けて、さらに設立準備を進め6月14日に仮事務所の開

設が行われた(21)。この開設準備の過程で、 1879年1月26日には、渋沢栄一らと共に、益田孝

と三野村利助が智泉院での会同に招かれ、会計処理の監督を依頼されている。益田孝は三野村

利左衛門に招かれて三井物産の総轄者となった人物だし、三野村利助は利左衛門の養子で利左

衞門没後の三井銀行の中心になっていた。 したがって、特に三野村利助は育児方事業について

承知していただろうし、福田会育児院の事業と育児方事業とを関連付ける何らかの示唆を育児

方に対して行った可能性があるだろう。 というのも、前述のごとく育児方取締である齋藤保造
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が1879（明治12）年3月に大元方に示した育児方についての位置づけの中に、福田会育児院と

の関連を述べた部分があるからである。齋藤は「全国各宗ノ本字二於テ育児方法目論見ニハ小

児を引取り生育可致見込二付」 （22)と述べて福田会育児院創立の動きに触れて、 「此方法之実行

二至り候ハ、救育米を乞者無之僧侶共立之育児所江願換するハ必然」 として、それまでのつな

ぎとして育児方事業を位置づけようとしている。齋藤がこの伺を提出した三井東京大元方のメ

ンバーに三野村利助が入っているのである。それ故、福田会事業の立ち上げと拡充に対して三

野村利助はトレードオフの位置づけをしていた可能性がある。それに対して、育児方事業の継

続を望む齋藤が福田会育児院の事業が本格化するまでのつなぎとして育児方事業を位置づけ直

そうとしたとみることができる。

余右吉が入院したのは、この福田会育児院仮事務所の開設4ケ月後のことであったから初期

の入院者であった。余右吉は、入院時に生後3ヶ月の乳児であったが、福田会育児院規則によ

れば、 6才未満の未就学児は養育料を提供して里親に委託することになっていたから、余右吉

も里親によって養育を受けたと思われる。

入会した児童の親との関わりについてみると、 「福田会育児院設置條目」の第三条の但書には

「発起永続会友ノ中一名ヲ人選シ本院ノ側二本籍ヲ設ケ入会ノ者ハ其ノ戸主へ附籍セシムルヲ

例トス」 (23）とあって、親の籍から分籍されることを通例としている。この点、後述の童貞修院

における扱いとは違いが見られる。 1879年12月15日に、荏原郡大井村戸長から東京府に対し

て同村安五郎の長女きたが福田会育児院へ入所するに当たって､分籍別戸を要請されたとして、

戸長役場限りでの処置が可能かの照会を行っている（24)。この場合は、徴兵令の付則で兵役完

了までは分籍別戸を認めないという規定に抵触しないかという伺いであるが、対象者が女子で

あったためか、東京府からは問題なしとの回答を得ている。このように、福田会育児院へ入会

する際には、親の籍を離れるというのが一つの特徴だと思われる。

もう一つは、児童番号36番の女子小磯である。母親の病気を理由に5才年上の姉とともに救

育米を受けることになったが、 3ヶ月後に童貞修院へ入院することになり、救育米の受給を辞

退している。

童貞修院について、田代菊雄が述べるところによって概観すると、 1872 (明治5)年に横浜

に上陸したサンモール会の5人の修道女が同地に孤児・捨子・貧窮者の子どもの養育事業に取

り組み、 「仁慈堂」 と呼ばれる無料の救育施設を立ち上げる。 1874年には、貧困児童の教育に

当たる定員40名の童女学院を開設する。収容児童は順次増加し、 1897年には482名に及んだ

と言われる。菫女学院では、学齢以下の子どもは里親に預け、学齢に達すると寄宿舎に入れて

教育を与えたという｡サンモール会は､ついで1875年に東京の築地居留地内に修道院を開設し、

そこに寄宿学校と孤児院を併設した。この孤児院が「童貞修院」 と呼ばれたのである。この童

貞修院が受け入れた貧児や孤児は， 1877年頃で100名くらいという。生後1年の小磯もその中

の一人だったのであろう （25)。

創設期の童貞修院に収容された児童がどのような属性を持っていたのかについては、 よくわ
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からないが、東京都公文書館に保存されているいくつかの資料から、断片的ではあるが、童貞

修院の活動について触れることが出来る。

1881 （明治14)年5月、童貞修院のメール・サン・マチルド修道女が童貞修院児童80名を

引率して折柄開催されていた内国勧業博覧会へ無料で見学することを願い出た(26)。願出は許

可されたのだが、ここからすると、おそらく学齢に達していた収容児童は80名程度であったと

思われる。また、同年4月には、入所児童の内、身元不明の23名についての身元照会依頼が東

京府に対してなされ、調査結果が6月に東京府からフランス領事に報告されている（27)。この

23名についての一覧が表4である。童貞修院が引き受けた児童の身元を確認するために連絡を

取ろうとして連絡が出来なかった親たちの居所の調査を東京府に依頼したのであるが、23名の

内6名については、その親の戸籍を確認できなかったため、京橋区内、すなわち童貞修院の附

籍とすることになった。表の甲乙柵で乙とあるのが、その6名である。その他の、 17名につい

ては、元の住所から転居した転居先が確認されたため、京橋区への附籍は行われなかった。

表4童貞修院入院児童一覧（編籍不明23名分）

1881年4月時

の年齢
町名 続柄 名前 入校年月 入校時年齢 甲乙

八丁堀北嶋町弐丁目

神田松留町

赤坂一ツ木町

飯倉町四丁目

麻布笄町

芝新堀町

築地弐丁目

芝伊皿子町

芝浜松町三丁目

浅草阿部川町

外神田末広町

八丁堀松島町

永田町三丁目

霊岸島三丁目

外神田末広町

芝三田四丁目

本郷森川町

牛込横寺町

本郷元町四丁目

深川八名川町

下谷仲御徒町四丁目

川崎上新町

麻布本村町

画
一
娘
一
幟
一
娘
一
悴
一
娘
一
娘
一
娘
一
娘
一
奉
一
鋤
一
娘
一
娘
一
画
一
聿
一
姪
一
悴
一
娘
一
悴
一
娘
一
姪
一
体
一
悴

調
咄
咄
銅
銅
調
い
銅
梱
銅
銅
銅
桐
桐
銅
銅
銅
調
桐
調
調

１

３

韓
詞
塙
舜
舜
舜
剰
轌
舜
詞
鋼
年
舜
調
需
興
銅
舜
需
舜
轄
拝

３

３

２

３

２

２

１

３

２

３

３

４

２

４

４

３

２

２

３

２

２

１

力

自

良

、

け

い

Ｒ

旧

め

め

め

ゑ

吉

き

ら

か

せ

吉

づ

し

よ

ら

あ

よ

次

た

次

な

し

吉

二

う

ぐ

そ

す

留

ま

う

あ

い

猶

し

い

と

と

こ

と

鉄

さ

銀

は

よ

政

新

月
ケ

月

２

月

月

月

月

ヶ

年

ケ

ヶ

ケ

年

ケ

ー

１

４

６

８

１

１

110399

110815

110815

110216

120807

120801

120724

100512

110313

111219

110216

乙
一
甲
一
甲
一
甲
一
甲
一
乙
一
甲
一
甲
一
甲
一
乙
一
甲
一
甲
一
甲
一
甲
一
甲
一
甲
一
甲
一
乙
一
甲
一
甲
一
乙
一
乙
一
甲

い
一
錨
一
栩

月

月

月

ケ

ケ

ケ

６

月

月

月

月

月

月

２

３

月

年

ケ

ヶ

ヶ

ヶ

ヶ

ヶ

年

年

ヶ

年

１

０

４

５

３

７

０

１

１

５

６

111016

110804

100513

100223

101031

120205

121029

120123

121218

120407

90108

＊東京都公文書館604D6.05 ｢46番サントマチルド尼育児無籍之分編籍」『居留地管理録』より作成
＊苗字は非表記にした

＊入校年月の110399は明治1l年3月（日不明）を示す。
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23名の内､22名が入校時の年齢が1年半以下の乳児であり､概ね1877年以降の入校である。

また、生後1ヶ月で入院したうめ、 4ケ月で入院したそめは私生児であった。 うめの場合は

「先年差置候下女道中之道連男旅店二於テ密会致シ平八方ニ勤メ居候内追々妊身ニ相成無余儀

分娩致サセ当院へ預ケ候間中々籍等相届ケ不申、母ハ産後病死仕候、父は素方一向不相分候段

申出候也」 とあって、下女が私通によって妊娠分娩した後死亡し、父親の身元が不明という事

で、童貞修院に預けたのだった。そめの場合も「下女密通二付孕み堕胎も致シ兼間敷趣キー付

無拠生ミ落サセ私娘卜申御校へ相願候故無籍之趣男女共行衛不相分候也」 とあるように、下女

が私通の結果妊娠し、堕胎も出来ないので，分娩した後、雇い主の娘ということにして入院さ

せたのだった。さらに、生後7ヶ月で入院したしづの場合は、父親が終身刑となった後母親も

行方知れずとなり、縁故の無い喜三郎が自分の娘として入院させている(28)。

こうしたことから考えると、童貞修院は1877年以降、東京府下の窮民の児童、それも養育に

困難な乳児を引き受ける施設として機能しており、三井組育児方の救育米手当でも対処できな

いような児童の保護施設の役割を果たしていたと思われる。これらの乳児は童貞修院の施設内

で養育されたのかどうかは不明だが、横浜の菫女学院の例から考えると、福田会育児院と同様

に学齢未満の児童は里親＝乳母に預けられていたのではないかと思われる。ただ、福田会育児

院が入院に当たって、親元の籍を離れて分籍・別戸となることを条件にしていたのに対し、童

貞修院の場合は児童の籍を確認できない場合に童貞修院に附籍したのであって、親の居所が確

認できる場合は、分籍・別戸は求めていないと思われる。

養育院へ入院した児童番号57番桑太郎のケースは、次の様なものだった。桑太郎の父が悪腫

を発症し大学附属病院に入院したため、養育困難となり、父の退院までを期限として1879年

10月22日に救育米支給が認められたのだが、その後l1月3日に父が死亡したため、桑太郎と

その母が養育院入院を出願し、 11月17日に許可されたので、救育米を辞退し、母と共に養育

院に入院したというのである。この場合は、母子が切り離されること無く養育院への入院を果

たしている。

1876年以降の、東京府下の児童保護の状況の中に育児方事業を位置づけるとき、育児方の理

念である、親子同居での救育を軸にすると、次の様に考えることが出来るだろう。

福田会育児院は組織的にも財政的にも最も整備された民間の救育施設であったが、親子関係

は分籍・別戸を前提とすることで，実質的にはともかく形式的にはもとの親子関係が切り飯さ

れることになる。

それに対して、童貞修院の場合は、学齢未満の乳幼児の救育施設として福田会育児院と共通

する性格を持つのだが、児童の親との関係についてみれば、親の行衛が不明な場合を除けば、

分籍別戸は求めず､生活面では､親子同居では無いが、形式的には親子関係は維持されている。

養育院の場合は、窮民保護の点から窮乏した世帯の親子を共に入所させることで、生活面で

も親子関係の維持はされている。

こうした施設による児童保護に対して、育児方事業は生活面での親子同居を原則として、棄
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児や孤児を生み出さないための生活援助を行うというポジションにあるとみることができる。

そうした点では、親子同居のままでの救育事業として意味のあるものであり、広く困窮した

世帯での児童保護を実施し、それでも救えない部分を救育施設が支えるという構造につながる

可能性はあったが、救育基準が余りにも高すぎるために、事業に現実性をもたらすことが出来

なかったということができるだろう。

おわりに

最後に， これまで見てきた三井組育児方事業の特徴と意義についてまとめてみたい。

東京会議所で養育院の設立に携わった三野村利左衛門は、養育院の東京府移管を一つの契機

に、施設による救育では無く、困窮家庭への救育米給付によって棄児や堕胎の発生を未然に防

ぐという形での児童保護事業を構想し、東京府下の民間による児童保護事業としては最初期の

事業を立ち上げた。三野村は500名の困窮家庭の児童を10年間にわたって救育し、総費用13

万円余を投入し、 さらに他の富商を巻き込んで発展させていこうという気宇壮大な計画を立て

ていた。しかも、単に構想をぶち上げるだけで無く、それを実現するための組織・運営上の事

務的処理を円滑に行う体制も事前に整備するという周到なものだった。

特に､篤志家による児童保護施設構想は幕末･維新期にいくつも確認できるが、多くの場合、

維持・運用の財政的なネックの為に構想倒れに終わっている。三井組育児方は、その組織性と

実効性の面で数少ない現実的な存在となっていることに大きな意味があった。

しかし、現実には育児方事業で救育を受けた児童は75名にとどまり、総費用も4285円余と

見積を遙かに下回った。その最大の理由は、困窮世帯の実態とはかけ離れた、救育の対象に求

める基準の厳しさにあった。そのため，本来救育を必要とする大多数の困窮世帯の児童が切り

捨てられたのである。こうした限界は事業開始早々に意識され、当初は規定の緩和が試みられ

ていたが、三野村利左衛門の病没がそれ以上の改訂を進めることを困難にし、結局は自然消滅

のような形で育児方事業は消えていった。

三井組育児方の児童保護は、保護施設を開設して困窮世帯の児童の受け入れを行うものでは

ないし、棄児についての「区内預かり」に取って代わろうとするものでもない。設立の理念に

あるように、親の元での育児を重視し、それが困難な家庭に対して援助をすることで、堕胎・

嬰児殺・棄児などといった事態に至らない様に、世帯に対して育休米を支給するという、いっ

てみれば児童手当の様な事業であった。

そして、三井組育児方の育救米の支給のみによっては育救を果たせない児童の中から福田会

育児院や童貞修院、養育院への入院へ転じる者が出現することで、二段階の救育事業が民間主

導で構築される可能性もあった。養育院の様な公的な保護施設、福田会育児院や童貞修院の様

な宗教的な保護施設と並んで、三井組育児方の様な私的・商人的な保護活動が成立し、相互に

関連し合って、児童保護の流れが形成されていく可能性が存在していたことは、この事業の意

義として評価することができるのではないだろうか。
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【資料①】 明治8年12月7日東京日日新聞広告

以書面奉願上候

近来金銭之融通梗塞致し候より動産物の活動を失ひ夫がため小前の者とも活計之道困難之余家属大勢の者

ハ児童之養育難行届処より遂に市街に棄置候者日一日より多く現に当組私有貸地之内に於ても先般来数回

及見聞次第も御座候此体を以て推察仕候得（巨万の細民中にハ心得違にて故殺又ハ堕胎致し候者も幾分歎

可有之凡人情に於て児孫を愛護せざるの念あらざる者ハ無之道理なるに往々右様残忍惨毒の所業に立至り

候ハ其父母たるもの天理を弁へざるの致す処とハ申ながら其身活計の困難なるのみならず一両人児ある者

ハ之れを養育する能はざるよりして良心を浬滅して愛児を故殺し又ハ棄置等の所業を致し上ハ朝廷人命

を重んせらる、の盛意に惇り下ハ其身は地に容られざるの罪跡を招く処へも推及し候儀と実以て憐燗の至

に不堪奉存候素より富ある者ハ貧きを伽むハ人間の通義なれ（当組に於ても充分救仙の力を尽し申度意中

にハ御座候得共近来各所取引先破産退転等の者陸続し且ハ金融凝滞のため貸附の取立利子の収入も捗取不

申随て右救伽の方法も十分にハ難行届乍去目今細民の危急片時も傍視すべき場合に無之二付闘店隷属に至

る迄も非常の節倹を行ひ先ツ窮民の児童養育致し兼候者五百人を限り此方法御許可の日より向き十ケ年間

を一期とし十ケ年拾参萬円余の見積りを以指向き救仙の義取行ひ申度右規則ハ別冊の通二御座侯元来其数

を限り候てハ一般に難行届ハ当然の義にて甚不本意に候得共何分此上の資力ハ及がたく就而ハ外に同志の

者有之当組育児方に加入を望む人有之候ハ、其加入の数丈を漸次に増加致し当組引受分ハいつ迄も五百人

より減し不申且又此他の方法を設けて救青致し候人之れあら（猶以重畳二奉存候佐候得者終にハー般に行

届候辺へも相運べき哉に奉存候区々之微衷宜しく御諒察御許可奉願候然ル上ハ新聞紙に掲載し又ハ其他の

手続を以て世上に公布仕若同志加入を望む者有候ヘハ当組へ申越次第其日より指加へ尚其趣当組より都

度々々御府庁へ御届可申上候就てハ加入望の者有之御府庁へ直願致候ハ､御府庁より当組へ御達し被下度

此他の手続ハ別紙規則之通取扱可仕尤御許可に相成候上ハ来ル十一月一日より施行仕候間此段宜しく御府

庁より夫々御布達被下度奉願上候以上

三井組総取締

明治八年九月十七日 三野村利左衛門

育児方法大旨

夫れ人の児を挙ぐるは天授の幸福にして児なき者よりして之を見れ（実に欣羨景慕すへきことなり故に児

ある者ハ各其業を力為勉行して之を義青し之を生長して之に人間交際の道を教へ之に学術工芸を授くるこ

とハ素より父母たる者の職分にしてまた天に対するの務とも云ふべきなり然ルに世未だ天理を暁らさるも

のハありて児を挙ることを厭ひて堕胎をなし或ハ之を厭ハざるも養育すること能はずして市街に棄て遂に

其身刑網に罹るの類往々あり誠に悪むに堪たる所業といへども由て起る所ハ概ね活計之困難なるより愛に

及ぶなり活計の困難に至るの根元ハ其身の放侈なるに出或ハ獺堕より起るの類の者ハ固より自ら求めし華

なれ（是等の者を救助するハ却て勧懲の公理に惇るか故に復た顧ること能ハず惟不幸にして久しく病に罹

り或ハ身廃疾となる等よりして其児を養ふこと能はざるが如き或ハ父母夙く死し児ハ孤となりて親戚の養
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ふくきものなきが如き輩世また少しとせず此の如きハ実に是憐むへく哀しむべきものなれ（今是等の事実

止むを得ざるもののミを救ハんため育児の挙を謀れり其方法ハ児の在る所の家に救育米を付与して其児の

衣食又ハ学芸に就くの資あらしむるのみにして別に院舎を設けて児を養ふにあらず又棄児をたすくるにあ

らず蓋父母をして自から児を養ふの天理に遵はしめんことを意とすれ（なり故に放侈慨惰の徒に於てハ痛

く拒絶して敢て容れざる所なり其方法ハ別冊育児方法規則に詳にすと云爾

右育児方法施行之儀ハ本年九月中東京府庁へ出願に及び置候処本月御府庁より御許可を得たれば来ル明治

九年一月より施行致候間規則に基き駿河町三井組育児方へ被申出度且其規則の細密を知らん事を望まる坐

人も右同処へ被申出度此段及廣告候也

東京駿河町四番地

三井組育児方明治八年十一月

【資料②】 「育児方法」 ・ 「育児方入費見積」

(三井文庫追1024 「明治八年自十一月御府庁諸願届・区長達書留簿育児方｣）

第一条

左の事柄のものハ縦令如何程貧窮なりとも救育ハ施ささるへし

父母に不孝なるもの

養育料を受取児を貰ひたるもの

尚売払得たる品物を所有せるもの

親族に救育すへき力あるもの

大酒を好むもの

獺惰にして己か職分をなささるもの

遊里に放蕩し及ひ夜遊を好むもの

卿たりとも家禄あるもの

勝負事井手慰を好むもの

淫奔に依て生みたる児

袖乞物貰ひに類似の所業を為す小児

父母ともに強壮なるもの

此他右ヶ条に類似なるものハ一切取用ひさるくし

第二条

都て貧窮にして真実児を養ふこと能はさるの事実明瞭なるものハ左の規則に従ひ其児満拾歳にいたる迄育

児米を給すへし十歳以上に至れハ縦令如何様の事実ありとも救育せざるへし

小児壱人二付

当歳より満十歳迄一日白米三合充
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七歳以上満十歳迄ハー日白米壱合充を増し与ふへし

右ハ其学芸を学はす手当として遣はすへし

第三条

此育児の取扱一切の事柄ハ第壱大区五小区駿河町四番地三井組育児方取扱所え申出へし

第四条

当組え対し救育を頼まんと欲するものハ何々の子細にて小児の養育なし難しといふ事実と其頼人の生命丼

保証人数名調印し其者商業居住せる地の町村名地所番号小児の名及其年齢とを育児方取扱所え地主戸長奥

印したる書面を以て申出へし、此申出ハ其本人自身に来るとも又代人を差越すとも或ハ郵便に託し書面に

て申越すとも随意たるへしといへとも若地主戸長の奥印之れなき時ハ取扱所に於て之れを承諾せさるへし

第五条

育児取扱所に於ては此申出ある其日より遅くとも五日の間に掛り役人を居宅え遣し検査をなし右の規則に

適当すれハ救育を承諾せし旨を申談すへし、若規則に適当せされハ其段戸長へ相談し救青を断るへし

第六条

検査役人ハ救育を施して至当なりと見込む時ハ本人実印を押し之れに地主井二戸長の奥印したる依頼書附

を取、然上にて救育を承諾せる旨を申談すへし、此書付ハ左之雛形の通り認むへし

救育御依頼書

当何年何ヶ月二相成候男女小児参

一私義是迄何々之営業仕来候処不幸にして何年何月より[何病又ハ廃疾となりたる次第、其他の事故何々］

にて追々貧窮に迫り右小児とも養育致兼候間御救育被下度段奉願上候処、御聞済被下難有仕合二奉存候

一御組に於て救育御聞済被下候上は其御規則の廉々堅く相守決して違背仕間敷候事

一若万一私とも救育願中不行跡之義有之節ハ速に御規則通救育御止め相成候とも決して其節異義等ハ不申

上候事

右之通事実聯相違無之、依之保証人相立此段奉願上候、為後証御依頼書如件

第何大区何小区何町何番地何商業

年号月日 何之誰印

第何大区何小区何町何番地

保証人 何之誰印

三井組育児方取扱所御中

前書之者我等に於而事実検査致候処、相違無之二付救育之義御組え御依頼申候、然上は以後万一本人御規

則二相背候歎或ハ詐欺之所業有之候ハ、我等より申上候二付、御規則通救育御止め可被成候、依之奥書調

印致候也

第何大区何小区何町何番地

地主 何之誰印

戸長 何之誰印

第七条
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検査役人ハ此書付を落手すれハ之れを引換に救育を承諾せし証として其姓名番号を記したる鑑札と通帳と

を与ふへし、此通帳ハ現米を受取る時持参すへきものにて大切に所持すへき訳なれハ成へき丈ケ其住所の

扱所又ハ戸長へ預ケ置て自分に所持せさるを可とすへし

第八条

救育米渡し方ハ東京府管内を十一に分ち左之六カ所辺iこて日割の通役人を出張為致午前第八時より午後三

時迄之間に渡すへし，渡し方は一度に向き半ヶ月分たるへし、尤其節銘々印形を持参すへし

三日第一大区 駿河町取扱所

［五日第二大区十八日第七大区］ 芝愛宕町辺

［七日第三大区二十日第八大区］ 青山辺

［九日第四大区二十三日第九大区］ 小石川辺

［十二日第五大区二十五日第十大区］ 浅草辺

［十四日第六大区二十八日第十一大区］ 深川辺

右場所ハ予しめ定めたるものなれハ確定の上ハ更に広告すへし

第九条

救育頼み人ハ右日割の当日に至れハ米渡し場へ通帳之印形を持参し入口にて番人より札を請取へし、此札

にハ番号を附したるに依て其一二之順次に随て呼込に応し此札と通帳とを掛り役人に渡すへし、掛り役人

ハ通帳と役人手許の帳面とを引合せたる上米高を書入れ割印を押し、之れを倒人に渡せは当人ハまた之れ

を米渡し人に示し前きの番号札と米とを引換に受取通帳ハ持帰るへし

第十条

米渡し方ハー度毎に半月分を前渡しすへし、此他如何様の依頼あるとも決して前借を許さす、又受取たる

米を一時売払ふ事を許さす、尚可請取救育米を見込に致し他より借財を為すを許さす

第十一条

救育米渡し日若風雨烈しき事ありて渡し場へ出向兼ることあらハ日送りに致すへし、また米請取人に無拠

事故ありて其渡日に受取らさるものあれハ、其当人の都合により何日にても駿河町育児方二鑑札通帳井印

形を持参すれハ之れを渡すへし、又都合によるも一ヶ月間も受取らさるものあれハ其事実を糺せし上にて

渡すへし

第十二条

若し小児死亡すれハ渡し置たる分ハ其侭見捨に致し外に埋葬料として金五拾銭を与ふへし

第十三条

小児死亡せは遅くとも三日の内に鑑札井通帳を持参して其旨育児取扱所へ届け出へし、取扱所に於てハ此

通帳の尻日へ埋葬料受取の証印をなさしめたる上通帳を取揚け前に指出したる救育委願書を戻すべし、若

病死せるを尚存生なりと偽り向きの救青米を欺き取るもの之れあらハ戸長を以て地主保証人等より代価を

償はしむへく、時宜に依てハ其筋へ申立相当の御所分を願ふへし

第十四条

およそ小児満六歳に至れハ身学問芸術の道に就けしむへきものなれハ之れに相応せる入費を要すへきか故
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に即ち七歳以上ハー日米壱合充の増分をなすなら去れハ此救育を受る児輩ハ七歳に及ヘハ必身分に応した

る学芸に就かしむへし

第十五条

三井組の掛り役人ハ不時に救育人の居宅を見廻り検査すへし、救育依頼人ハ其検査を請たる毎に掛り役人

の持参せる帳面に印形を押すへし

第十六条

掛り役人におひて救育依頼人活計強て困難ならすと見込むか又ハ規則に背き或ハ箸ヶ間敷儀有之を見聞せ

は地主戸長へ届たる上即時救育を断るへし、尤右等の所業ある時ハ地主保証人より届出へし、若跡にて発

覚する時ハ是迄遣したる救育米の代価を半減地主保証人等より償ふへし

第十七条

救育を頼みたるものハ其年限中ハ社寺の祭礼開帳又ハ其他の講中となりて寄進物等を為し或ハ私二遠国物

参等を為すを許さす、若し是等の事あるを見聞せは是亦即時救育を断るへし

第十八条

救育依頼入若し年限中に於て活計の道相立救育断る事あらハ届出次第何時にても指止め通帳を受取依頼証

書を指戻すへし、其差止めたる時ハ祝酒料として金五拾銭与ふへし、年限満ちて指止めたるものも金五拾

銭を与ふへし

第十九条

此救育ハ東京府管内を限りたるもの二付若し他府県下へ移住すれハ救育を施ささるへし、東京府管内にて

住所を換ゆる時ハ其趣を育児取扱所へ届け出れハ年限中ハ幾度居住を換ゆるとも滞なく渡米をなすへし、

尤米渡し方ハ移住先最寄に於て渡すへし、又育児方へ届け出るにハ本人にても代人にても郵便信書にて申

出るとも随意たるへし

第二十条

然れとも移住を為すは地主戸長又別人と成へき筈に付前に指出し置たる依頼証書に保証の奥印をなしたる

前地主戸長の名前ハ移住先の地主戸長名前と書改むるを良とす、故に之れを書改む事を求めは何時にても

後の証書を受取り前の証書と引換えをなすへし、若し此引換なき内は本人不埒之れある時、前戸長を以て

地主井保証人え掛合其償を取立へし

第二十一条

地主戸長ハ此依頼状に調印するにハ必らす本人の所業を検査し実際に於て止むをえさるものにあらされハ

奥書調印をなすへからす、若し不行跡のものと知りなから之れに調印して差出し後日発覚する時ハ救育を

断るハ勿論，是迄与えしものを戸長を以て其地主井二保証人より償はすへし

第二十二条

此救育ハ三井組にて引受るハ五百人を限りとす、故に其数に満る時ハ何程依頼する人ありても之れを断る

r～し

第二十三条

他より加入を望む人あれハ其加入の数丈ケハ五百人の外に引請到底当組限りの引請ハ五百人より減するこ
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となかるへし

第二十四条

世上有志の人此挙に左祖し同盟たらん事を望む人ハ育児取扱所へ申越され次第時にても当組にて引受取扱

をなすへし

第二十五条

此挙ハ着手の当日より向き全十ヶ年即ち三千六百五十日を以て一期の目途とするか故に同盟たらん人ハ右

年限中年々連続して日数を出金なすへき旨の証書へ保証人を立て差出すへし

第二十六条

其数は即ち左の如し

－人を養育するの料十ヶ年二付金弐百円

二人ハ 金四百円

十人ハ 金弐千円

以上倣之

右の入金を年七朱の割合を以利足を加へ此利足を以て不足を補ひ救育すへし

第二十七条

右壱人十ヶ年弐百円の見込ミハ此内に役人の給料を始め其他一切の雑費を龍めたる計算二付此余に手数料

等ハ一切申受さるへし

第二十八条

若し年々出金の手数を厭はるるため一時に若干の本金を指出し其利子を以て救育に充んことを望まるる人

あらハ別段に示談を遂け条約を結ひ引請取扱十ヶ年満れハ其元金ハ返却すへし

第二十九条

或ハ志ありて如何程の金にても救育の中へ指加んことを望まるる人あれハ何時にても望みに応し金を預り

置、集めて弐百円に満ち壱人の救育を増すにたるの数額に至れは直ちに増加の取計をなすへし

第三十条

救育加入をなす人あれば其度毎府庁へ上申し，且新聞紙にて世上に公布すへし

第三十一条

前数条の加入金ハ毎年二月八月領土に合計精算して其出納を明らかにし，新聞紙に掲載して遍く世上に公

告すへし

第三十二条

前数条の加入望み人之れあらハ其都度東京御府え御届けに及ふへし、又其趣を米渡し方をなす所の門前に

渡し方の当日限り掲示すへし

第三十三条

此挙ハ向き十ヶ年を以て一期の目途となすといへども十ヶ年目に至りて尚永続執行せんと思考する時ハ更

に東京御府え申立又同盟たる人々へも協議せし上永続の事を世上に公告すへし

第三十三条
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此挙ハ当分之内東京御府管内を限り他の府県下ヘハ及はさるへし、 自然当組の資力益加り加入の望人愈々

多たれは時宜に依り他府県下へ及ふこともあるへし

第三十五条

右之方法を以て救育致候二付若万一心得違等にて当組所有の地所内へ棄児致し候もの可有之候哉も難計、

是等ハ其町分の扱ひに任せ当組にて別段取揚け養育ハ致ささるへし

第三十六条

欺鵯を謀るものあらんも又知るへからす、故に密に規則を設け厳に懲〆を施ささるを得す、宜しく実際に

経験して方法を完備すへし，其経験に依てハ自然此規則を増減改正すへきに付時々御府へも御届けに及び

又世上へも公告すへし

右之通之規則を以取扱可致候也

三井組総取締

明治八年九月 三野村利左衛門

育児方入費見積書

当歳より六歳迄壱人二付一日白米三合充

七歳より拾歳迄壱人二付一日白米四合充

右平均壱人二付一日白米三合四才として

壱ヶ年白米壱石弐斗四升壱合也[但壱ヶ年ヲ三百六十五日之見積］

五百人分

合計白米六百弐拾石五斗

此代金七千七百五拾六円弐拾五銭

但[金壱円二付八升替之見積り，是ハ年々豊凶も有之候二付凡平均見込］

－金参百八拾七円八拾壱銭弐厘五毛

［米渡方ハ多人数え相渡候二付升切五分之見積］

一金弐百三拾弐円六拾八銭七厘五毛

[米千五百五拾壱俵壱分弐厘五毛之持運車力壱俵二付平均拾五銭之見込］

一金七百弐拾円也

［扱所二而相用候筆墨紙井薪炭茶其他悉皆米渡弁当料其外共一式]－金三百六拾円也

［取締役壱人給料但壱ヶ月金三拾円宛］

一金千八百円也

［検査役五人給料一ヶ月壱人二付三拾円但弁当料共］

一金千弐百円也

［米渡方五人給料一ヶ月壱人二付弐拾円宛但弁当代とも］

一金百八拾円也
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［扱所帳合方壱人給料一ヶ月金拾五円宛］

一金百四拾四円也

［書記壱人給料一ヶ月金拾弐円宛］

一金四百弐拾円也

［小使五人給料一ヶ月壱人二付七円宛］

壱ヶ年入費

総計金壱万三千弐百壱円弐拾五銭

十ヶ年分入費

＊［ ］は2行割を示す。

【資料③】 育児方規定

(三井文庫別2553-5 「育児方規定｣）

育児方規定

今度育児ノ方法ヲ設ケタルニ付之力事ヲ扱う役員及事務ノ章程ヲ定ムルコ

第一条

取締役

検査役

帳合方

米渡方

書記

小使

第二条

取締役

第一則取締役ハ育児施行事務ヲ担任シテ都テ規則二従上之ヲ取扱フヘ第一則取締役ハ育児施行事務ヲ担任シテ都テ規則二従上之ヲ取扱フヘ

卜左ノ如シ

シ決テ例外ノ事ヲ所断スルヲ許

サスモシ例外ノ事起ラハ総括二上申シ之力決ヲ取テ後行フヘシ

第二則育児ヲ頼ミ出ダル者アレハ先其依頼状地主戸長ノ奥印アリヤ否ヲ改ダル上之ヲ預リ置直二検査

ヲシテ依頼人ノ身分職業等ノ事実ニテ調査セシメ相違ナケレバ総括ノ検印ヲ得テ後育児承諾ノ旨ヲ申

渡依頼証書卜鑑札井通帳トヲ引換渡スヘシ

第三則依頼人ノ検査ハ其役員二委任スト錐モ又役員ノ不注意探索ノ粗漏ナキヤ折々取締自ラ調査ヲナ

スゾ、シ

第四則育児施行二加入ヲ望マル人アラハ其姓名住所ヲ聞取書記二命シテ之ヲ記サシメ規則通其入金ヲ
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受取帳合方二命シテ之ヲ入記セシメテ後府庁へ届方及新文紙ニテ世上二公告スル等ノ手続ヲナスヘシ

第五則育児米渡日若風雨烈敷コトアリテ渡場へ出向兼ルコトアラハ日送り致スヘシ

但平常育児依頼人へ申渡シ置へシ

第六則育児加入ノ人ハ勿論依頼人ト錐モ傲慢ナル所作ヲ以交接ヲナスヘカラス

第七則小児ヲ除ク外仮令如何様ナル事故アリテ救育ヲ頼むムトモ決テ規則ノ外ハ承諾スヘカラス

第三条

検査役

第一則検査役ハ依頼人ノ身分職業其他ノ事ヲ探索シ取締二告ルヲ任トス故二取締ヨリ検査ヲ命セラル

レハ先其近傍二於テ平常ノ所業ヲ探聞シ然ル上ニテ本人ノ宅二趣キ其情実如何ヲ検シ朗二取締二告ク

。'、シ

第二則又既二育児ヲナシタル者ト錐モ日々之力所業ヲ探訪シ卿タリトモ箸ケ間敷儀其他ノ不行跡等ヲ

見聞セハ速二其地主戸長へ届テ取締二告ケ之力所断ヲ乞フヘシ

第三則依頼人ノ自宅ヲ検スルニハ時日定メス突然二至り不意二探索調査ヲナスヘシ

第四則依頼人ノ居宅ヲ検査セシ時ハ検査済ノ証トシ育児依頼人ノ実印ヲ兼テ所持セル帳面二押捺セシ

メ又此本人ノ所業宜シカラサル時は之ヲ其戸長地主へ届ケ其趣取締二告ケ処断ヲ乞フヘシ

第五則又育児依頼人ﾉ宅見安ｶﾗｼﾒﾝﾀﾒ②ﾉ印ｦ其門二張置へｼ検査役ﾊ此印ｦ目当二突然検
査ヲナスヘシ

第六則検査廻ノ節は勿論平常卜錐モ権柄傲慢ナル処置応接ヲナスヘカラス必ス新節ナルヲ要スヘシ

第四条

帳合方

第一則帳合方ハ金銭ノ出入及現米渡シノ出入等ヲ詳細帳記シ取締ノ検査ヲ受置へシ

第二則又育児方加入人ノ名前住所及依頼人ノ名前住所等巨細二取調記シ置へシ

第三則又簿記ノ方法ハ初二定メタル法ヲ換ユヘカラス若不便ナルコトアレハ私二之ヲ改正スヘカラス

必ス取締二申シ承諾ヲ得テ之ヲナスヘシ

第五条

米渡方

第一則米渡方ハ其渡場二於テ依頼人ヲ順番二呼込番札井鑑札通帳ヲ改メ帳簿卜引合セ相違ナケレハ割

印シ又受取済ノ証トシテ帳簿へ本人ノ実印ヲ取置へシ鑑札井通帳ナキ者ハ仮令見知ダル者ト錐モ渡ス

ヘカラス

第二則現米渡シハ小児壱人二付半月分四升五合ヲ渡スコトトス又七歳以上ノ者ハー日壱合増ヲ与フル

故半月分則六升ヲ渡スヘシ

第三則米渡シヲナスニ升切レ等ノ出サルヤウ随分多量二計リテ渡シ方ヲナスヘシ

第四則通帳ヲ持参スト錐モ番札ヲ持タサル者ハ米ヲ渡スヘカラス又番札通帳アリトモ鑑札ナケレハ米

ヲ渡スヘカラス

第五則又米渡シノ前日ニハ何大区ハ救青人何名ニシテ此石数何石等ヲ明細取調帳記シテ取締ノ検印ヲ
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経テ渡シ方ノ手続ヲナスヘシ

第六則育児規則第十一条二掲クル如ク風雨等ニテ日送り又ハ受取人ノ都合二寄リテ其渡日二不受取モ

ノアレハ帳簿へ記シ置追テ受取方頼出次第右十一ケ条二照準シテ渡スヘシ

第六条

書記

第一則書記役ハ都テ地主戸長へ掛合文通及上救育依頼証書等ノ雛形本書等ヲ記スルヲ任トス

第二則救育二加入セル人ノ姓名宿所等ヲ米渡シ場ノ門前へ掲示シ或ハ新文紙ニテ公告シ府庁へ届方等

ノ事ヲ取締ヨリ命スレハ之力草稿ヲナシテ取締ノ検印ヲ得テ本書ヲ記載シ又取締二渡スヘシ

第三則都テ文通井証書届書等ヲ記スルニハ先草稿ヲ以テ検印ヲ取テ後本書ヲ認ムルノ手続ヲナスヘシ

第六条

小使

第一則小使ハ都テ掃除其他ノ使用ヲ使シ丁寧ニシテ手早ク取扱フヘシ又米渡シ場引ケ後ハ跡取片付等

入念ニスヘシ

第二則救育依頼人卜錐モ取次其他ノ応接ヲナスニ傲慢ナル語ヲ用上軽蔑スヘカラス

第七条

取締其他ノ役員等ハ巡回検査又ハ米渡シ日卜錐モ各手弁当位ニテ為相済決シテ料理茶屋等ニテ酒食ヲなす

へからす検査役ハ殊二之ラノコトヲ謹ミ不行跡ナルコトナカヤウ厚ク注意可致事

戸長地主奥印ノ育児方願書持参ノ者へ次第一応糾問シ検査ノ上沙汰可致旨申間書面預置精々検調仕弥以無

相違上ハ規則ヲ熟諭シ月中月末迄ノ米高ヲ計算シ別紙雛形之通り帳簿へ記載シ当所二於テ相渡シ可申候、

若十三ケ条二適当ノ者ハ其所戸長へ引合候上書面差戻シ可申候尤願人ヘハ何々ノ規則二反スル様相見へ候

二付差向難聞届趣ヲ可申聞事

一、毎月一六ハ休日ノ事

右之通章程ヲ定メ候条確守スヘキ者也

【資料④】 「育児方法規則増加上申書」

(東京都公文書館607.C3.01 「三井組三野村利左衛門より育児方法規則追加伺」『管内諸順伺留一』）

参事（印一楠本） 庶務課

三井組三野村利左衛門ヨリ別紙届出之趣不都合も相見へ不申候二付左之通内務省へ御届相成可然旨相伺候

也

（一月二十九日八百八十七号）

内務省へ御届按

育児規則追加之義二付御届
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（九年一月第十二号）

三井組惣代三野村利左衛門ヨリ去八年九月中育児方法規則書相添出願致候二付、同月十二日附ヲ以御省二

相伺、同十一月十七日御指令之趣達置候処、今般右規則へ別紙之通り追加致度旨届出致段不都合之廉等も

無之二付届出之趣聞置候間、此段為念御届申候也

長官

内務卿大久保利通殿

育児方法規則増加上申書

第一大区五小区駿河町

三井組

三野村利左衛門代理

齋藤保造

以書付上申仕候

一、育児方法御願済施行罷在候処、非常災害ノ為メ児童蕊育難致府下貧窮者へ今般期限ヲ立育児米施与候

二付テハ別紙ノ通り育児規則増加仕候間為御届上申仕候也

第一大区五小区駿河町

三井組

三野村利左衛門代理

明治九年一月十二日 齋藤保造（印）

東京府権知事

楠本正隆殿

育児方法第一条十三廉に凡て貧窮なる者といえとも右十三廉の所業に類似せるものハ救育せさる旨を掲載

せし処、中には旨意を誤解する者も有らんかと髪に其旨意を弁明し且非常の救育を施さんとす、警ヘハ前

日迄ハ強壮にして己れか職分をなし活計の道を立之者不幸にして俄に病に罹り或は水火盗難等にて突然其

家産を失ひ，又ハ夫婦の中死して児童の養育を為し能はさるに至る者間々有之、是等の輩ハ実に燗然見る

に忍ひさる者なれハ仮令前日に品行の正しからさるより自から困窮を求むるに至りし輩といへとも前日の

非を以来改め救育を依頼すれハ其事柄により期限をさため非常の救育を施し与ふへし、尤依頼の手続其他

ハ先に広告せし育児規則に倣ふへし、今般救育せる廉々ハ左の箇条の如し

第一条

貧窮者にして児有之者其近隣より出火して家産焼亡し一時営業の道を失ひ，其児を養育し能はさるに至る

者ハ活計の道相立迄を期限とし救育米を与ふへし

第二条

鰈寡の者児童を親族に託し営業せしに其親族病に臥したるか為営業捗とらす活計の道立かたきよりして児

童の養育をなしかたき輩ハ全快するを限とし救育米を与ふへし

第三条
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夫婦の中何れか死して俄に鰈寡となり児を託すへき親族なく、其児の養育に掛れハ営業に妨碍を生し活計

困難に至る等の輩ヘハ夫妻を迎るか又ハ生活養育の道相立迄を限とし救育米を与ふへし

第四条

所有する田畑恥1にて他の所有地を小作して漸々生活せる者凶作水損等にて一時窮迫しそれが為児を養ふ能

はさるものハ予しめ一ヶ年以内を限とし救育米を与ふへし

第五条

此他非常の災害にて其躯の働をなしかたきほどの怪我等をなすよりして児を養ふ能はさる輩ヘハ其躯の働

をなし得る迄を限とし救育米を与ふへし

右箇条の如き非常の災厄に罹りたる窮乏者を救ハんか為育児規則を増加したれは右に照応せるものハ速に

可被申出也

【資料⑤】 「育児方法之儀二付伺」

(三井文庫別2553-7「育児方法之義二付伺｣）

育児方法之儀ニ付伺

一､東京府庶務課ヨリ育児方法丼依頼人之景況等御尋ニテ､先般府庁二於テ認可之取扱規則二照準致候ハ、

区長奥印可致二而､既二右奥印と井地主二於テ責任二可至明文之奥書調印ヲ難致旨ヲ申立候地主も有之趣、

元来救助筋之義二付敢テ他江厳責ハ無之と推考迄にて規則ニ拠れは其責ハ免かれず、況んや区長ハ地主と

並立して調印すへからさる今日之職務たる趣を以伺出候区江返答二差支る故二間談可致旨二等属伊藤殿御

談二付右取扱規則ハ縛二区長二就テ内談を遂ケ更正可致見込之処未タ区域改正旧各小区ヨリ事務引継等整

調二不至ヲ以差控罷在候儀にて旧戸長は給料各地面より支出し今般之戸長は官給にて府下ハ区長二於而事

務直管二付貧民江救与は相対二可止義二可有之候得共取締上にも関係致候間地主奥印井区役所之扱振等差

向別紙之通御答書可差出哉相伺候、尤規則ハ悉皆更正不致候而ハ不都合不少且救|血之主意を厚く致し即I束

縛圧則二間へさる様致候上ハ月数ヲ不過五百人之満員ハ勿論今般別紙之返答書差出候ハ、府庁二於テ各区

役所へ御通知可致ものと看認候、然る上は今日之区吏ハ初めて承知して管内之貧民江通告可致欺又間知る

無心之貧民これか為に陸続可申出者可有之、仮令は半高二百五十人ヲ救育して壱ヶ年米代金二千八百弐拾

円[壱円二付壱斗替]外二掛り員三人薄給とし其他計り減其外諸雑費とも概算六百八拾円合して金参千五百

円は不好出費を生るもの二有之、検査を厳密二致候ハ、極度弐百五拾人にて止むる見込ヲ以貧度ヲ薄から

さる様注意可仕候得共、此救育費を年々施し是か為積善之余慶ハ追テ有之ものと可被成とも通常外之利益

金ヨリ御支弁可被成歎、御使途ヲ御設置不被下候而ハ労して功なき職務にして案心不仕候、尤全国各宗ノ

本字二於テ育児方法目論見ニハ小児を引取り生育可致見込二付追テ此方法之実行二至り候ハ､救青米を乞

者無之僧侶共立之育児所江願換するハ必然と存候得とも夫迄之処如何可仕哉御熟考之上別紙答書差出し方

可否御視考之為活判規則書相添候条至急必御指揮相仰候也

明治十二年三月十三日
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育児方（印一斉藤保蔵）

大元締大元方御中

(印一三野村） （印一今井） （印一齋藤純蔵） （印一永田） （印一三井高喜） （印一朗）

【資料⑥】 「育児方法之儀御下問二付御答書」

(三井文庫別2553-8「育児方法之義御下問二付御答書｣）

育児方法之儀御下問二付御答書

一、去ル明治八年九月御願済ヲ以育児方法施行罷在候処、取扱規則中現今之御市政二対シ不都合之廉も有

之候間、規則中取捨更正可仕心得二御座候得共、未タ整理二不至候間差向別冊第六条救育依頼書二戸長之

奥印其他条款中戸長ニ渉ル明文は取消候、然れとも貧民と相対ニテ区役所ヲ経由不致候テハ取締も不相立

候義二見込候間、救育依頼人ヨリ地主ヲ経テ区役所へ事故具申致候節区役所二於テハ養育入院願或は施療

券請飢人等有之節之調査二準シ候程之調手続は請求仕度候条、本人ヨリ依頼書ヲ当掛りへ不差出前二該区

役所ヨリ通知有之候様仕度然ル已上掛り員を以現景貧度等検査ヲ遂ケ救育之当否ヲ区役所江報知之上ハ依

頼書雛形之通地主奥印之書ヲ本人ヨリ当取扱所へ持参、其他之手続ハ従前之通当分据置申度尤追テ改正之

節ハ更二可奉願候、此段御答仕候、以上

三井組育児掛り

斉藤保造

注

（1）三井文庫編『三井事業史本編』第3巻上(1980、三井文庫

（2）永峰光寿『三野村利左衛門の生涯』（2020、高文研）

（3）国立公文書館所蔵雑00282100 「故三野村利左衛門追賞之義上申」

（4）平井雄一郎「｢区内預り」から「養育院」へ」 (1996、 『社会経済史学』61巻6号）

（5）三野村暢禧「紀伊國屋時代の利左衛門」 (1982, 『拓殖大学論集』137号）

（6）東京都養育院編『養育院八十年史』 (1953、東京都養育院）

（7）三井文庫別2553-6「育児方関係書類」

（8）齋藤保造以外の役人は久保田佐一郎が1876年から1883年、藤田又蔵が1876年、松田長

右衛門が1877年～1881年、河内三平が1882年～1884年となっており、おおむね2名の役

人が配置されている

（9）三井文庫別2555－6「来翰入育児方」

(10）東京都公文書館607.B5.11「育児救助米規則に関し各大区区長より伺に対し戸長取扱より

回答」『御布告留』

(11)三井文庫追1024『明治八年自十一月御府庁諸願届・区長達書留簿育児方』

(12）同上
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(13)同上

(14）三井文庫別2553-6 「育児方関係書類」

(15）三井文庫別2555-6「来翰入育児方」

(16）同上

(17）三井文庫追1024『明治八年自十一月御府庁諸願届・区長達書留簿育児方』

(18）三井文庫別2549「明治十四年自四月至明治十八年一月育児米渡高合計帳育児方」

(19)児童番号21の場合、 「但父弥左衛門肺病全快迄ヲ期限トシ非常救育米ヲ与ス尤表店住居二

付外依頼人二比較致候ハ、救育セザル者二候得共実情二於テハ不忍視者二付」 （三井文庫

別2537 「明治九年自一月育児人名簿第一大区｣） と記されていて例外扱いであるから、

表通りの借店が原則対象にならないことがわかる

(20）三井文庫別2553-6「育児方法書類齋藤」

(21）宇都榮子「福田会育児院創設とその後の運営を支えた組織｣、『社会福祉』第55号、 2014年

(22）資料③三井文庫所蔵別2553-7 「育児方法之儀二付伺」

(23）野口武悟・宇都榮子・菅田理一・土井直子「福田会育児院設立初期の規定・組織等の検討｣、

『専修大学社会科学年報』第45号、 2011年

(24）東京都公文書館610.A2.11

(25）田代菊雄『日本カトリック社会事業史研究』

(26）東京都公文書館604.D605｢46番地サントマチルド尼育児博覧会無料縦覧｣『居留地管理録」

(27）東京都公文書館604.D605 ｢46番サントマチルド尼育児無籍之分編籍」『居留地管理録』

(28）同上資料
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【調査】

高校生は親がたずねれば話すのか？

－精神的自立と親への親密性に着目して－

高橋彩

I 問題と目的

親の養育行動であるモニタリングは，主に子どもの行動や居場所、一緒にいる友達に関して

どれくらい親が把握しているかという知識量で測定されてきた。子どもに関する親の知識は、

主に子どもの自発的な開示によって得られていることが指摘されて以来(Kerr&Stattin

2000;KerrbStattin,&'IhFostl999iStattin&Kerr,2000)、青年が親へ情報を開示する要因に

ついて検討する多くの研究がなされてきた。特に、社会的領域理論(socialdomaintheory)の観

点から青年の情報開示を検討した研究では､青年が親へ開示する程度や方法は､情報の内容(領

域）によって異なることが明らかになっている （例えばSmetana,Metzger,Gettman,&

Campione-Barr ,2006;Smetana,Villalobos,TasopoulosChan,Gettman,&Campione-Barr,

2009)。

社会的領域理論では，社会的理解や判断，意思決定に用いられる質的に異なる思考を、 「道徳

(moral)」、 「慣習(conventional)」、 「個人(personal)」、 「自己管理(prudential)」、 「多面

(multifaceted)」 といった領域に区別する（首藤, 1992;Smetana,2006iThriel,2006)。道徳

領域の思考とは、他者の福祉，権利に関連した思考で、もしそれらが守られていないならば規

則の有無とは無関係に悪いと判断される。青年の日常生活の例として、 「許可なく親のお金をと

る｣、「きょうだいをたたく」などがあげられる(Smetana,2000;Hasebe,Nucci,&Nuccl, 2004)。

慣習領域の思考では、社会システムの中で個人間の相互作用を調整するような共有された規範

やエチケット，マナーに関係する問題であると判断される。例えば、 「家事や手伝いをする｣、

「親や先生に対する口答え」や「言葉遣い」などがある(Smetana, 2000; Smetana、

Campione-Barr,&Daddis,2004;田・平石・渡邊, 2017)。個人領域の思考とは，個人の統制

下にあり，個人に決定権があり，その影響も自分自身のみに及ぶとする判断である。プライバ

シーにかかわる問題や個人の好みや選択の問題であると判断される。 「自分の服や髪型｣、 「自由

時間の過ごし方｣、 「お小遣いの使い方」などが代表的な項目である (Darling,Cumsille,&

Martinez,2008;Smetanaeta1.,2004)。自己管理領域は，他者ではなく、 自己の安全や健康に

とって悪い影響をもつ行為や自分が傷つくおそれがある行為が含まれる。青年の生活において

は喫煙、飲酒、 ドラッグ、性交が代表的な項目であるが、 「学校の課題や宿題を行わないこと」、

「試験や成績」も自分自身に悪い影響が及ぶため、自己管理領域の項目とされている(Sorkhabi

&Middaugh,2019;Smetanaeta1.,2006jDarlingeta1. ,2008)。多面領域は，個人領域と自
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己管理領域など複数の領域にまたがって判断される思考のことであり、 「友人関係」や「異性関

係」から、 「夜遅くの外出｣、 「インターネットやオンラインチャット｣、 「R指定映画」まで内容

は多岐にわたる(Darlingeta1.,2008;Smetanaeta1.,2009)。多面領域の事柄は、大人にな

れば個人領域と判断されるが、青年期のうちは自己管理領域とみなされる事柄が多い。そのた

め、研究によって「宿題をするかどうか」が多面領域とみなされたり (Yau,Tasopoulos-Chan,

&Smetana,2009) 、 「誰を恋人にするのか」が個人領域とされたりする場合がある

(Hasebe,Nucci,&Nucci,2004)。

情報内容と親への開示との関連を検討した研究で，アメリカの中学生と高校生は、 自己管理

領域よりも個人領域の行動を親へ多く開示することや、個人領域は親に「すべて話す」という

方略が多く、 「嘘をつく」ことは少ないことが明らかになっている(Smetanaeta1., 2009)。

また自分の友人関係については， 「親との話し合いを避けること」が多く(Smetanaeta1. ,2009)、

個人領域に比べて秘密にすることが多かった(Smetanaeta1.,2006)。 日本人高校生を対象と

した研究においても， 自己管理領域よりも個人領域の方が開示することや、全体として嘘をつ

くことは少なく， 「親が尋ねればほとんど話す」や「話し合うのを避ける」ことが多いなど，同

様の結果が示されている(Nucci,Smetana,Araki,Nakaue,&Comer,2014)｡

青年が親へ情報を開示する程度や方略は、情報の内容によって異なるだけではなく、 日ごろ

の親子関係によっても異なる。例えば、中国系、メキシコ系、 ヨーロッパ系アメリカ人高校生

を対象にした研究では、親との親密性の高さは、個人、 自己管理、多面のすべての領域におい

て「重要な詳細を全て話す」ことの多さと、 「その事柄について話す事を避ける」ことの少なさ

と関連していた(Tasopoulos-Chan,Smetana,&Yau,2009)。また、全体的に「親が尋ねた時

だけ話す」方略が好まれており (Tasopoulos･Chaneta1.,2009 ;Nuccieta1.,2014) 、この方

略は青年自身が最も許容されるとみなすことも明らかになっている(Rote&Smetana,2014)。

「全て話す」 （開示）や「嘘をつく」 （秘密）だけでなく、 「その事柄について話す事を避ける」、

「親が知りたがる重要な部分を省いて話す｣､｢親が尋ねたときだけ話す｣など青年が用いる様々

な情報管理方略は、親が青年期の子どもの行動などを把握しようとするモニタリングに対し、

青年が自分のプライバシーを守る試みであるとみなされている(Tasopoulos-Chaneta1.,2009)。

親が子どもに直接質問したり、たずねたりすること （親の情報の求め: solicitation) と、青

年の情報開示との関連については、情報の求めが開示を促すという結果と、秘密にしたり嘘を

つくことにつながるという結果の両方がある。スイスの9年生を対象とした研究では， 1ヶ月

の間に、親が自由時間に青年と会話した頻度、 「学校であったこと」や「自由時間に出かけた時

に誰と会ってどんなことがあったのか」をたずねるなどの親の情報の求めは，青年の高いレベ

ルの情報開示と関連していた(Baudat,VanPetegem, Antonietti, J-P., &Zimmermann,

2020)。同様に、中国の高校生を対象にした研究では、親が自由時間に話しかける程度や、 「夜

に誰とどこへ出かけるか｣、 「一人の時に何をしているか｣、 「放課後に何をしているか｣、 「友達

が誰でどんな子か｣、 「週末に出かけて何をしているか」をたずねる程度は、青年の自発的な開

－76－



示を予測したが､青年が秘密にすることとは関連がなかった(Hawk,2017)。一方で､Ⅵllalobos

Solis,Smetana, Comer (2015)は、アメリカの高校生を対象に，母親が子どもの行動を知ろ

うとしたり，尋ねたりする程度と，青年が開示，または秘密にする程度との関連を調べた。そ

の結果，悪い行動（危険なことや，親が承認しないようなことをしたこと)，多面的項目 （夜遅

くに外出，遅く帰宅，恋人と過ごすこと)，個人的項目（自由時間の過ごし方，友人と何を話す

か，誰かに夢中になっていること，誰と過ごすか）の3つのタイプの事柄すべてで，親がたず

ねる程度と，青年の開示する程度との間に有意な中程度の正の相関があった(r=40

~.47,p<.01)。しかし、同時に、母親の情報の求めが多いことは、秘密にしたり、隠したりする

ことにもつながっていた(Villaloboseta1.,2015)。オランダの高校生を対象とした研究では、

親の情報の求めは、プライバシー侵害の高さと、親に秘密にすることの多さを予測した

(Hawk,Bocht,Branje,2016)｡

親の情報の求めが、開示にも秘密にも関連することは、親の情報の求めを青年がどのように

とらえているかの違いであると考えられる。青年期を通して、青年は自分の行動を自分自身で

決めても良いとする範囲を拡大していく。特に個人領域の事柄に対しては，親が規則を決めて

も良いとする｢親の権威の正当性｣を認めなくなる(Smetanaeta1.,2006;Darlingeta1.,2008)。

親が青年の行動を知ろうとして色々とたずねることに対し、青年がプライバシーの侵害と感じ

たり、個人の問題で親に言う必要はないと感じるのであれば、開示よりも隠すことにつながる

だろう。Hawk(2017)は、親のモニタリングと青年の情報開示や秘密との関連に、 「プライバシ

ーの侵害」が媒介することを明らかにしている。親の情報の求めは、中国の青年の自発的開示

に直接影響するする一方で、プライバシー侵害にも正の影響があり、青年がプライバシーの侵

害を高く感じるほど、 自発的開示が少ないことを予測していた。さらに、親の情報の求めは、

秘密の多さには直接影響しないが、プライバシーの侵害を媒介して、秘密の多さを予測してい

た(Hawk, 2017)。アメリカ人青年を対象とした研究においても、親の情報の求めを含む親の

モニタリングが多くなるほど、プライバシーの侵害を含む青年の否定的な反応が強くなってい

たが、そうした関連が見られたのは、親の権威の正当性を認めておらず、親があたたかくない

と感じている青年においてであった(LaFleur,Zhao,Zeringue,&Laird,2016)｡ Sorkhabi&

Middaugh(2019)は、青年の友人についてたずねたり、宿題をチェックするなどの親のモニタ

リングが、青年の自尊感情の高さと内在化問題（不安、抑うつ）の低さに関連することを明ら

かにし、親のモニタリングは青年に親が自分のことを気にかけ、 自分の人生に関心をもってい

ることを伝えている可能性を指摘している。

このことから、青年が親の情報の求めをプライバシーの侵害と感じれば秘密につながるが、

自分自身への興味や関心のあらわれと解釈するならば、親との親密な関係の維持のため開示す

ることにつながる(Hawk,2017)と考えられ､同じモニタリング行動でも青年の情報管理方略に

与える影響は異なると言える。

親の情報の求めと情報開示との正の相関を示したスイスの青年の研究(Baudatetal.､2020)
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では、親が自律性を支援する養育をしていると認識している青年は、秘密や嘘をつくことが少

ないことも示されている。自律性を支援する養育とは、子どもが積極的に行動し、 自分自身で

行動しているという意識をもつ機会を与えるような養育である(Mageau,Ranger,Joussemet,

Koestner,Moreau,&Forest,2015)。親が青年にある程度の制限の中で選択肢を提供した上で、

自ら行動する機会を与えたり、規則や要求がある場合はその理由を説明したり、意見の不一致

があっても、親が青年の気持ちを認め、意見に耳をかたむけるといった特徴で測定される。お

そらく自律性を支援してくれる親に対しては、青年は聞かれて無理やり答えたのではなく、 自

分自身の意思で自発的に親に情報を提供していると考えたり、 自分が伝えたくて伝えていると

感じることができるのだろう。

Ⅱ本研究の目的

以上のように、親の情報の求めと青年の開示との関連は、親青年関係の文脈によって異なる

ことが示唆されていることから、親の情報の求めと青年の情報開示との関連は､情報の内容(領

域）だけでなく、青年が親から精神的に自立している程度によっても異なると考えられる。水

本・山根（2011）は、親からの適応的な精神的自立を「親との信頼関係を基盤として親から心

理的に分離して親とは異なる自己を築くことである」と定義し、 「母親との信頼関係」と「母親

からの心理的分離」からなる「母子関係における精神的自立尺度」を作成した。その後、この

尺度が母-娘関係だけでなく、子どもの性別と母親と父親のすべての組み合わせにおいて使用で

きることを確認している（水本， 2018)。さらに、この2軸から「親との信頼関係」 と 「親か

らの心理的分離」がともに高い「自立型｣、 「親との信頼関係」と 「親からの心理的分離」がと

もに低い「依存葛藤型｣、 「親との信頼関係」が高く 「親からの心理的分離」が低い「密着型｣、

「親との信頼関係」が低く、 「親からの心理的分離」が高い「関係疎型」に分類した「親子関係

の4類型モデル」を提唱している（水本， 2018；水本・山根， 2011)。

よって、本研究では、高校生を対象に青年の親への情報開示に及ぼす影響要因として、親の

情報の求めの他に、そうした親の行動に対する不快感、親への親密性を取り上げ、その関連の

仕方が青年の精神的自立の4類型によって異なるかどうかを検討する。さらに、これらの変数

のうち青年の親への開示を最も予測するのはどの変数であるのか、それは青年の精神的自立の

類型によって異なるのかを検討することを目的とした。

高校生を対象とした理由は、親の監督下を離れる機会が増加し、親が青年の様々な行動を把

握するためには、情報の求めが必要となる時期であること、個人の自由を主張する範囲が拡大

しつつある時期であること、先行研究との比較を可能にすること以外に、心理的離乳（落合・

佐藤1996）の観点からは、高校生の段階は、親が子を抱え込み、危険から守る関係から、子

が親から信頼・承認されている関係や親が子を頼りにする関係へと親子関係が変化していく転

換期にあたると考えられるためである。

青年の親への開示に正の影響を与える要因として､親への親密性を取り上げた｡水本(2016）
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は、 「(母）親への親密性」を、 「(母）親への接近欲求に基づく親愛的情緒」 と定義し、親に愛

情を与える方向の親密性で、親を思いやり気遣おうとする「(母）親への心づかい｣、親への依

存的な親密性であり、親が無条件に自分の情緒的欲求を受け入れてくれるという安心感を示す

「(母）親への絶対的安心感｣、親への依存的な親密性で親の価値観にとらわれている「(母）親

の価値観へのとらわれ」の3つの側面からとらえている。 3つの親密性のうち、 「親への心づか

い」と「親への絶対的安心感」は自尊感情と正の相関があるのに対し、 「親の価値観へのとらわ

れ」は、 自律性と負の相関があることから（水本， 2018)、この3つの親密性それぞれと親へ

の開示との関連は、青年の精神的自立の類型によって異なると考えられる。

親への開示に負の影響を与える要因としては、親の情報の求めに対して「嫌だ」 と感じる不

快感を取り上げた。親の情報の求めに対する不快感は、 自己管理、多面、進路のすべての領域

において「聞かれたらごまかしたり、嘘をつく」、 「聞かれても言わないか、話をそらす｣、 「聞

かれたら少しだけ言う」方略と正の、 「自分から話す、または親の前で隠さない」方略と負の相

関があった（高橋， 2021)。また、進路については親の情報の求めと「自分から話す、または

親の前で隠さない」方略との間に正の相関、不快感との間に有意な負の相関があったが、そう

した関連は自己管理領域と多面領域ではみられなかった（高橋， 2021)。よって、 「親の情報の

求め」それ自体が青年の開示に及ぼす影響と、親の情報の求めに対する「不快感」が青年の開

示に及ぼす影響とを分けて領域ごとに検討する必要がある。

親への開示に負の影響を与えるもう一つの要因として「個人の自由」判断をとりあげた。青

年が自分の様々な行動を「個人の自由」であると考えるかどうかは、プライバシーに関する判

断とも言い換えられる。先行研究(Hawk, 2017;Hawketal,2016)の「プライバシーの侵

害」には、ネガティブな意味が含まれるため、青年が自分の行動をプライバシーの問題とみな

すかどうかという 「個人の自由」判断自体が、親への開示に負の影響を与えるのかどうかを確

認する。

母子関係の4類型の分析（水本， 2019）から、女子の精神的自立のプロセスは、母親との信

頼関係が高いままに、母親から心理的に分離していく 「密着型から自立型」 という変化と、母

親との信頼関係が低いままに母親から心理的に分離し、その後母親との信頼関係を高めていく

「依存葛藤型→母子関係疎型→自立型」という変化があることが示唆されている。このプロセ

スをふまえ、精神的自立の4類型による青年の開示と親の情報の求め、親の情報の求めに対す

る不快感、親への親密さの違いと、その関連の様相の違いについて以下のような仮説をたてて

検討する。青年の自分自身に関する情報は、 「個人の自由」判断得点の因子分析により分類した

高橋（2021）の「自己管理｣、 「多面｣、 「進路｣、 「恋愛」の4つの領域を用いることとした。高

橋（2021）において「恋愛」領域はα係数がやや低かったことから合成変数による分析は行わ

なかったものの、 「個人の自由」判断得点は最も高く、ついで「進路｣、 「多面｣、 と続き、 「自己

管理」が最も「個人の自由」得点が低かった。
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仮説

高橋（2021）では、密着型は、すべての領域で「自分から話す」方略得点が、 「親との信頼

関係」が低い類型である関係疎型と依存葛藤型よりも高かった。一方、関係疎型や依存葛藤型

は、 「うそ｣、 「話しをそらす｣、 「少し言う」 といった非開示方略の得点が、 「親との信頼関係」

が高い類型である密着型や自立型よりも全体的に高かった（高橋， 2021)。このことから、親

への開示得点は「親との信頼関係」が高い類型である密着型と自立型の方が、関係疎型や依存

葛藤型よりも高いと予想した。

「親の情報の求め」は、実際に親がたずねる程度を測定するため、 自立の類型とは関連がな

いと思われるが、親の情報の求めに対して嫌だと感じる程度を示す「不快感」は、 「親との信頼

関係｣が低い類型である関係疎型と依存葛藤型の方が､密着型や自立型よりも高いと予想した。

また自己管理領域と多面領域ではなく、進路についてのみ、 「親の情報の求め」は「自分から話

す」方略と正の、 「不快感」 と負の相関があったこと （高橋， 2021）や、青年が親の権威の正

当性（親がルールをつくること）を拒否する個人領域の方が他の領域よりも親に開示すること

(Smetanaeta1.,2009)から、青年が個人の自由であると感じている事柄について親がたずね

ることは、プライバシーの侵害というよりは、親が自分に関心を持っていることや、親しさの

表れと青年に解釈され、そのことが親への情報開示につながっている可能性がある。よって、

「親の情報の求め」 と開示との正の関連は、進路や恋愛など青年が個人の自由と判断する領域

に見られるが、 自己管理や多面領域では見られないと予想した。また、親の情報の求めと開示

との正の関連が見られるのは､｢親との信頼関係｣が高い類型である密着型と自立型だけであり、

依存葛藤型や関係疎型ではそうした関連がみられないと予想した。

親への親密性のうち、 「親への心づかい」は、親を思いやり気遣おうとする特徴であるため、

青年が親の気持ちを理解して、心配させないために親へ情報を開示するというように、 「親への

開示」とは正の関連があると予想した。しかし、 「親との信頼関係」 と「親からの心理的分離」

がともに低く、最も自立していない型である依存葛藤型は、 「親への心づかい」が密着型と自立

型よりも低かった（水本， 2018）ことから、依存葛藤型は「親への心づかい」と親への開示と

の正の相関がないと予想した。親が無条件に自分の情緒的欲求を受け入れてくれるという安心

感を示す「親への絶対的安心感」は、 「親には本音が言える」 という項目に代表されるように、

「親への開示」と正の関連があると予想できる。 「親への絶対的安心感」は、依存葛藤型や関係

疎型よりも、密着型と自立型が高いことが示されているが（水本， 2018)、密着型は自立型と

は異なり 「親からの心理的分離」が低いため、親と独立した考えを持つことが出来ていない。

そのため、情報の内容領域に関わらず、 「親への絶対的安心感」 と「親への開示」と間に正の関

連があると予想した。

「心理的分離」の高い「自立型」と「関係疎型」が自分の行動は自分で決めるといった自律

性が高いことが示されている（水本・山根， 2011)。 「親との信頼関係」は開示と正の， うそや

非開示と負の関連があるとされることから(Smetanaeta1.,2006)、 「心理的分離」が高く 「親
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との信頼関係」が低い関係疎型は、すべての領域について「個人の自由」 と判断する程度が他

の類型よりも高いと予想した。

Ⅲ方法

調査時期と分析対象者質問紙調査を依頼し了承の得られた三重県内の公立高等学校にて、

学級担任によって授業時間内に調査用紙を配布、回収された。2020年10月に2年生、 11月に

3年生、2021年の3月に1年生に対し、それぞれ別の学校で実施した。調査は無記名で、回答

は任意であること、回答を拒否しても不利益は生じないことを説明し、一人ずつ封筒入れて回

収した。回答に不備のない473名（男子203名、女子259名、無回答11名、平均年齢16.83

歳、 SD.90歳）を分析対象とした。高校2年生と3年生のデータは高橋(2021) と同じであ

る。

調査内容最初に、父親と母親のどちらか1人を選び回答すること、質問紙の全ての項目に

対し、 “親”の表現があった場合は、 自分の選んだ親に読みかえて回答することを説明した。

（1）情報管理方略： “自分のお金をどう使うか'，など、先行研究（高橋， 2013など）で使用

された道徳、慣習、個人、多面、 自己管理の各領域の項目を参考に作成した20項目からなる。

“あなたは普段次のようなことについて、親にはどのように話していますか”という教示のも

と、 “5． 自分から話す／親の前でかくさない"、 “4．聞かれたら、ありのまま言う”、 “3．聞

かれたら、少しだけ言う”、 “2~聞かれても言わないか、話をそらす"、 “1 ~聞かれたら、ご

まかしたり嘘をつく”の5件法で回答を求めた。ただし、どうしても選べない場合は“6．分

からない”に回答するように求めた。

（2） 「個人の自由」判断： “次のような行動は高校生である今のあなたにとって、 どの程度「個

人の問題」であると思いますか"と教示し、 「個人の自由とは、あなた自身でそうするかどうか

を決めても良い、あなた自身の判断で行うことだと思っている、 という意味です」との説明を

教示文に加えた。 “個人の自由だと思う （5点)'，、 “どちらかというと個人の自由だと思う （4

点)”、 “どちらともいえない（3点)''、 “どちらかというと個人の自由ではないと思う （2点)"、

“個人の自由ではないと思う （1点)”の5件法で評定を求めた。情報管理方略と同じ20項目

を、表現を一部修正して使用した。

（3）親の情報の求めに対する「不快感」 ：情報管理方略と同じ20項目の出来事について親が

確認したり、話したりする行動に対して、 “あなたの親が次のようなことをした場合、あなた自

身はどの程度｢嫌だ」と感じますか"と教示し、“嫌だ（5点)”、“どちらかというと嫌だ（4点)"、

“どちらともいえない（3点)”、 “あまり嫌ではない（2点)"、 “嫌ではない（1点)”の5件法

で評定を求めた。

（4）親の情報の求め：不快感でたずねた親の行動について、親が実際におこなうかどうかに

ついて、 “あてはまる（5点)”、 “ややあてはまる（4点)”、 “どちらともいえない（3点)"、 “あ

まりあてはまらない（2点)”、 “あてはまらない（1点)”の5件法で評定を求めた。
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（5）精神的自立：水本・山根(2011)の「母子関係における精神的自立尺度」を利用した。

尺度は｢母親との信頼関係」（｢母親は私の考え方を尊重してくれていると感じる」など6項目）

と「母親からの心理的分離」 （｢私には、母親とは異なる独立した考えがあると思う」など5項

目）から構成されており、 「母親」という表記を「親」に変えて使用した。“よくあてはまる（5

点)”から “全くあてはまらない（1点)”までの5件法で評定を求めた。

（6）親への親密性：水本（2016）の「母親への親密性尺度」を利用した。尺度は「親への心

づかい」 （｢親をいたわっている」など9項目）と 「親の価値観へのとらわれ」 （｢私の意見に親

が賛成してくれないと不安になる」など5項目） と 「親への絶対的安心感」 （｢親には本音が言

える」など3項目）から構成されており、 「母親」という表記を「親」に変えて使用した。 “よ

くあてはまる（5点)”から “全くあてはまらない（1点)”までの5件法で評定を求めた。

統計処理は、 SPSSStatistics26brWindowsを用いた。

Ⅳ結果

1 ~開示する情報の分類

20項目の日常の事柄について、 「個人の自由」判断得点を用いて、因子分析（最尤法、プロ

マックス回転）を行い、高橋（2021）同様に4因子を抽出した(Tablel)。第1因子は、 「宿

題や課題を提出しないこと」など5項目からなり 「自己管理領域」と名づけた。第2因子は、

「夜遅くまで外出すること」など6項目からなり 「多面領域」と命名した。第3因子と第4因

子は先行研究（高橋， 2021） と全く同じ項目がまとまったため、第3因子を「進路｣、第4因

子を「恋愛」 と命名した。同じ項目を使用した先行研究（高橋， 2021） との違いは、 「健康に

良くないようなインスタント食品や菓子ばかりを食べていること」が、 自己管理領域ではなく

多面領域に含まれたこと、多面領域の項目であった「休みの日にどこに行くのか、何をするの

か」と「誰と一緒に泊まりに行ったり、旅行に行ったりするか」が除外項目となったこと、除

外項目であった「自分のお金を何に使ったか」が多面領域に含まれたことだった。内的整合性

を示すCronbachのα係数は、第1因子α=.83、第2因子α=.77、第3因子α=.82、第4因子

α＝65であった。因子ごとに下位項目得点の平均値を算出し、 「個人の自由」得点とした。

2．各変数の基本統計量

「親の情報の求め」や「不快感」についても、 「個人の自由」得点の因子分析によって分類し

た4つの領域に対応した項目の平均値、 α係数を算出した。親への親密性尺度（水本， 2018）

と母子関係における精神的自立尺度(水本・山根,2011）の下位尺度得点も算出した(Table2)。

次に、水本（2018）にならい精神的自立尺度の「親との信頼関係」と「親からの心理的分離」

のそれぞれの中央値を基準にして、 4つの類型に分類した。どちらの下位尺度も性差および学

年差がないことを確認し、全員の中央値を算出したところ、 「親との信頼関係」は4．0点、 「親

からの心理的分離」は3．4点だった。親との信頼関係と親からの心理的分離のどちらも低い「依
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存葛藤型｣、どちらも高い「自立型｣、親との信頼関係は低いが、親からの心理的分離が高い「関

係疎型｣、親との信頼関係は高いが、親からの心理的分離が低い「密着型」に分類した。学年に

おける各類型の割合を、 Figurelに示した。カイニ乗検定の結果、密着型は2年生において少

なく、 3年生において多かった(X2 (6) =13.67, p<.05)が、他の類型の割合に偏りはなか

った。

Tablel 「個人の自由｣項目による因子分析結果 （最尤法プロマツクス回転)n=470

項目 F1 F2 F3 F4 〃 S、

No.第1因子自己管理領域(q=.83)

14宿題や課題を提出しないこと

6学校の授業をさぼること

l6学校で先生に注意されるようなことをすること

3勉強をしなかった結果、試験で悪い点を取ること

920歳になる前にお酒を飲むこと

第2因子多面領域 （α＝､77）

11夜遅くまで外出すること

12ネット上で知り合った人と連絡を取り合うこと

13スマホやパソコンを長時間すること

20ツイッターやインスタなどのSNSに、どんな情報をのせるか

1自分のお金を何につかったか

19健康に良くないようなインスタント食品やお菓子ばかりを食べていること

第3因子進路 （α＝.82）

2将来どんな職業につくか

5卒業後にどんな進路を選ぶか

第4因子恋愛 （α＝.65）
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０

１
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９
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０
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０
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７

２
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２

１

０

１

０

０

０

凸
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3.98

4.42

3~70

4．56

4．23

1.21

1.14

.83

1.38

.76

1.02

同
02 ．03

02 ．03

-.034.78 .55

.05 4.77 55

8今、恋人をつくること

4恋愛対象としてどんな人を好きになるか

18誰とデートに行くか
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３

１
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７

０

０
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２
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１

２

９

０

１

０

■
■
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56

4．86

4．93

4．83

45

31

49

因子間相関

F2

F3

F4

F1 F2 F3

．63

．18 ．37

．23 ．33 ．51

除外項目

7親があまり好まないような子と友だちであること

lO休みの日に、どこに行くのか、何をするのか

15ダイエットのために食事を抜いたこと

17雛と一緒に泊まりに行ったり、旅行に行ったりする力

７

０

７

１

釦

６

５

９

８

〃

4.62

4.81

4.28

4.59
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Table2 下位尺度の平均値

領域 平均 SD 度数 a

個人の自由 自己管理

多面

進路

恋愛

親の情報の求め自己管理

多面

進路

恋愛

不快感 自己管理

多面

進路

恋愛

3．25

4．10

4．77

487

2．05

2．33

3．83

2．48

2．36

2．69

1~87

3．00

1.07

．74

.51

．32

．92

．79

1． 14

123

．93

1．04

109

140

471

473

473

473

472

472

473

472

471

472

472

472

83

77

82

65

75

70

87

79

76

83

83

90

~75

1.00

L08

．83

~81

親への親密性親への心づかい

親の価値観へのとらわれ

親への絶対的安心感

精神的自立親との信頼関係

親からの心理的分離

3．82

2．83

3．78

3．96

3．29

473

473

473

473

473

91

84

86

86

75

□1年ロ2年口3差

緊
碓
熟
眠
銚
醗
繋
醗
醗
雌

４

４

３

３

２

３

１

１

~

一Ⅱ ｢一

~

Ⅱnm l ll IM | |n
依存葛藤型関係疎型 密着型 自立型

Fwgure1 学年ごとの4頚型の割合

3．青年の精神的自立の4類型による親への親密性、個人の自由判断、親の情報の求め、およ

び不快感の違い

青年の精神的自立のタイプによって、 「親への親密性｣、 「個人の自由」判断、 「親の情報の求

め｣、親の情報の求めに対する「不快感」の平均値に差があるかどうか検討するため分散分析を

行い、類型の主効果が有意であった場合、多重比較(Bonferroni)を行った(Table3)。

（1）親への親密性

類型の主効果は、 「親への親密性」の3つの下位尺度のすべてで有意であった。 「親への心づ

かい」 (F(3,472)=2935,p<.01)と「親への絶対的安心感」 (F(3,472)=8027,p<.01)の得点は、

関係疎型が最も低く、関係疎型よりも依存葛藤型が高く、密着型と自立型がさらに高かった。

「親の価値観へのとらわれ」 (F(3,472)=10.14,p<.01)は、関係疎型と自立型よりも、依存葛

藤型と密着型が高かった(Table3)。
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Table3 精神的自立の類型の各変数得点の比較

密着型

、＝164

〃 ィ“ノ

自立型

､＝116

〃 KSDノ F価

依存葛藤型

、＝70

M ィ<SDノ

関係疎型

、＝123

〃 イSロノ 多亜比凌

親への心づかい

親密性親の価値観へのとらわれ

親への絶対的安心感

(､66）

(､93）

(.89）

3.37 （,84）

2.86（1.06）

258（1.03）

(､62）

(､72）

(.97）

(.60）

(､84）

(､96）

3.69

3.39

3.19

4.10

4.32

3.02

密

依

密

く

く

く

依

自

依

く

く

疎

疎

疎

自

密

自

398

4.24

2.60

29.35車な

1014＊＊

80.27＊＊

自己管理

多面

進路

恋愛

(1.07)

（､80）

（､74）

（､47）

3.39（1.11）

4.28 （､62）

4.83 （､39）

4.92 （.20）

3.27

4.03

4.62

4.81

3.13（1.02）

3.98 （､78）

4.72 （､53）

4.83 （.37）

(1.08）

（ ~72）

（､34）

（.23）

3.27

4.12

4.89

492

1.51

4．27車＊

5．51章＊

3．76

疎

疎

ｓ

く

く

Ｓ

ｎ

密

依

、

個人の

自由 依，密く自

自己管理領域

親の情報多面領域

の求め進路

恋愛

2.04 ( .90)

2.40 （､84）

3.50（1.24）

2.33 （1‘26）

2.24 （､84）

2,37 （､85）

3.91 （1,02）

259（1.26）

2.02 （､95）

2.29 （､80）

3.97（1.05）

2.53（1~17）

1.97 （93）

2.29 （.67）

3.92（1.15）

2.50（1.25）

1.33

.62

4.82＊＊

93

、.S，

、.S，

疎く密． 自

n.S，

自己管理領域

不快感多面領域
進路

恋愛

2.76 （､83）

3.01 （.95）

214（1.07）

3.36 （129）

2.72 （､98）

3.14（1.03）

2.47（134）

3.62（137）

2.05 （､83）

2.32 （94）

1.56 （､81）

2.51 （1.25）

（.85）

（.99）

（､83）

（1.38）

2.17

2.53

1.52

283

９

や

９

号

密

密

密

密

依

依

依

依

く

く

く

く

白

目

｛

ヨ

｛

日

｛

ヨ

疎

疎

疎

疎

20.40ヰカ

20‘26 ．．

2534＊＊

18．77＊＊

*＊p＜､01 宣p＜､05

（2） 「個人の自由」判断

「個人の自由｣得点は､多面領域(j7(3,472)=4.27,p<､01)と進路領域(J7(3,472)=5.51,p<.01)

で類型の主効果が有意であった。多面領域の「個人の自由」得点は、密着型よりも関係疎型で

高かった。進路の「個人の自由」得点は依存葛藤型よりも関係疎型が高く、依存葛藤型と密着

型よりも自立型で高かった(Table3)。

（3）親の情報の求め

「親の情報の求め」は､進路においてのみ類型の主効果が有意であり(j7(3,472)=4.82,p<01),

関係疎型よりも密着型と自立型の方が高かった(Table3)。

（4）親の情報の求めに対する不快感

「不快感」は自己管理(F(3,470)=20.40,p<.01) , 多面(F(3,471)=2026,p<.01) ,進路

(F(3,471)=25.34,p<.01),恋愛(J(3,471)=18.77,p<.01)のすべての領域で類型の主効果が有意

だった。すべての領域で「不快感」の得点は、 「密着型」と「自立型」よりも「依存葛藤型」 と

「関係疎型」の方が高かった(Table3)。

4．青年の精神的自立の4類型による親への開示得点の差

5つの情報管理方略を｢自分から話す／親の前でかくさない｣､｢聞かれたらありのまま言う」、

「聞かれたら少しだけ言う」、 「聞かれても言わないか，話をそらす｣、 「聞かれたら， ごまかし

たり嘘をつく」の順に5点から1点とし、点数が高いほど開示する程度が高いとみなした。領

域ごとに平均を算出したものを「親への開示」得点とし、精神的自立の4類型で差があるかど

うか分散分析を行ったところ、すべての領域で類型の主効果が有意であった。多重比較をおこ

なった結果をTable4に示す。
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自己管理領域(j7(3,386)=13.54, p<01) 、多面領域(J7(3,368)=19.80,p<.01) 、進路

(j7(3,445)=18.08,p<.01)の「親への開示」得点は、依存葛藤型と関係疎型よりも、密着型と

自立型の方が高かった。恋愛(j7(3,385)=1049,p<.01)の「親への開示」得点は、関係疎型よ

りも自立型が高く、関係疎型と依存葛藤型よりも密着型の方が高かった。

Table4 開示得点における精神的自立の類型の比較

愉存葛鳴湧係疎為“密着為〃喜立為〆値 多重ft"

自己管理

多面

進路

恋愛

（､87）

（ ~69）

（72）

（125）

（96）

（ ~74）

（92）

(1.12）

(､65）

(.59）

(､65）

( .98）

(153）

（ ､62）

（､57）

(1.10）
密
く

自

自

自

依

蜜

密

密

疎

く

く

く

疎

疎

疎

自
く

依

依

依

疎

3.37

3.63

4.02

3.02

3．41

353

3．90

298

4．11

415

4．47

3．69

4.04

3.97

4.42

3.47

13.54＊＊

19.80**

18.08＊＊

10.49＊＊

､*p<､01 *p<､05

5．精神的自立の4類型ごとにみた各領域における親への開示得点と各変数との相関

各領域の「親への開示」得点と、 「親への親密性」の3つの下位尺度（｢親への心づかい｣、 「親

の価値観へのとらわれ｣、 「親への絶対的安心感｣)、 「個人の自由」判断、 「親の情報の求め｣、お

よび「不快感」 との関連を見るため、類型ごとに相関係数を示した(Table5)。すべての類型

に共通だったのは、すべての領域において「不快感」 と「親への開示」 との間に有意な負の相

関があったことである。相関係数の値も、 z=-.30**からz=-.73**と比較的高い値であった。親

がたずねることを嫌だと感じると開示する程度が低いと言える。

関係疎型と密着型は、 「親への開示」得点と各変数との相関の仕方が似ており、 「親への絶対

的安心感」はすべての領域の「親への開示」得点と有意な正の相関があった。また関係疎型と

密着型は、 自己管理、進路、恋愛領域の「親への開示」得点と 「親への心づかい」との間に正

の相関があった。すべての類型で、自己管理領域と多面領域において「親の情報の求め」と「親

への開示」得点との関連はなかった。進路に関する「親の情報の求め」と「親への開示」得点

との間に、依存葛藤型(z･=.30*) と密着型(I=20*) と自立型(I=27**)は有意な正の相関

があった。恋愛に関する「親の情報の求め」と「親への開示｣得点との間に、関係疎型(z･=.25*)

と密着型('=32:I:*) と自立型(z=.24*)は有意な正の相関があった。

6~精神的自立の4類型ごとにみた各領域における親の情報の求めとその不快感との関連

親が青年に実際に尋ねている程度と、親のそうした行動を青年が嫌だと感じることに関連が

あるかどうか検討するため、各領域の「親の情報の求め」とその行動に対する「不快感」 との

相関係数を類型ごとに算出した。その結果、自己管理領域では「親の情報の求め」と「不快感」

との関連はみられなかった。多面と恋愛領域では、密着型（多面Z=-.17*、恋愛z=-.24**)

と自立型（多面z=-.19諾、恋愛』=-25火悲）は、 「親の情報の求め」と「不快感」との間に有意

な負の相関があった。進路領域では依存葛藤型(z'=-.31**)、関係疎型(z=-23**)、密着型

('=-17*)、 自立型(z=-.29**)のすべての類型で有意な負の相関があった。
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Table5精神的自立類型ごとにみた各領域における開示得点と変数との相関

自己管理領域開示得点依存葛藤型 関係疎型 自立型密着型

＊

＊

２

１

４

０

８

０

１

０

１

１

４

２

一

一
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０
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２

０
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０

８

２
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０
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０

一

一

＊

＊

＊

５

４

４

２

１

１

２

０

１

０

３

０

一

一

一

親への心づかい

親の価値観へのとらわれ

親への絶対的安心感

個人の自由

不快感

親の情報の求め

多面領域開示得点 依存葛藤型 関係疎型 密着型 自立型

＊

＊

＊

２

３
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０

１

０
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１

１

５

１

一

一

一

＊

＊

＊

＊

＊

＊

２

９

９

２

７

１

３

０

３

０

５

０

一

一

＊

＊

＊

＊

３

５

４

７

７

７

１

０

３

０

５

１

一

一

＊

＊

＊

＊

３

１

１

７

０

１

１

２

２

０

６

１

一

一

親への心づかい

親の価値観へのとらわれ

親への絶対的安心感

個人の自由

不快感

親の情報の求め

進路開示得点 依存葛藤型 関係疎型 密着型 自立型

＊

＊

＊

＊

０

５

９

２

０

０

２

２

０

１

６

３

一

一

＊

＊

＊

＊

＊

０

２

１

４

５

８

２

０

４

０

６

１

＊

＊

＊

＊

＊

＊

＊

１

７

９

５

２

０

２

０

３

０

６

２

親への心づかい

親の価値観へのとらわれ

親への絶対的安心感

個人の自由

不快感

親の情報の求め

＊

＊

幸

＊

＊

＊

＊

５

７

７

１

５

７

２

０

１

２

４

２

由
申
●
申
■
●

恋愛開示得点 依存葛藤型 関係疎型 密着型 自立型

＊

＊

＊

＊

８

０

１

３

８

２

０

１

４

０

６

１

－

－

＊

＊

＊

＊

＊

＊

＊

６

４

９

６

３

５

２

０

３

０

７

２

一

一

親への心づかい

親の価値観へのとらわれ

親への絶対的安心感

個人の自由

不快感

親の情報の求め

＊

＊

＊

＊

＊

＊

＊

＊

０

１

２

１

０

２

２

０

４

２

６

３

＊

＊

＊

＊

０

９

６

１

２

４

１

１

０

２

７

２

Ｃ
ｅ
。
●
■
各

一

一

**p<01 *p<05
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7~精神的自立の4類型ごとにみた親への開示得点に及ぼす影響要因

親への開示に影響を及ぼす要因を検討するため、親への親密性の3つの下位尺度（｢親への心

づかい｣、 「親の価値観へのとらわれ｣、 「親への絶対的安心感｣） と、 「個人の自由判断｣、 「親の

情報の求め｣、および｢不快感」を説明変数､各領域の開示得点を目的変数として重回帰分析（ス

テップワイズ法）をおこなった。Table6に、精神的自立の類型ごとに重回帰分析の結果を示し

た。自己管理領域はすべての型で、重決定係数（尺2）が.13~.20と他の領域よりも低かった。

すべての領域において、親への親密性のうち「親の価値観のとらわれ」は、 「親への開示」を予

測しなかった。以下に類型ごとの結果を示した。

（1）依存葛藤型

依存葛藤型はすべての領域において、親への開示を有意に予測したのは不快感（β＝－~44*＊

～一.68詩蒋）だけであった。不快感が低いほど開示する程度が高いと言える。

（2）関係疎型

関係疎型は､自己管理領域と多面領域における｢親への開示｣は｢不快感｣（自己管理β＝一・33**、

多面β＝-.54驚鍔）と「親への心づかい」 （自己管理β＝~25常*、多面β＝23**）から予測され、 「不

快感」が低いほど、また「親への心づかい」が高いほど開示する程度が高いと言える。進路は

「不快感」（β＝一.57譜*）と「親への絶対的安心感」（β＝~19*)が､恋愛は｢不快感」（β＝-.71燕瀦）

と「親の情報の求め」 （β＝､14洲）が、 「親への開示」を予測したが、数値はいずれも「不快感」

の影響が大きいと言える。

（3）密着型

密着型は、自己管理領域、多面領域、進路領域、恋愛領域の「親への開示」は、 「不快感」 （自

己管理β＝－．27*煮、多面β＝－．51**、進路β＝-.56瀦詩、恋愛β＝-.46**） と「親への絶対的安

心感」 （自己管理β＝､25**、多面β＝､19*、進路β＝21悲溌、恋愛β＝､20**）から予測され、 「不快

感」が低いほど、また「親への絶対的安心感」が高いほど開示する程度が高いと言える。恋愛

の開示は、 「不快感」 と「親への絶対的安心感」以外にも、 「個人の自由」 （β＝､15*)、 「親の情

報の求め」 （β＝､18*）から予測され、恋愛領域を個人の自由と思うほど、親がたずねるほど、

親へ開示すると言える。

（4）自立型

自立型は、多面領域（β＝一.60**） と恋愛（β＝一~72**）の「親への開示」は、 「不快感」か

らのみ説明され、不快感が低いほど開示する程度が高いと言える。進路領域の「親への開示」

は、不快感（β＝－45**）と個人の自由（β＝､19*）から予測され、不快感が低いほど、進路に

ついて個人の自由であると判断するほど進路について開示する程度が高いと言える。自己管理

領域の「親への開示」は、不快感（β＝一.28誇誇） と 「親への心づかい」 （自己管理β＝､20*）か

ら予測され、 「不快感」が低いほど、また「親への心づかい」が高いほど開示すると言える。
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Table6 自立類型ごとにみた開示得点に対する重回帰分析(ステップワイズ法）

依存葛藤型

β

関係疎型

β

密着型

β

自立型

β

自己管理領域

開示得点

不快感

親への心づかい

親への絶対的安心感

決定係数R2

一.44*＊ -.28*＊

20＊

－．33*＊

25*＊

一.27*＊

25*＊

20*＊ 20*＊ 16*＊ 14＊

依存葛藤型

β

密着型

β

関係疎型

β

自立型

β

多面領域

開示得点

不快感

親への心づかい

親への絶対的安心感

決定係数R2

－．51*＊ －54*＊

23*＊

一.51*＊ －．60*＊

19＊

26*＊ 38*＊ 35＊ 36*＊

依存葛藤型

β

関係疎型

β

密着型

β

自立型

β

進路

開示得点

不快感

親への絶対的安心感

個人の自由

決定係数R2

一.60*＊ －．57*＊

、19＊

－．56*＊

、21*＊

－．45*＊

19＊

36*＊ 45＊ 43*＊ 24＊

依存葛藤型

β

関係疎型

β

密着型

β

自立型

β

恋愛

開示得点

不快感

親への絶対的安心感

個人の自由

親の情報の求め

決定係数R2

一.68*＊ －．71＊＊ ＊

＊

無

＊

＊

＊

贋

』

Ｏ

ｏ

Ｒ

Ｕ

ｎ

Ｕ

１

４

Ｔ

Ｌ

４

２

．

．

一.72*＊

14＊

46*＊ 55＊ 45＊ 51*＊

**p<01 *p<.05

V考察

本研究は，高校生を対象に，青年の親への情報開示に及ぼす影響要因として、親の情報の求

め、親の情報の求めに対する不快感、親への親密性（水本， 2016） 、個人の自由の判断を取り

上げ、その関連の仕方が青年の精神的自立の4類型（水本， 2018）によって異なるかどうかを

検討した。高橋（2021）のデータに高校1年生を加え、青年に関する様々な行動について「個

人の自由」得点を用いて因子分析を行った結果、 自己管理、多面、進路、恋愛の4つの領域に

分けることができたため(Tablel)､領域ごとに青年の親への開示を予測する要因を検討した。
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まず、水本（2018）は大学生を対象とし、 「親との信頼関係」と「親からの心理的分離」の

それぞれの中央値の上下の組み合わせから、精神的自立を4つに分類した。本研究は高校生を

対象としたため、 「親との信頼関係」の中央値は、水本（2018）の3．8に比べ本調査では4．0

と高く、 「親からの心理的分離」の中央値は水本（2018）の3．8に対して本調査では3．4と低

かった。今回の調査対象の高校生は「親との信頼関係が高いままに、親から心理的に分離して

いく密着型から自立型という変化」 （水本， 2019）の過程にある者が多いことが推測される。

それにもかかわらず、 4類型による「親への親密性」の違いは、ほぼ同じ結果となっていた。

水本（2018）と同様に、 「親への心づかい」や「親への絶対的安心感」は、 「親との信頼関係」

が高いタイプである自立型や密着型の点が高く、関係疎型の点が低かった(Table3)。また「親

の価値観へのとらわれ」は、 「親からの心理的分離」が低いタイプである依存葛藤型や密着型

の方が、関係疎型や自立型よりも高かった(Table3) 。よって、高校生の精神的自立を4類型

に分けることや、親への親密性の3つの側面を用いて分析することに問題はないと思われる。

1 「親への開示」 、 「親の情報の求め」 、親の情報の求めに対する「不快感」の類型による

違い

青年の「親への開示」そのものは、 「親との信頼関係」が高いタイプである自立型と密着型

の方が、 「親との信頼関係」が低いタイプである依存葛藤型や関係疎型よりも高いという仮説

は、 自己管理、多面、進路の領域で支持された(Table4) 。恋愛も密着型が、依存葛藤型と関

係疎型より開示得点が高く、 自立型は関係疎型よりも開示得点が高かったことから、ほぼ支持

されたと言える。 「親への開示」 とは逆に、親の情報の求めに対する「不快感」については、

「親との信頼関係」が低いタイプの方が、 「親との信頼関係」が高いタイプよりも「不快感」

が高いと予想したが、こちらはすべての領域で支持された(Table3) 。 「親の情報の求め」は、

類型による差はないと予想したが、 自己管理、多面、恋愛領域においては支持された。進路に

おける「親の情報の求め」だけは、関係疎型が、密着型と自立型よりも点が低かった。進路は

高校生の親子にとって関心が高い話題にもかかわらず、関係疎型の青年は親がたずねることが

少ないと評価しているということは、親が進路についてたずねないことが、親が自分を尊重し

ていないと青年に感じさせ、親と自分を独立した存在と認識させることにつながっている可能

性がある。

2 「親の情報の求め」と青年の「親への開示」との関連

「親の情報の求め」と「親への開示」得点との有意な相関が、自己管理領域と多面領域では、

どの類型においてもみられなかった(Table5) 。 「親の情報の求め」 と 「親への開示」 との間

に正の関連があるのは、青年が「個人の自由である」 と考える進路と恋愛領域であり、 自己管

理領域や多面領域ではそうした関連がみられないとの仮説は支持された。ただし、親の情報の

求めと開示との正の関連がみられるのは、 「親との信頼関係」が高いタイプのみであるとする
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仮説は一部支持されなかった。予想どおり密着型と自立型は、進路と恋愛の両方で親の情報の

求めと親への開示との間に有意な正の相関があった。しかし、進路では依存葛藤型、恋愛では

関係疎型の青年も、親の情報の求めと親への開示との間に有意な正の相関があった(Table5)。

進路と恋愛について「親との信頼関係」が高くない類型でも、 「親の情報の求め」と「親への

開示」との間に正の関連があったことは、親子間の日常の会話のやりとりの多さを反映してい

る可能性がある。進路領域の「親の情報の求め」は、すべての類型で、親の情報の求めに対す

る「不快感」との間に有意な負の相関があり （』=－~17詩~-.31燕*） 、 「親との信頼関係」が高

い密着型と自立型は、進路に加えて多面と恋愛の領域においても「親の情報の求め」と「不快

感」 との間に有意な負の相関があった(z=-.17*~-.25譜溌） 。つまり、親が自分の行動や考え

についてたずねてこないことの方が青年は嫌だと感じていることを示している。 「親との信頼

関係」が高い類型の方が、親がたずねてこないことを嫌だと感じていることから、親が自分の

考えや行動を知ろうとすることを、 自分に対する尊重や関心の高さととらえていることが示唆

される。また、本結果は、青年が親の情報の求めを「気遣いや関心の表れと感じると、より積

極的に情報を共有し、そうすることで親との密接な関係を維持しようとする (Baudatet

a1.,2020) 」 という指摘を支持するものと言える。

一方、進路や恋愛の話題とは異なり、課題を提出しないことや健康に良くない食品を食べる

といった項目が含まれる自己管理領域や、夜遅くの外出やネットの使用方法などが含まれる多

面領域の話題は、親から叱られたり、行動を制限されたりするおそれのある話題であるため、

親がたずねても青年は開示するとは限らない。また自己管理領域は母親が知りたがる情報であ

るが(Smetana&Rote,2015)、親も自分の子どもがそのような行動をする心配がない場合は、

わざわざたずねたりしないため、親の情報の求めと親への開示との関連がなかったと考えられ

る。親の情報の求めと青年の開示との関連を検討した先行研究(Baudateta1. ,2020 ;

Hawk,2017;LaFleureta1. ,2016)は、いずれも親のたずねる内容の違いは区別していなかった

が、本結果から、 「親の情報の求め」が「青年の開示」に関連するのは、親から注意される可

能性のあるような自己管理領域の話題ではなく、進路や恋愛のように青年が「個人の自由であ

る」 と判断していて（高橋， 2021） 、親がたずねることが自分への関心と感じられる話題の時

や、親との信頼関係がある場合であることが示唆された。

3親への親密性と親への開示との関連

「親への心づかい」は、親を思いやり気遣おうとする特徴であるため、青年が親の気持ちを

理解して、心配させないために親へ情報を開示することもあると考え、 「親への開示」と正の関

連があると予想した。また、最も自立していない型である依存葛藤型は、 「親への心づかい」と

「親への開示」との正の相関がないと予想した。 「親への心づかい」と「親への開示」との間に

見られた有意な相関は、すべて正の相関であり、依存葛藤型は多面領域以外では「親への心づ

かい」と「親への開示」 との間に有意な相間がなかった(Table5) ことから、仮説はおおむね
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支持された。予想はしていなかったが、依存葛藤型と対照的に、関係疎型は「親への心づかい」

と 「親への開示」との有意な正の相関がすべての領域でみられた。関係疎型が依存葛藤型と違

う点は、 「親とは異なる考えがある｣、 「親とは互いに独立した関係である」という「親からの心

理的分離」が高いことである。関係疎型は、 「親への心づかい」が他の類型よりも低かったが、

親と自分の考えの違いを意識したうえで、親の気持ちを理解し、親の立場を考えて接すること

が出来る青年は、親に開示することが示唆される。

親が無条件に自分の情緒的欲求を受け入れてくれるという安心感を示す「親への絶対的安心

感」は、 「親には本音が言える」という項目に代表されるように、 「親への開示」 と正の関連が

あると予想した。 「親への絶対的安心感」と「親への開示」との間にあった有意な相関はすべて

正の相関であり (z=.21火~.42**) 、仮説は支持された(Table5) 。また、密着型は「親からの

心理的分離」が低く、親と独立した考えを持つことが出来ていなため、情報の内容領域に関わ

らず、 「親への絶対的安心感」と親への開示と間に正の関連があると予想した。密着型はすべて

の領域で「親への絶対的安心感」 と「親への開示」 との間に有意な正の相関があった点は仮説

と一致したが、関係疎型も密着型と同様に､すべての領域で有意な正の相関があった(Table5)。

密着型だけでなく、 「親との信頼関係」の低い関係疎型も、 「親への心づかい」と 「親への絶対

的安心感」 という2つの親密性で親への開示と正の関連があったことは、精神的自立の下位概

念である「親との信頼関係」 と 「親への親密性」が異なる概念であること （水本,2016）を支

持している。 「親との信頼関係」は、 「(母）親について信頼に値し自分を信頼する存在であると

評価していること」 （水本， 2016）を示している。関係疎型の結果から、親を信頼していない

青年であっても、親に「情緒的な距離の近さ」 （水本， 2016）を感じている場合は、親へ開示

すると言える。

4 「親への開示」に影響を及ぼす要因と精神的自立との関係

「親への開示」を予測する変数を明らかにするため、重回帰分析を行ったところ、すべての

領域とすべての類型で、親の情報の求めに対する「不快感」が「親への開示」に負の影響を与

えていた(Table6)。どの領域の話題でも、親の情報の求めに対して「嫌だ」 と感じると、開

示しないといえる。 「不快感」以外の変数が「親への開示」に与える影響は、精神的自立の類型

によって違いがあることが分かった。

依存葛藤型は、多面、進路、恋愛において「親への開示」 と有意な正の相関があった変数

(Table5)は、重回帰分析において「親への開示」への影響は有意ではなく、 「親への開示」

を予測したのは、親の情報の求めに対する「不快感」だけであった。依存葛藤型は「親との信

頼関係」と 「親からの心理的分離」の両方が低い、最も精神的に自立していないタイプである

ことから、親との関係を考慮して開示するというよりも、開示するかどうかは「自分が嫌だと

思うかどうか」という視点のみで判断しているのかもしれない。

関係疎型は、自己管理領域と多面領域における親への開示は､「不快感」と「親への心づかい」
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から予測された(Table6)。 「親との信頼関係」は「親について信頼に値し、 自分を信頼する存

在であると評価していること」を示す（水本， 2016）が、親との信頼関係が低くても、親と自

分を独立した存在と考え、親の気持ちを考えることが出来る青年は、 自己管理領域や多面領域

といった親が心配しそうな行動について開示することが示唆された。

密着型は、 「親への開示」と有意な正の相関があった「親への心づかい」 (Table5)が、重回

帰分析では「親への開示」への影響が有意ではなかった。一方、 「親への開示」と有意な正の相

関があった｢親への絶対的安心感｣は､すべての領域で｢親への開示｣を有意に予測した(Table6)。

「親への絶対的安心感」は、 「母親が無条件に自分の情緒的欲求を受け入れてくれるという安心

感」を示し、 「親には本音が言える｣、 「親に助けてほしい時には、素直に助けを求めることが出

来る｣、 「親といるとき私は自分らしくいられる」などの項目で測定される（水本，2016；水本，

2018)。密着型は自立型とは異なり、 「親からの心理的分離」が低いことから、親と自分を別の

考えをもつ独立した存在としてはとらえておらず、一体感を感じていると言える。そのため、

親は自分をいつでも受け入れてくれると考えて、情報の種類にかかわらず開示し、親と気持ち

や感情を共有することで、親密な関係を維持していると考えられる。

自立型は「不快感」以外に「親への心づかい」も自己管理領域の「親への開示」を有意に予

測した｡関係疎型の結果と合わせて考えてみると、｢親からの心理的分離｣が高いことに加えて、

親をいたわり、親の気持ちを察することができる青年は、学校の課題や試験の点、飲酒といっ

た親が知りたがる情報(Smetana&Rote,2015)について開示することが示唆された。

「親の情報の求め」それ自体が「親への開示」を予測したのは、恋愛領域のみであり、類型

も関係疎型（β＝~14*）と密着型（β＝､18*）だけであった。関係疎型と密着型は、 「親との信頼

関係」と「親からの心理的分離」の高低の組み合わせに共通点はなく、標準化偏回帰係数（β）

も高くないことから、この類型のみ「親の情報の求め」が開示を予測した理由については明ら

かにできないが、親がたずねると青年が開示するという関連は、恋愛など限られた話題におい

て見られ、青年の精神的自立の様相によっても異なることが示唆された。 「個人の自由である」

と判断することが親への開示に影響するのではなく，親の情報の求めに対して「嫌だ」 と感じ

ることがすべての領域での開示を予測したことは､｢親の情報の求め｣が｢プライバシーの侵害」

を媒介し、 自発的開示に負の影響を与えることを示した先行研究(Hawk, 2017)の結果を支持

するものといえる。親が青年の情報を知りたいと考えて直接たずねる場合は、その行為が青年

に口出しや干渉とみなされないことが必要であると言える。

Ⅵ今後の課題

恋愛関係は他の領域よりも「個人の自由」と判断されている（高橋2021）ため、親が情報

を求めることについてはプライバシーの侵害と判断されやすいとも考えられるが、親の情報の

求めが青年の開示を予測するのは恋愛領域に限られていた。恋愛関係については情報開示に関

連する要因が他の領域とは異なることが示唆されていることから(Rote&Smetana, 2016)、
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なぜこの恋愛領域だけ親が情報を求めると青年が開示するのかを明らかにするため、恋愛関係

に関する項目を増やし対象年齢も青年後期まで広げて検討する必要があるだろう。

親の情報の求めに対して青年が「嫌だ」 と感じないことが、親への情報開示を予測するのに

重要であることが示唆されたため、領域ごとに親の情報の求めを青年がどのように認識してい

るのか、嫌だと思う （思わない）理由についても明らかにする必要がある。同様に、親密性の

うち「親への心づかい」 と「親への絶対的安心感」も親への開示を予測し、青年が親を心配さ

せないために情報を開示している可能性が示唆されたが、 この点も親の情報の求めに対し青年

が開示する理由を検討することで明らかにできるだろう。

今回は高校生の精神的自立による差に焦点を当てたため、母親と父親は区別せず分析した。

社会的領域ごとの親の養育実践と青年の適応を検討した研究(Sorkhabi&Middaugh,2019)

では、母親と父親のモニタリングと青年の適応との関連に差もみられていることから、今後は

母親と父親と青年の性別の組み合わせによる検討も必要である。
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1 地域問題研究所概要

三重短期大学地域問題研究所規程

平成20年3月30日

三重短期大学規程第52号

改正平成31年3月26日三重短期大学規程第5号

改正令和3年3月15日三重短期大学規程第12号

改正令和3年7月15日三重短期大学規定第18号

（名称）

第1条この研究所は、三重短期大学学則（平成18年三重短期大学規程第1号）第63条

の2に基づき、三重短期大学付属施設として設置し、三重短期大学地域問題研究所（以下

「研究所」 という。 ） と称する。

（目的）

第2条研究所は、本学がよって立つ地域社会に関わる諸問題の調査研究を行い、もって、

地域社会の生活と文化の向上に寄与し、併せて本学の教育・研究の発展に資することを目

的とする。

（所員）

第3条本学の専任教員は、研究所の所員となる。

2所員は、総会での議決を行う。また、研究所の施設及び資料の利用並びに研究所の
刊行物への研究成果の掲載を行うことができる。

(事業）

第4条研究所は、その目的を達するため、必要に応じて三重短期大学地域連携センターと

協力して次の事業を行う。

(1) 調査及び研究

（2） 文献、資料及び情報の収集、保管及び閲覧並びに関係機関との研究及び
文献資料などの交流

（3）研究会の開催及び研究成果の公表

（4）奨励研究員による学外研究交流集会の開催

（5）所員研究交流集会における全研究員の報告・発表

（6） その他研究所の目的達成のために必要と認められる事業
(著作権）

第4条の2研究所の刊行物に掲載された著作物の著作権は研究所に属する。
（運営組織）

第5条研究所に、研究所長、総会及び運営委員会を置く。
（研究所長）

第6条研究所長は、総会の推薦に基づき、学長が任命する。

2研究所長は、研究所の業務を掌理し、研究所を代表する。

3研究所長の任期は2年とし、再任を妨げない。
（総会）

第7条研究所の基本事項は、総会において審議し、及び決定する。

2総会は、必要に応じ、又は所員の要望があった時に研究所長が招集する。

3総会は、所員の過半数の出席により成立する。
4第1項の基本事項とは、次のものをいう。

(1) 毎年度の事業計画及び予算の作成並びに決算の承認
（2）研究員の推薦

（3）研究所長の推薦
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（4） その他研究所に関する重要事項

（運営委員会）

第8条研究所の運営を行うため、運営委員会を置く。

2運営委員は、研究所長、所員の中から選出された運営委員2名及び研究員の互選による
若干名とし、学長が任命する。

3運営委員の任期は2年とし、再任を妨げない。

4運営委員会の議長は研究所長とし、研究所長は研究所の運営のために定期的に運営

委員会を開催する。

（研究員）

第9条研究員は、研究費の支給を受けて地域研究を進め、また、互選により運営委員とな

ることができる。

2研究員は、研究所長が総会に諮って、所員の中から推薦し、教授会の議を経て学長

が任命する。

（特別研究員）

第10条特別研究員は、広く学内外に人材を求め、研究所長が総会に諮って推薦し、教授

会の議を経て学長が任命する。

2満70歳に達する年度末を超えて特別研究員になることはできない。
（監査）

第10条の2監査は研究員でない所員であって、総会が指名した者が行う。
（委任）

第11条この規程に定めるもののほか、規程の施行に関し必要な事項は、別に定める。

附 則

（施行期日）

1 この規程は、平成20年4月1日から施行する。

（三重短期大学地域問題総合調査研究室規程の廃止）

2 三重短期大学地域問題総合調査研究室規程（平成18年三重短期大学規程第37号）

は、廃止する。

（経過措置）

3 この規程の施行の際旧研究室規程により現に室長、運営委員または研究員となっている者

の取り扱いについては、それぞれ新規程による、所長、運営委員、研究員とみなす。

4 この規程は、平成31年4月1日から施行する。

附 則

この規程は、令和3年4月1日から施行する。

附 則

この規程は、令和3年7月15日から施行する。
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2020年度研究所構成員

所長 南有哲 (生活科学科教授）

運営委員（法経科）

運営委員（生活科学科）

大畑智史

北村香織

(法経科准教授）

(生活科学科准教授）

南有哲

大畑智史

北村香織

長友薫輝

通信担当

年報担当

会計担当

交流集会担当

(生活科学科教授）

(法経科准教授）

(生活科学科准教授）

(生活科学科教授）

研究員 楠本孝

大畑智史

田添篤史

長友薫輝

小野寺一成

駒田亜衣

武田誠一

北村香織

高橋彩

相川悠貴

(法経科教授）

(法経科准教授）

(法経科准教授）

(生活科学科教授）

(生活科学科教授）

(生活科学科准教授）

(生活科学科准教授）

(生活科学科准教授）

(生活科学科准教授）

(生活科学科講師）

長友薫輝奨励研究員

特別研究員

(生活科学科教授）

岩田俊二

茂木陽一

助手 田中里佳

※職名は2020年度時点のものです

2 地域問題研究所活動日誌

2020年4月23

日

4月27日

運営委員会議法経科共同研究室にて

研究員承認について、運営体制承認について、昨年度会計報告

所員総会第一演習室にて

研究員承認について、運営体制承認について、昨年度会計報告

運営委員会議法経科共同研究室にて

交流集会(昨年度実施予定分)の開催について、 『地研年報』参照文献記

載法について、今年度予算について、各担当から（年間計画など）

第61回研究交流集会41番教室にて

「明治期以降の農村居住環境整備の発展過程に関する研究」－特に明治初

期から戦後開拓まで一（途中経過報告）

岩田俊二(zoomより参加）

「公立・公的病院の再編統合と地域医療」
長友薫輝

5月21日

6月18日
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「伊勢商人と捨て子」一長井家・長谷川家を例に－

茂木陽一

1.諫早市：中心市街地の活性化に向けて-玉突き的跡地活用による公共施

設連鎖型建替え－

2.立地適正化計画拠点を位置付ける－多核ネットワーク型都市構造を実現

する拠点の形成－

小野寺一成

所員総会第一演習室にて

今年度予算承認について

地研運営会議地域連携センターにて

交流集会について、 「地研通信」発行計画について、予算の組かえにつ

いて、 『地研年報』刊行について、その他

『地研年報』第25号発行107頁

【論説】

地域社会を担う人材育成を目指した本学栄養教諭課程の学内養成および
教育実習の取り組み

阿部稚里

1970年代の大都市部における政治意識の変容-美濃部東京都政の支持基
盤を事例として‐

川上哲

金融的収益の重要化と格差の変動の関係-資本収益率均等化の観点から一

田添篤史

【調査】

クラウド型ERPの拡張

大畑智史

短期大学生のアイデンティティ発達と進路選択時の母親とのコミュニケ
ーション

高橋彩
【研究報告】

地域包括支援センターにおける「地域課題の政策提言」に関する研究

-2019年度「三重短期大学政策研究・研修」の成果報告－

武田誠一・松田佳浩・川岸健太郎・上村博一・工藤暢久
【実践報告】

「津ぶらんど化推進品目を使用した大量調理向けの献立の考案」
駒田亜衣・中井晴美

6月25日

9月17日

9月30日

2019年度地域問題研究所活動記録

地域問題研究所概要

研究活動

地域問題研究所刊行物

第62回地域問題研究交流集会開催Zoomにて

テーマ「固有のニーズをもつ人の人権を考える」

講師：井上英夫先生（金沢大学名誉教授）

コーディネーター：長友薫輝（奨励研究員）
第63回地域問題研究交流集会開催Zoomにて

テーマ「コロナ禍と高齢者の人権」
講師：鈴木靜先生（愛媛大学教授）

コーディネーター：長友薫輝（奨励研究員）

「地研通信」第137.138号発行40頁
2020年地域問題研究所研究員一覧

2021年3月10
日

3月16日

3月22日
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’
第60回地域問題研究交流集会報告

「地研通信」総目次

受入図書一覧

編集後記

3 地域問題研究所刊行物

地研通信

号数 発行日 内容 頁数

137･138号

合併号

2020年地域問題研究所研究員一覧

第60回地域問題研究交流集会報告

「地研通信」総目次

受入図書一覧

編集後記

2021.3.22 40

地研年報

潮内容発行日 ¥

【論説】

地域社会を担う人材育成を目指した本学栄養教諭課程の学

内養成および教育実習の取り組み

阿部稚里

1970年代の大都市部における政治意識の変容-美濃部東京都

政の支持基盤を事例として－

川上哲

金融的収益の重要化と格差の変動の関係-資本収益率均等化

の観点から－

田添篤史

【調査】

クラウド型ERPの拡張

大畑智史

短期大学生のアイデンティティ発達と進路選択時の母親と

のコミュニケーション

高橋彩

【研究報告】

地域包括支援センターにおける「地域課題の政策提言」に関

する研究

-2019年度「三重短期大学政策研究・研修」の成果報告一
武田誠一・松田佳浩・川岸健太郎・上村博一・工藤暢久

【実践報告】

「津ぶらんど化推進品目を使用した大量調理向けの献立の

考案」

駒田亜衣・中井晴美

25号 | 2020.9.30 107

2019年度地域問題研究所活動記録

地域問題研究所概要

研究活動

地域問題研究所刊行物

－102－



4 研究活動

【研究一覧】

研究員名 ｜ 研究テーマ 研究概要

「川崎市差別のない人権尊重のまちづくり条例｣は､我が国で初め
ていわゆるヘイトスピーチに刑事罰を科す条項を含んでおり、画

期的なものであるが、それだけにその合憲性を巡って学会で議論

されることは確実であり、場合によっては裁判で争われることも
十分に想定される。そこで、同条例の成立過程や、類似法規及びそ

の裁判例を検証して、同条例の合憲性を確証することを目的とす
る。

近年、世界的に行政など社会の多くの場面でICT化の動きが強ま

ってきたことはよく知られている。このような中で、もちろん、租

税と直接的間接的に関係するICTシステムは数多く存在している。
例えば、クラウド型ERP、 日本におけるマイナポータル、といった

ICTシステムは租税と大きく関係している。以上のような状況が、

三重県の場合においても当てはまることは言うまでもない。本研
究では、そうしたICT化の租税の性質への影響について分析する
ことを目的とする。この分析の中では、できるだけ三重県の場合の

分析を考慮することとする。以上の分析は､そうした社会状況の中
での租税の適確な施行のためには欠かせないものである。

現在のマクロ経済政策は、財政上の制約もあり金融政策に依存す
る形となっている。しかし金融政策によって決定されるマクロ的

諸変数は全国に一律に影響するものであるため、地域間の経済状
態に差が存在する場合には、各地域の経済実態を無視した影響を
及ぼすことになると考えられる。昨年度はこれについてモデル化

を行った｡今年度は地域間格差に対して､金融政策の重視がどのよ

うな影響を及ぼすものであるかを実証的に検討する。

地域医療櫛想と地域包括ケアシステムを両軸として、医療･介護供
給体制の再編が進められてきた。新型コロナウイルス感染症対策

としても、供給体制の再編がどのような姿となるのか､注目されて

いるところである。実際に地域の医療保障･介護保障がどのように

整備されているのか。これまで関わってきた秋田県鹿角市､福岡県
北九州市における地域調査を行い、各自治体の今後の政策展開に
貢献することを目的として研究を進めたい。

楠本孝 「川崎市差別の

ない人権尊重の

まちづくり条

例」について

大畑智史 租税分野におけ

るICT活用

田添篤史 地域間格差が存

在する場合の金

融政策依存の問

題点

長友薫輝 地域の医療保

障・介護保障づ

くりの政策展開

に関する調査～

地域医療構想と

地域包括ケアシ

ステムの動向か

ら～

小野寺一成 人口減少下での

集約型都市構造

再編と拠点形成

に向けた研究

（その2）

－地方都市にお

ける実践と課題

を収集することにある。
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駒田亜衣 津市における平

成30年度特定健

康診査・特定保

健指導の解析と

l1年間の推移

現在、 「特定健康診査・特定保健指導」開始から12年が経過し、 1l年
分のデータが蓄積されている。三重県津市においても同様であり、こ

れまで平成20年から29年までのデータを毎年集計・報告してきた。

昨年度の研究成果として､津市の10年分の特定健診結果を活用し､保

健指導実施者のその後の状況を報告した。引き続き、蓄積されたデー

タの活用方法については課題のひとつとなっている。
そこで本研究では、津市で実施された最新の平成30年度特定健診結

果の解析と平成20年から11年間の動向（検査値推移や生活習慣の変
化）を確認し、今後の健康づくりに役立てることを目的とする。

「地域共生社会｣は,地域包括ケアシステムを深化させた状態であ

り， これまでが高齢者中心であった支援体制を年齢にとらわれな

い，支援体制の構築を目指すものである~

一方で， こういった考え方は， 「我が事．丸ごと」や「断らない相

談」といったフレーズで語られることが多いただ，その実態が何

を指しているのかは明確ではないつまりは特定の事業などを指

すものではなく，各地域の独自性に依拠した実践にその価値が求

められるものである~

そのため本研究では三重県内における「地域共生社会｣の実態を把

握し，その特徴，課題などを整理する．

本研究では，自治体が主導する「地域共生社会」のあり方を明らか

にするのみならず，地域住民，介謹職福祉職保健・医療職の果
たす役割にも言及していく~

武田誠一 三重県における

「地域共生社

会」実現の課題

障害のある人が医療サービス（代表的なものとして病院での診療）

を利用する際には、多くの困難や不便が伴う。それは例えば、高額

な医療費の支払いや病院などへの移動手段のなさ、また移動費用

の負担､病院内での不安､医療従事者の障害への無理解等といった

ことがあげられる。今回は、特に「サービスの利用方法」に着目し、

障害のある人が病気で診療を受けるまでに感じる利用しづらさは

どこにあるのか、利用を阻む要因について分析したい。そして、具

体的に地域医療機関や行政などができる改善点や工夫はどのよう

なものなのか検討する。

北村香織 障害のある人の

地域医療サービ

ス利用に関する

研究

本研究は､社会的領域理論に基づき、青年の自律性の発達と親子関

係について検討するものである。具体的には､高校生と大学生を対

象に､青年が親からの自律性を獲得する方法の一つとして、開示方

略（自分に関するどのような内容を、どの程度開示するのか）と親

子関係との関連などを質問紙調査によって明らかにする。

自律性の獲得は青年期の主要な課題の一つである。児童期には親

の作った規則に従っていても、年齢とともにそうした親の管理を

拒絶し、自分自身で意思決定を行うことが増える。青年期に親子間

で葛藤が増加する理由の一つに、青年が個人の自由であると考え

る事柄に対して、親が規則を作って子どもに従わせようとするこ

とがあげられる。社会的領域理論では､個人に決定権があるという

判断は、個人領域の判断ととらえる。例えば、自分のお金の使い方

や自由時間の過ごし方､友人の選択という問題は､個人の統制下に

ある代表的な事柄である。一方、ダイエットをするという問題は、

自分の身体のコントロールという意味では個人領域から「自分の

問題である」と判断できるが、 「青年の健康に害があるから良くな

い」と自己管理領域からも判断できる。このように社会的領域理論
は、私たちが物事を判断､推論するときに用いる正当化を、個人領

域、 自己管理領域、慣習領域（任意のルールや規範、マナーの観点

から判断)、道徳領域（ルールの有無とは関係なく、他者の福祉、

権利から判断）として理解する。青年が自分に関する様々な事柄を

どの程度個人の自由であると考え､親の統制を拒否するのか、また

青年の開示を促す親子関係の特徴は何かを明らかにすることは、

青年期の子をもつ親へ有益な知見を提供できると考える。

調査対象：三重県内と愛知県内の高校生、短期大学生、大学生

青年期における

自律性の獲得と

親への情報開示

方略

高橋彩
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【背景】対象や運動様式、対象者心理によって、運動が食欲や食事

摂取に与える影響は異なることが明らかになってきた。エアロビ

ック・抵抗性混合リズム運動、登山は、楽しく、身体に高負荷を与

えられる運動であり、健康維持に有効な運動として知られている。

【目的】エアロビック・抵抗性混合リズム運動が食欲と食事摂取に

及ぼす影響を明らかにすることである。

【方法】健康な人を対象に、安静後、60分のエアロピック・抵抗

性混合リズム運勤後､登山活動中の食欲と食事摂取を､交差試験に

より検討する。また、対象者は10人程度募集する。運動強度は心

拍数の変動により評価する。心理尺度はPOMS2短縮版を用いて評
価する。食欲、疲労はビジュアル・アナログ・スケールを用いて評

価し、食事摂取は被験食を自由摂取させて評価する。

【予想される結果】60分のエアロビック・抵抗性混合リズム運動

後や登山はイライラ感や抑うつ感が減少する。その満足感と運動

による疲労により食欲が減少し、食事摂取量の増加が生じないこ

とが予想される。

【本研究の意義】体重減量に対する効果的な運動方法を提言する

知見になり得る。これは、三重県民や三重短期大学学生の健康増進

に繋がる知見となる。また、食物栄養学専攻学生と実施すること

で､卒業後三重県の健康増進に携わる者に､運動と食事に関する知
識を身につけさせる成果も得られる。

相川悠貴 運動が食欲や食

事摂取に及ぼす

影騨

奨励研究員名 研究テーマ 研究概要

長友董輝 「相模原障害者

殺傷事件」の根
源を問う

重度知的障害者のみを狙った犯行として知られる相模原障害者殺

傷事件を、どのように私たちは受け止めて考え行動するべきか｡脆
弱な社会保障制度､問われるべき公的責任の所在､そして根底にあ

る優生思想や差別的な対応について、少しずつ整理していきたい。
元ハンセン病患者への隔離政策をはじめ、これまでの優生思想や
差別にもとづく政策的対応がどのような状況をもたらしたのか、
約20年ほど前から調査などを通じて関わっており、あらためてこ

こで検討を加えたいと考えている。
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特別研究員名｜ 研究テーマ 研究概要

岩田俊二 明治期以降の農

村居住環境整備

の発展過程に関

する研究－特

に明治初期から

戦後開拓まで－

農村の居住環境整備史を耕地整理法の時代土地改良法の時代を

通して著すことを目的にしている。農村整備は昭和45年ごろから

本格的に農政の課題となり実施されてきており，その経緯につい

ては『豊かな田園の創造農村整備事業の歴史と展望』（農村整備
事業の歴史研究委員会編日本農業集落排水協会, 1999年)等に明

らかにされている。また,耕地整理や土地改良事業については『土

地改良百年史』（今村奈良臣,平凡社,1977年)， 『農業土木史』（農

業土木学会． 1979年5月）等が著されている。しかし,明治初期か

ら戦後開拓あたりまでの旧耕地整理法の時代における農村居住環

境整備の歴史についての著作は見当たらないので,特に明治初期

から戦後開拓までの期間の農村居住環境整備の歴史について調査

研究を行う。方法は同期間の農村居住環境整備の歴史について文
献資料から通時的な分析を行うとともに,その分析の中から特徴

的な事例地区を選択し,分析を行う。2019年度は明治初期の静岡式

の田区改良事例として静岡県袋井市田原地区・磐田市旧富岡村の

該当地区，石川式の田区改良事例として金沢市上安原地区の事例，

明治期耕地整理法施行後の耕地整理の全国モデルとなった埼玉県

鴻巣市常光地区の事例を取り上げ，居住環境整備の観点から分析

した。2020年度は戦前戦後の開墾開拓地区の居住環境整備の整備

方針を検証し,事例地区を選定し現地調査を行う。最終的な研究成

果は農村居住環境整備の通史部分と特徴的な地区の個別史部分を

併記し農村居住環境整備の歴史を明らかにするが研究の狙いは個

別史部分に置く。

長崎・三重両県において、近世の大庄屋文書・藩庁文書(長崎では

島原藩、三重では紀州藩・神宮領)、近代の県庁文書から捨子事例

の収集を行い、両地域の比較分析を行う。

近世・近代移行

期における捨子

の比較研究（長

崎県・三重県を

対象に）

茂木陽一

－106－
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